
H2 SUMITOMO TRUST and BANKING

■創 業 大正14年

■総 資 金 量 36兆2,377億円

■総 資 産 16兆7,783億円

■貸 出 金 10兆8,913億円

■資 本 金 2,840億円

■発行済株式数 普通株式1,452,247,764株

優先株式125,000,000株

■自己資本比率 10.86％（連結）

■従 業 員 数 5,154人

■拠 点 数 国内：67ヵ所（支店53、出張所14）

海外：支店4ヵ所、駐在員事務所5ヵ所

１．社会からの揺るぎない信頼の確立
住友信託銀行は、『信任と誠実』の理念に立脚した信託銀行としての社会
的責任と公共的使命を十分認識し、高い自己規律に基づく健全な業務
運営を通じて、社会からの揺るぎない信頼の確立を図る。

２．社会の期待と負託に応える金融商品・サービスの提供
住友信託銀行は、環境の変化に積極的に対応しつつ、社会の要請を的
確かつ迅速にとらえて、高品質の金融商品・サービスを提供する。

３．法令・社会的規範の遵守
住友信託銀行は、あらゆる法令・ルールや社会的規範を厳格に遵守する
とともに、人権を尊重し、倫理にもとることなく、誠実かつ公正に行動する。

４．ゆとりと豊かさの実現と人格・個性の尊重
住友信託銀行は、役職員一致協力して、ゆとりと豊かさの実現を目指し、
働きやすい環境を確保するとともに、個々人の人格・個性を尊重する。

５．反社会的勢力への毅然とした対応
住友信託銀行は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力
に対しては、毅然とした対応を行う。

６．経営の透明性の確保
住友信託銀行は、企業情報の適切な開示等により、企業経営の透明性
を確保していく。

お客さまへのお約束

1. お客さまにお伺いした、商品・サービスのご経
験・知識、ご資産の状況などに応じて、お客さまに
適した商品・サービスの提供に努めます。

2. 提供いたします商品・サービスにつきましては、そ
の内容やメリットだけでなく、リスク、手数料なども
十分ご理解いただけるよう、適切でわかりやすい
説明に努めます。

3. 事実と異なる情報をお伝えしたり、不確実なこと
を断定的に説明するなど、お客さまに誤解を招く
ような説明や勧誘はいたしません。

4. お客さまへの電話や訪問による勧誘は、お客さま
のご都合に合わせて行うように努めます。

5. お客さまに適した商品・サービスを提供できるよ
う、正しい知識とわかりやすい説明方法の習得に
努めます。

倫理憲章

当社の概要（平成14年3月末現在）
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修正業務純益 2,281 1,447 1,441 1,502 60

（業務純益） （1,664） （972） （915） （1,200） （284）

貸出関係損失 4,156 1,500 1,468 1,054 △414 1,100

株式関係損益 50 751 436 △1,101 △1,537 △1,041

経常利益（△は経常損失） △1,874 767 729 △676 △1,405 △567

当期純利益（△は当期純損失） △1,071 330 426 △422 △848 △424

2 SUMITOMO TRUST and BANKING

業績ハイライト

平成14年3月期の業績につきましては、修正業務純益（業務純益から信託勘定不良債権処理額・一般貸倒引当金

純繰入額を除いた実勢収益）が1,502億円と、前年度を上回る水準を確保いたしました。これは、マーケット資金事業

部門の好調や、不動産・債権流動化関連等の手数料の伸びに加え、引き続き経営合理化を推進したことによる経費

削減効果が寄与したものです。

■平成14年3月期　決算概要 （単位：億円）

平成11年3月期
（単　体）

平成12年3月期
（単　体）

平成13年3月期
（単　体）

平成14年3月期
（単　体） 前年比

平成14年3月期
（連　結）

１，０００ 

２，０００ 

３，０００ 

４，０００ 

５，０００ 

０ 

△ １，０００ 

△ ２，０００ 

（単位：億円） 当期純利益 貸出関係損失 修正業務純益 自己資本 連結自己資本比率 

平成１２年３月期 平成１１年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期 

１８，０００ 

２，０００ 

４，０００ 

６，０００ 

８，０００ 

１０，０００ 

１２，０００ 

１４，０００ 

１６，０００ 

０ 

１３．００ 

９．００ 

１０．００ 

１１．００ 

１２．００ 

８．００ 

７．００ 

５．００ 

６．００ 

４．００ 

（単位：億円） （単位：％） 

平成１１年３月期 平成１２年３月期 平成１４年３月期 平成１３年３月期 

〈単体業績の推移〉 〈自己資本・自己資本比率〉
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不良債権処理につきましては、景気低迷・デフレ傾向が継続する環境の中、危険債権以下（危険債権および破産

更生債権及びこれらに準ずる債権）のオフバランス化に積極的に取り組むとともに、要管理先債権に対する引当を

強化いたしました。この結果、平成14年3月期の貸出関係損失（一般貸倒引当金純繰入額を含む銀行勘定・信託勘

定不良債権処理額）は1,054億円を計上いたしましたが、損失額は前年度を414億円下回るとともに、修正業務純益の

範囲内の水準となっており、平成11年3月期以降、着実な減少トレンドとなっています。

株式関係損益につきましては、株式市場の低迷を背景とした保有株式の減損処理額の増加により、前年度比1,537

億円悪化して1,101億円の損失となりました。株式の減損処理につきましては、取得原価に対する時価下落率が50％

以上の銘柄を例外なく対象とするなど、厳格な処理基準を採用しています。

以上の結果、株式の減損処理額の増加を主因として、遺憾ながら連結決算において424億円の当期純損失、単体

決算では422億円の当期純損失となりました。

平成14年3月末における金融再生法開示債権は、前年度末比で1,562億円増加して6,890億円となりました。これ

は、危険債権以下の不良債権について、最終処理によるオフバランス化を進めました一方で、要管理債権が査定基

準の変更に伴い増加したことによるものです。なお、銀行勘定の要管理先債権に対する引当率（一般貸倒引当金／

要管理先債権額）は、前年度末の15％から25％に引き上げており、要管理先債権に対しても手厚い引当てを実施し

ています。

また、平成14年3月末の連結自己資本比率（国際統一基準）は10.86％、TierⅠ比率は6.16％となりました。平成13

年度の赤字決算に加え、「その他有価証券」の評価損益悪化が当期より「その他有価証券評価差額金」として資本の

部に反映されたことから、前年度末比で低下いたしましたが、引き続き安定した水準を確保しています。

危険債権 破産更生等債権 要管理債権 
１０，０００ 

４，０００ 

３，０００ 

５，０００ 

７，０００ 

８，０００ 

９，０００ 

６，０００ 

２，０００ 

１，０００ 

０ 

（単位：億円） 

平成１２年３月期 平成１１年３月期 平成１３年３月期 

７，７００億円 ９，５０３億円 ５，３２８億円 

９１．０％ ８８．９％ 

合計 

保全率 ９４．２％ 

平成１４年３月期 

６，８９０億円 

７７．９％ 
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〈不良債権の状況〉
金融再生法開示債権（銀行・信託勘定合計）
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社長メッセージ

〔『第3の創業』の加速による企業価値の拡大〕

日本経済は、景気の低迷・資産デフレの進行など、

先行き不透明な状況が続いていますが、その中で金融

マーケットでは大きな構造改革が進展しています。企業

のバランスシートの見直しや、金融機関の統合・再編を

受けて、資産・貸出債権の流動化が急速に進展する一

方、金融の自由化、時価会計の導入、ペイオフの解禁

などにより、個人・機関投資家が、主たるリスクの取り

手として大きな存在となってきています。

当社は平成13年度決算において、保有株式の厳格

な減損処理、資産健全化に向けた適正な償却・引当を

行い、遺憾ながら赤字となりましたが、「構造変革の風」

に乗って、平成12年度にスタートした『第3の創業』をさ

らに加速させ、「銀行・信託兼営」の営業・事業モデル、

国のサポートからの早期自立を実現し、お客様からの信

頼向上と企業価値のさらなる拡大をめざしてまいります。

取締役社長 高橋　温



■お客様にとって住友信託銀行とは

①個人のお客様から見た当社像a 最適なコンサルティングにより長期的な資産形成に資する商品・サービスを

堤供する「資産運用メインバンク」

②法人のお客様から見た当社像a 経営課題を的確に捉え、資金と信託・財産管理に強みのある商品でソリューシ

ョンを提供する「企業価値創造バンク」

③機関投資家のお客様から見た当社像a 多様な運用商品とコンサルティングに加え、我が国を代表する管理・情報プ

ラットフォームで、ソリューションを提供する「戦略的パートナー」
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〔住友信託銀行の経営モデル〕

当社は、収益力のある『資金事業』を基盤としつつ、

『的確な運用と万全の管理』に圧倒的な強みを持つ『資

産運用』『情報プロセッシング』金融機関として、企業価

値を高めていくことを経営の基本方針としています。

『資産運用』金融機関とは、お客様から預金をお預り

し、事業法人のお客様などに貸し出すという伝統的な

『資金事業』に加え、実績配当商品を始めとする信託商

品を受託し、資金の性格やリスク選好に応じて、貸出

債権、社債、株式などに、市場を通じて幅広く投資・運

用する、新しいタイプの間接金融を担う金融機関です。

『情報プロセッシング』金融機関とは、資金取引や資

産運用を通じたお客様を基盤として、今後ニーズの拡

大が見込まれる資産管理業務や情報分析・コンサルテ

ィングなど、付加価値の高い情報加工サービスを提供

する金融機関です。

このように、資産運用と管理の両機能をあわせ持ち、

銀行事業と信託・財産管理事業を一体として展開する

当社の経営モデルは、多様化・高度化する個人・法

人・機関投資家のお客様の運用ニーズと資金需要に、

的確にお応えできるものと考えています。当社は、この

経営モデルの実現を通じて、「資金余剰部門から資金

を受託し、資金不足部門に運用（貸出・投資）すること

によって、円滑な金融仲介機能を果たし、金融システ

ムの安定と国民経済の発展、国民の福利・厚生の増進

に貢献する」という社会的使命を果たしてまいります。

法人のお客様 
発行の株式・債券 

法人のお客様 
個人のお客様 個人のお客様 

機関投資家 
（年金・公的資金等） 

住
友
信
託
銀
行 

貸付信託・預金 

実績配当型金銭信託 

投資信託等 

年金信託・指定単等 

ご融資 

投　資 

情報加工 
管 理 信 託 

証券代行等 

個人・法人のお客様 
機関投資家 

■「資産運用」「情報プロセッシング」金融機関
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〔経営資源を最大限に発揮するための経営システム〕

当社はこのような経営モデルの実現に向け、経営シ

ステムの構築とさらなる変革を進めています。

まず、「税引き後業務純益から、株主の皆様がリスク

に見合ったリターンとして当社に期待される収益を差し

引いた額」である『業務純益ＳＶＡ』を経営指標とし、「業

務純益ＳＶＡ≧０」、つまり株主の皆様のご期待を上回る

収益をあげることを経営目標として掲げ、当社の企業

価値拡大に努めています。

次に、平成14年4月に事業部制の一部見直しを行い

ました。1）国内外の信用ポートフォリオを全体として最

適にマネージするため、カスタマー資金事業部門とクレ

ジット投資事業部門を統合し、2）お客様のニーズをよ

り的確にvみ一層迅速にお応えするため、カスタマー

資金事業部門を個人のお客様を担当するリテール事業

部門、法人のお客様を担当するホールセール事業部門

に分離し、リテール、ホールセール、マーケット資金、受

託、不動産の5つの事業部門により、事業展開をスピー

ドアップしてまいります。

また、営業店部が、各事業部門の商品を販売した場

合に、各事業部門が営業店部に販売フィーを支払う「社

内移転価格」制度の精度を高め、1）各部門の事業遂

行権限・収益責任の明確化、2）各部門間の競争とシナ

ジー（相乗）効果拡大の両立を強化しています。

さらに、職員と事業部門長が相互の希望を踏まえて

締結する『労働特約制度』や、職員の士気向上を図る

ストックオプション制度の拡大、年功よりも産み出した

収益・付加価値に応じて配分する人事処遇制度への

変革を推進し、個々の職員の自己責任と自己実現に基

づく行動変革を、促してまいります。
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〔さらなる経営合理化・資産健全化への取組み〕

当社は経営健全化計画を上回るペースで経費の削減

を進めてまいりましたが、現下の経営環境を踏まえ、賞与

ファンドの圧縮などの処遇見直し、人員構成の再構築、

拠点ビルスペースの圧縮、外注・購買価格の引下げな

どを徹底して行い、かねてより当社の強みとしています

「効率経営」の優位性を堅持してまいります。

また、収益を安定させ、公的資金返済後も十分な財務

基盤を保つために、資産健全化にも計画的に取り組ん

でいます。そのため、当社の不良債権処理による貸出関

係損失額は平成10年度以降減少傾向にあり、総与信に

占める不良債権の比率や保全率のレベルは、日本の

銀行の中でも比較優位な状況にあります。

また、保有株式はETF（株価指数連動型上場投資信

託）の組成および株式取得機構への持込みなどを含め、

積極的に削減していますが、今後も計画的な売却を進

め、平成16年9月中間期から実施される「株式保有制

限」の1年前に、自己資本の範囲内に圧縮する計画と

しています。

〔提携戦略の遂行〕

当社は企業価値を一層高めるため、1）収益性の向上

につながるか、2）信託・財産管理事業のシェア拡大につ

ながるか、3）ビジネスモデルの継続性が確保できるか、

4）お客様やマーケットからの支持が得られるかという4つ

の原則に照らし、これらが満たされる企業提携などには、

前向きに取り組んでまいります。

まず、当社と株式会社大和銀行で共同設立した日本

トラスティ・サービス信託銀行株式会社に、平成14年１

月、中央三井信託銀行株式会社が対等の精神で参加

することを正式合意いたしました。同行の参加により、日

本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、110兆円を

超える資産の管理業務を受託することとなり、3行の経

営資源・永年蓄積したノウハウを結集し、規模の利益を

一層活かして、「我が国を代表する資産管理プラットフ

ォーム」を構築してまいります。

さらに、業態を超えた提携にも積極的に取り組み、松

下電器産業株式会社、花王株式会社、全日本空輸株式

会社の3社と、人事関連業務を受託する新会社「人事サ

ービス・コンサルティング株式会社」を共同設立いたしま

した。同社は、各企業の人事関連業務を集中・共同化

し、収益を産み出す事業として再構築し、世界最先端の

Webインフラを構築して、受託した企業の従業員に最高

品質のサービスを提供する、新たな事業モデルを確立

してまいります。

〔終わりに〕

私は、以上のような経営戦略のもと、当社の企業価

値を高めるために、当社にあったコーポレートガバナンス

を行っていくことが必須であると考えています。

それは、お客様・株主の皆様・従業員という、当社の

3つのステークホルダー（利害関係者）が、それぞれの利

益を増大できるような、好循環を創出していくことです。

つまり、マーケット（株主）からの評価が従業員の意欲・

競争や企業への強いコミットメントを産み、それがお客様

の当社への評価・信頼を高め、それがさらにマーケットか

らの評価を高めるという、「企業価値創造サイクルの順回

転」を創出することが私の究極の使命です。

当社の企業価値を高め、お客様や株主の皆様、ひい

ては社会全体に貢献できるよう、全役職員が全力で職

務に遭進する所存でございますので、今後とも、皆様の

一層のご理解とご支援を賜りますよう、心からお願い申

し上げます。
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当社の営業・事業モデル

8

当社経営戦略

当社は、銀行事業の他、年金信託・投資マネージ・証券管理サービス・証券代行・不動産などの信託・財産管理事

業を展開し、幅広い事業を営んでいます。各事業では、以下の「営業・事業モデル」に従い、お客様に評価される当

社独自の「提供価値」を創り出していきます。

1. リテール営業モデル：「資産運用メインバンク」

１.お客様お一人おひとりのご要望に的確にお応えしていくことで、信頼を獲得していきます。

２.機関投資家のお客様の資産運用・管理で蓄積したノウハウ・情報を活用したコンサルティングにより、お客様の長

期的な資産形成に資する最適な商品・サービスを提供していきます。

３.営業店の店頭・お客様のご自宅への訪問・テレフォンバンクセンターなど、お客様とのさまざまな接点を大切にし、

全てのチャネルからお客様のご要望に添ったサービス・コンサルティングを提供していきます。

3. 資金事業モデル：信用リスクにかかる３つの資金事業と、マーケット資金事業

１.信用リスクにかかる資金事業は、（１）従来からのご融資である「相対型」資金事業と、（２）国内外で貸出債権やシン

ジケートローンなどの流動性の高い商品へ投資する「市場型」資金事業に加え、さらに、（３）お客様から受託した資

金を多様な商品に幅広く投資・運用する「資産運用型」資金事業を育成していきます。

２.マーケット資金事業は、円貨・外貨のＡＬＭ（資産負債総合管理）機能を果たしつつ、マーケットリスクの適切なマネ

ージにより収益の極大化・安定化を図るとともに、お客様にデリバティブ・為替などの最先端の金融商品を提供し

ていきます。

2. 法人営業モデル：「企業価値創造バンク」

１.銀行・信託兼営の多様な機能をフルに発揮することで、お客様の経営課題にソリューション（解決策）を提供してい

きます。

２.銀行事業と信託・財産管理事業の商品・サービスを単独でなく、（組み合わせの）トータルプランとして提供するこ

とにより、お客様の企業価値向上に貢献いたします。
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■事業部門の構成図

4. 信託・財産管理事業モデル：「戦略的パートナー」

１.資産運用事業は、年金信託では制度設計・運用・管理にわたる総合コンサルティングにより「業界トップの受託機

関」を、投資マネージでは多様な運用商品とコンサルティングの提供により「国内最強の運用機関」をめざします。

２.情報プロセッシング事業は、証券管理サービス・証券代行にて他社との共同・提携による規模のメリット追求と情

報統合サービスの業界標準化を図り、「本邦最大の情報プロセッシング機関」を確立していきます。

３.不動産事業は、豊富な経験と広範なネットワークにより、質の高い情報を提供する「不動産コーディネーター」とし

て、幅広いお客様のニーズに的確にお応えしていきます。
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個人等の 
お客様 

法人 
機関投資家 

（年金・公的資金等） 
等のお客様 

法人・個人のお客様 

マーケット 

国債 

為替 

株式等 

貸出・社債等 

機関投資家 

法人・個人のお客様 

貸出・社債等 

資
金（
銀
行
）事
業 

信
託
・
財
産
管
理
事
業 

リ テ ー ル 事 業 部 門  

ホールセール事業部門 

含、資産流動化、M&A業務 

マーケット資金事業部門 

受 託 事 業 部 門  

年金信託 

投資マネージ 

証券管理サービス 

証券代行 

不 動 産 事 業 部 門  

不動産仲介 

不動産投資顧問・不動産管理等 

貯蓄商品 

ご融資 

ご融資・投資 

資金運用 

投資 

ご融資・投資 

情報加工 

年金・特金 

指定単等 

管理信託 

証券代行等 

実績配当商品 

住友信託銀行  



当社経営戦略

リスク管理体制
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金融の自由化・国際化の進展や金融技術の高度化などにより、金融機関のビジネスチャンスは飛躍的に拡大する

一方で、金融機関の抱えるリスクは一段と複雑化し、多様化しています。お客様の多様化・高度化するニーズに的確

にお応えしつつ、経営の健全性を維持していくために、当社は、「リスク管理体制の高度化」を経営の最重要課題と

位置付け、リスクの正確な認識、継続的な評価、適切な管理・運営ならびにコンプライアンス（法令等遵守）体制の充

実に努めています。

１．リスク管理の組織体制

当社は、取締役会において、リスク管理の基本方針を定めるとともに、収益責任を担う事業部門から独立した経営

管理各部の中に、（１）信用・市場・流動性リスクについてはリスク管理部、（２）コンプライアンスについては法務部、

（３）事務・システムリスクについては業務管理部をリスク管理所管部として設置し、リスクのモニタリング・分析と、適

切なリスク管理体制の企画・推進を行っています。また、これらのさまざまなリスクを総合的に管理・運営していくため

に、リスク管理に係る全社横断的な機能を企画部が担っています。さらに、リスク管理所管部を含む内部管理体制の

適切性・有効性を、業務監査部が検証しています。取締役会は、各リスクの管理・運営状況について、定期的にある

いは随時、報告を受けています。

２．信用・市場・流動性リスクの管理

信用・市場・流動性リスクについては、リスクを引き受けることが収益の源泉となるため、許容しうる一定のリスク量の

もとで、いかにリスクを適切にマネージして収益を極大化させるかが、リスク管理の最大の眼目になります。

当社では、ＶａＲ(Value at Risk)をベースにリスク量を統一的に測定・把握し、自己資本などと比較してリスクの総量が適

切であるかどうかを確認する一方、経営指標として導入している「業務純益ＳＶＡ（企業価値の増加額）」（注）により、効率

的かつ適切なリスク量（＝資本）の配分に努め、リスク量計量化とリスク管理体制のさらなる高度化を推進していきます。

（注）業務純益ＳＶＡ＝税引き後業務純益－資本コスト（株主の皆様がリスクに見合ったリターンとして期待する収益）

業務純益ＳＶＡが０以上であれば、株主の皆様へ付加価値を創出したことになります。

３.コンプライアンス、事務・システム・イベントリスクの管理

コンプライアンス、事務・システム・イベントリスクについては、資金事業における適切な業務の遂行はもちろん、信

託・財産管理事業における信託事務などの適切な遂行を行う過程で、いかにしてこれらのリスクを極小化し、お客様か

らの信頼を維持していくかが、リスク管理の最大の眼目になります。

そこで、当社は、各リスク管理所管部を中心に、これらのリスクの規模・特性に応じた、有効かつ効率的なリスク管理

体制の構築を推進するとともに、内部監査体制の充実および外部監査の活用を図っています。

1. リスク管理の基本的な考え方
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■リスク管理体制の概要 

リスク・ 
カテゴリー 

定義 主な取引など フロントオフィス＝ 
取引実施部門 

ミドルオフィス＝ 
リスクの計測・ 
モニタリングなどを 
行うリスク管理部門 

バックオフィス＝
後方事務部門 

委

員

会

 

審

議

会

 

信用リスク 
（注１） 

信用供与先の財務状況
の悪化等により、資産の
価値が減少ないし消失し、
損失を被るリスク 

貸付金、 
オフバランス、 
金融市場取引 
など 

営業店部 
市場金融部 
総合資金部 
 

リスク管理部 営業店部 
事務推進部 
海外事務部 
証券業務部 
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市場リスク 市場要因の変動により
保有する資産の価値が
変動し損失を被るリスク 

オフバランス、 
金融市場取引 
など 

営業店部 
市場金融部 
総合資金部 
 

営業店部 
海外事務部 
証券業務部 

流動性リスク 
（注２） 

必要な資金調達ができ
なくなるリスクと、迅速
かつ適切な価格で取引
ができなくなるリスク 

オフバランス、 
金融市場取引 
など 

営業店部 
市場金融部 
総合資金部 
 

営業店部 
海外事務部 
証券業務部 

A 
Ｌ 
Ｍ
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リスク・ 
カテゴリー 

定義 主な対象 
取引など 

元締部 監査 委員会 

イベントリスク 自然災害・戦争など、非常
事態の発生により生じる 
リスク 

全取引 
全業務 

総務部 

事務・ 
システムリスク 

正確に事務を遂行できな
いリスクと、システムの事故・
故障により取引などができ
なくなるリスク 

全取引 
 

業務管理部 

コンプライアンス 内外の法令・規制の遵守の
徹底 

全取引 
全業務 

法務部 

（リーガルリスク） 個々の取引について法
律上の障害により取引を
完了できなくなるリスク 

全取引 
 

営業企画部 
ホールセール企画部  
総合資金部 
証券業務部 
不動産業務部 

業務監査部 経

営

会

議

 

商

品

審

査

委

員

会

 

取

締

役

会

 

事務力強化 
推進委員会 

　信用・市場・流動性リスク （平成１4年７月１日現在） 

　コンプライアンス、事務・システム・イベントリスク 

なお、代表的な店部を記載。 
（注１）決済リスクに係る信用リスクを含む。 
（注２）決済リスクに係る流動性リスクを含む。 
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また、当社は新BIS自己資本規制やリスク管理技術高度化の動きを踏まえ、総じて「内部手続き、人的要因、システ

ム、あるいは災害などの外的要因を原因として生じる損失に係るリスク」と定義されるオペレーショナル・リスクの計量化

など、リスク管理体制の向上に前向きに取り組んでいます。



2. 信用リスク

１.信用リスク管理体制

当社では、関係機関・部門の有機的な結び付きにより、相互サポートならびにチェックの働く管理体制を構築しています。

具体的には、取締役会、投融資審議会が策定した与信方針・信用リスク管理方針のもとで、

① 営業店部は、適切な貸出運営および自己査定（第一次査定）の実施

② 審査部門は、厳正な審査および営業店部への適切な指導と自己査定（第二次査定）の実施

③ 調査部門は、営業店部や審査部門とは独立した客観的な立場からの産業調査・信用調査ならびに定量的分析

などに基づく信用格付の実施

④ 審査部門・調査部門のいずれからも独立したリスク管理部は、信用リスク量の計測・モニタリングなどポートフォリ

オ管理および信用格付や自己査定の監査を実施

といったそれぞれの役割が万全に機能するような組織となっています。

２.エクスポージャー（与信額）管理

信用供与先毎および信用供与先の企業グループ毎のエクスポージャー（与信額）の把握を信用リスク管理の原点

として、貸出やオフバランスなどの取引の種類にかかわりなく総合的に一元管理しています。オフバランス取引につ

いても、カレント・エクスポージャー（当該取引の再構築コスト）によるモニタリングを実施しています。

また、カントリーリスクへの対策として、信用供与先毎のエクスポージャー管理とは別に国別エクスポージャー（各信

用供与先所在国毎にエクスポージャーを合計したもの）の管理を行っています。

３.社内格付および自己査定

個別与信判断や与信ポートフォリオ管理の基礎データとし

て、信用格付を行っています。信用格付は信用供与先の信用

状況を段階的に表現したものですが、当社の信用格付制度

は、実績データに基づく統計的手法も用いるなど、客観性を

保持する一方で、銀行を含む全ての法人信用供与先のほか、

海外プロジェクトファイナンスやストラクチャードファイナンス（仕

組み金融）を含む極めて広い格付対象先に対して、ランク１か

らランク10までの信用格付を実施しています。

格付とならんで、毎期自己査定を行い、必要な償却および

引当を実施し与信ポートフォリオの健全性を維持しています。

格付と自己査定の両制度は、取引先の信用力を適切に反映

するよう整合を保ちながら円滑に運営しています。

12 SUMITOMO TRUST and BANKING12

信用リスクとは、「信用供与先の財務状況の悪化などにより、資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ないし

消失し、金融機関が損失を被るリスク」と定義しています。銀行業務の根幹である信用創造機能に伴うリスクであり、

金融の本質に係るもっとも基本的なリスクと言えます。当社は、案件審査や自己査定を通じた個別管理に加えて、ポ

ートフォリオ管理により集中リスクを排除するなど、与信管理に万全の配慮を払う一方、リスク量計測を通じて効率的

かつ適切な資本配分をめざしています。

１０ 

9

8

7

6

5

4

3

2

1

債務者格付 

実質破綻・破綻先 

破綻懸念先 

要注意先 

正常先 

債務者区分 

非分類 

分類区分 

自己査定 

（注）債務者格付は必要に応じてさらに細分して（「＋」「－」を
付して）使用しています。
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４.リスク・リターンの適正化

経営体質の維持向上のために、与信ポートフォリオの分散化とともに、リスクに見合ったスプレッド確保に努めてい

ます。信用格付毎の経費率や予想損失率などを勘案した収益水準を測定して個別案件の取引条件に反映させるこ

とにより、リスクを意識した採算管理を行っています。

５.信用リスクの計量化

当社の信用リスク量計測は、向こう１年間に銀行の

資産がどれだけ貸倒による損失を被る可能性があるか

を量的に把握するものです。格付別デフォルト（債務不

履行）率や回収率などのデータをもとに、１万回のシミ

ュレーションを行い、最大予想貸倒損失額と予想貸倒

損失額の期待値（平均）の差額を算出しています。

こうして計測された信用リスク量は与信事業を担当

する事業部門への資本配分の基礎となるものであり、

国内・海外を含めた当社全体の与信ポートフォリオの

信用リスク量を定期的にモニタリングすることで資本配

分の適切さや事業運営の健全さをチェックすることが

できます。モニタリング結果は定期的に取締役会や投

融資審議会に報告しています。

計測は通常過去のヒストリカルデータをもとに将来予想も折り込んだ前提で行われますが、その一方で、その前提

とかけ離れた事態を想定しシミュレーションを行うことはリスク把握を補完するものとして重要です。これがストレス・

テストと呼ばれるものですが、当社ではいくつかのストレス・シナリオを設定して、それぞれの場合にリスク量がどうな

るのか、シミュレーションを行い、その結果も経営陣に対して直接報告しています。

信用リスク計量化の成果を活かしつつ、与信ポートフォリオ運営にあたっては、分散化などによりリスク量を一定範

囲内に保ちながら、ポートフォリオ全体の収益を最大化することをめざしています。さらに信用リスク量の測定・把握

の高度化のために、デフォルト率や回収率などの基礎データの整備やより精度の高い信用リスク計測手法の開発を

進めています。

予想貸倒損失 大 小 

発
生
頻
度 

平均値 

計測値 

最大値 

市場リスクとは、「市場要因の変動により当社が保有する資産や負債の価値が変動し損失を被るリスク」を言います。

流動性リスクとは、「必要な資金調達ができなくなるリスクと、迅速かつ適切な価格で取引ができなくなるリスク」を

言います。

1.リスク管理体制

市場リスクについては、取締役会において、半期に一度、経営体力やリスク・リターンなどを総合的に勘案し資本

配分を決定しています。また、市場リスク・流動性リスクの管理・運営については、機動的かつ迅速な意思決定を行

うために、取締役をメンバーとしたＡＬＭ審議会を設置し、市場環境と業務環境の動向を踏まえた資産・負債構成の

健全化と収益の安定化に取り組み、連結ベースの市場リスク・流動性リスクのコントロールを実施しています。

リスク運営状況は分析・評価を行い、四半期毎に取締役会に報告しています。
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■信用リスク量



14 SUMITOMO TRUST and BANKING14

〔リスク管理の過程〕

ＡＬＭ審議会では、市場リスクへの資本配分内において、目的別・リスクカテゴリー別・ポジション別にリスクリミ

ット、ロスリミットなど市場リスクの運営・管理に関する基本方針を決定しています。

また、流動性リスクについては、当社の資金繰りにおける日々のギャップ額について上限を設定し、日次で管理

を行うとともに、運用予定額と調達可能額を把握したうえでガイドラインを設定し、将来の資金繰りが適正に行われ

るようにモニタリングを実施するなどの基本方針を決定しています。その他、資金流動性の状況に応じて「懸念時」

および「危機時」に区分した流動性コンティンジェンシープランも策定するなど流動性リスクの管理に万全を期して

います。

これらの基本方針のもと、独立したミドルオフィスであるリスク管理部が市場リスク・流動性リスクおよび損益の

計測・集計を行い、合わせてリスクリミットおよびロスリミットの遵守状況を経営陣に直接報告しています。

このようなリスク管理を実効性あるものとするため、ミドルオフィス、後方事務部門（バックオフィス）および市場性

取引部門（フロントオフィス）間において相互牽制体制を確立しています。また、業務監査部による監査に加えて、

外部監査人による定期的監査を受けており、万全のリスク管理体制を構築・維持しています。

２.市場リスクの管理方法

市場リスクの把握にはＶａＲ(Value at Risk)を用いています。ＶａＲとは過去の市場変動実績から、一定の条件のも

とでの将来起りうる最大損失額を統計的に予測する手法です。当社では、ＶａＲ計測のための市場リスク管理システ

ムを導入しています。このシステムによりＶａＲ計測の他、さまざまなリスク管理指標の算出やシミュレーションの実施が

可能であり、高度な市場リスク管理体制となっています。なお、市場リスク管理システムによる当社のＶａＲ計測は分

散・共分散法を基本に、一部、オプション取引のリスク（非線形リスク）の計測についてはヒストリカル・シミュレーショ

ン法を併用しています。

取締役会 
経営会議 

リスク量の配分 

ALM審議会 

フロントオフィス 

業務監査部 

ミドルオフィス バックオフィス 

リスク量・損益状況のモニタリング 取引内容照合 

牽制 牽制 

●リスク管理の基本方針の決定 

●市場リスク量の決定 

●リスク管理運営状況の監督 

運営状況の監査 

リスク量・損益状況の報告 

■市場リスク・流動性リスクの管理体制
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３.市場リスクの状況

平成13年度のトレーディング業務における市場リスク

の状況は右記の通りとなっています。

４.ストレス・テスト

当社は、予想される変動を超えた事態を想定し、そのシミュレーションを行うことも、VaRによる市場リスクの把握を

補完するものとして重要であると認識しています。リスク管理部では、市場の変化、ポートフォリオの変化に応じて定

期的に見直した複数のストレス・シナリオに基づき適切にストレス・テストを実施し、その結果を経営陣に直接報告し

ています。

５.バック・テスティング

当社のリスク計測モデルの信頼性を検証

するために、日々算出したＶａＲと日々の実

際の損益あるいはポートフォリオを固定した

仮想損益とを比較する方法により、バック・

テスティングを実施しています。平成13年度

におけるトレーディング業務のテスト結果に

ついては、右記の通り、実際の損益がＶａＲ

を超えた事例は発生せず、これは即ち当社

のリスク計測モデルが十分な精度を保って

いることを表しています。

■平成13年度の市場リスクの状況
（VaR：信頼区間99％、保有期間１日、観測期間1年 単位：億円）

最　　大 最　　小 平　　均

金利リスク

為替リスク

連結ベースVaR

1.8

2.3

4.1

1.0

0.3

1.8

3.4

5.2

7.6

６.政策投資株式リスク管理

市場性取引部門以外が保有する政策投資株式についても、通常の市場業務とは性格を異にするものの、市場リ

スクを有する取引であることを認識し、将来の株価変動リスクを管理する必要があります。

当社は、市場リスク管理システムにより政策投資株式リスクを把握し、多面的なポートフォリオ分析、市場流動性リ

スクの検証などをもとに当社の経営体力に対して適正なリスク負担であるかを確認しながら、政策投資株式リスクの

管理を行っています。

７.決済リスク

決済リスクは信用リスクと流動性リスクの二面性を有する点を踏まえつつ、それぞれのフレームワークの中でリス

クの把握に努めています。さらに、外為決済リスクについては主要通貨を対象とした外為決済専門銀行であるＣＬＳ

銀行(Continuous Linked Settlement Bank) への参加を通じてリスクの削減を進めていく方針です。

■平成13年度のバック・テスティングの状況
（連結ベースVaR：保有期間1日 信頼区間99％ 単位：億円）

-６．００ 

６．００ 

-３．００ 

３．００ 

０．００ 

-９．００ 

９．００ 

損

益

前

日

比

 

VaR

３．００ ６．００ ９．００ 
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１.当社のコンプライアンス体制

当社のコンプライアンス体制は、取締役会、コンプラ

イアンス委員会、法務部コンプライアンス室、コンプライ

アンス・オフィサーを中心に運営しています。

コンプライアンス委員会（議長：法務部統轄役員）は、

当社のコンプライアンス体制の実施状況のチェックを行

うとともに、コンプライアンス上の問題点を整理・検討

し、必要に応じその対応方針を取締役会などに助言・

報告しています。

法務部コンプライアンス室は、コンプライアンス委員会

の事務局を務めるとともに、コンプライアンス体制に関

する企画・推進を担当し、関係各部と協力しコンプライ

アンスに関する諸施策を一元的に管理しています。

また、本部および国内外の全営業店・拠点にコンプライアンス・オフィサーを配置し、それぞれの組織でコンプライ

アンスの浸透・徹底を図るとともに、職員の相談窓口やコンプライアンス室への連絡窓口としています。

信託銀行は、公共性の高い資金事業、信託・財産管理事業を営むことにより、国民経済の発展と福利厚生の増進

に貢献するという公共的使命を担っています。当社は、こうした責務を果たし、社会からの揺るぎない信頼を確立す

るために、当社の経営倫理や行動規範を示すものとして「倫理憲章」（平成10年４月制定）を定めました。この中で「あ

らゆる法令・ルールや社会的規範を厳格に遵守するとともに、人権を尊重し、倫理にもとることなく、誠実かつ公正に

行動する」ことを定め、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置づけています。そのため、以下のよう

な体制整備やコンプライアンス推進活動を実施し、コンプライアンスの徹底を図っています。

取締役会 

経営会議

コンプライアンス委員会

法務部コンプライアンス室

国内店部 
コンプライアンス・オフィサー 

海外拠点 
コンプライアンス・オフィサー

２.当社のコンプライアンス活動

①コンプライアンスを実現するため、日常の業務を遂行していくうえで必要な基本的事項を行動規範の形としてまと

めた「コンプライアンス行動基準」を制定して、役職員に周知徹底しています。

②コンプライアンス体制整備やコンプライアンス推進活動など当社のコンプライアンスに関する年間の実践計画を「コ

ンプライアンス・プログラム」として策定しています。

③店部内でコンプライアンスの着実な実践を図るため、それぞれの組織でコンプライアンス・オフィサーが中心となり

チェックリストを用いて業務運営の第一次チェックを行い、さらに業務監査部が第二次チェックを行う体制を構築し

ています。

④全店研修でのコンプライアンス研修を充実させるとともに、店部での自主研修によりコンプライアンスの基本的事

項の啓蒙や周知徹底を行っています。

なお、当社では勧誘方針として「お客さまへのお約束」を策定し、店頭への掲示などにより公表するとともに、社内

規定の整備、研修の充実などにより、お客様の立場に立った適正な金融商品の勧誘・販売に努めています。
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１.事務リスク

事務リスクとは、当社役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正などを起こすことにより、損失を被るリスク

です。

当社は、国内外の銀行事業とならんで、年金信託・投資マネージ・証券代行などの信託・財産管理事業を幅広く

展開しています。これらの業務ではお客様のニーズにお応えできる高度な専門性と高い事務品質が必要とされるた

め、各事業部門に事務企画・管理部署を設置し、事務力強化・品質向上活動を推進しています。具体的には、事務

手続きの権限・ルールの厳格化、システム・事務の集中化、研修などの事務スタッフのレベルアップ、内部検査など

による牽制機能の充実・強化を図っています。

また、当社では幅広い業務をカバーするため、事務リスク管理の基本指針を定めた「事務管理規定」と取締役会

が半期毎に決定する「事務リスク管理方針」に基づき、各事業部門が主体的にリスク管理活動に取り組んでいます。

さらに、全社的な事務リスクの所管部である業務管理部は、各事業部門の事務リスク管理の状況を監視・指導しレ

ベルアップに努めるとともに、定期的に管理状況を取締役会等経営陣に報告しています。

このように、事務力強化・品質向上の活動とともに、的確なリスク管理を狙いとした内部管理体制強化にも力を注

ぎ、お客様からの信頼性向上に努めています。

２.システムリスク

システムリスクとは、コンピュータシステムの停止、誤作動などシステムの不備によりお客様へのサービスに支障を

きたしたり、お客様や当社が損失を被るリスクを言います。情報技術（ＩＴ）の急速な進展により、コンピュータシステ

ムは必要不可欠なものとなっており、障害や不慮の災害が発生すれば、お客様へのサービスの中断や不正利用・誤

動作の影響は大変広い範囲におよび深刻な事態となる恐れがあります。

当社では、コンピュータシステムの安全性、信頼性を確保・維持・向上するために、情報セキュリティ管理の基本方

針である情報セキュリティ管理規則（セキュリティポリシー）や具体的な遵守すべき基準を定め、システムリスク管理体

制の整備に努めています。具体的には、システム毎にリスクの状況を評価し、システム・インフラの二重化やバックア

ップ体制の構築、緊急時対応計画（コンティンジェンシープラン）の整備などを行っています。そして日々の業務運営

の中で対策を実施するとともに、リスクの状況をモニターし、問題を発見したときには手順に従い迅速に対応できる

管理体制を整えています。

インターネットなどオープンネットワーク化の進展により、利便性が向上する一方で、外部からの不正アクセスにより

お客様のプライバシー情報や社内の機密情報が危険にさらされるなど新たなシステムリスクが生じているため、当社

は24時間体制で攻撃監視を行うとともに、常時システムの改善に努めることにより安全性の確保を図っています。

また、全社が一貫して情報セキュリティ管理の必要性を認識し行動するために、役職員に対して、教育・啓発によ

る周知を継続的に実施しています。
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当社経営戦略

社会貢献
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当社は、信託制度を活かして社会に貢献していくとともに、企業市民としても真に社会のお役に立つ活動を続けて

いきたいと考えています。

●信託事業を通じた社会貢献

公益信託は、篤志家より金銭の信託を受け、指定さ

れた公益活動を行うことを目的とした代表的な社会貢

献型信託です。奨学金の支給や学術研究への助成、

福祉事業や国際協力あるいはまちづくりへの援助な

ど、さまざまな目的のものが設定されています。当社で

は昭和52年5月に第1号を受託して以来、平成14年3月

末日までに133件を受託し、その管理・運用や日常の

事務運営を行い、篤志実現のお手伝いをしています。

●財団法人「トラスト60」の活動

当社創業60周年を記念して、昭和62年6月、信託制

度の調査・研究およびこれらへの助成を行うことを目

的に、財団法人「トラスト60」を設立しました。

具体的活動としては、信託制度と信託に隣接する制

度との比較や高齢者の財産管理などをテーマとした研

究会を運営するほか、学者の方々のグループへの研

究助成なども実施しています。

お客様 
（出捐者） 
［委託者］ 

住友信託 
銀行 

［受託者］ 

助成・表彰 

助成先 

公益活動 

日常運営 

財産管理 

運営委員会 
など 

助成先の推薦と 
重要事項の同意 
　（指示勧告） 

信託管理人 

助成先 

助成先 

表彰先 

表彰先 

申請 
重要事項の 
承認 

許可・監督 

主務官庁 

照
会
・
相
談 

公
益
信
託
の
設
定 

■公益信託の仕組み
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トピックス 2002
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トピックス 2002

平成13年10月、国内全店の個人のお客様窓口およびダイレクトバンキング営
業部に「ペイオフ相談窓口」を設置しました。
平成14年4月のペイオフ解禁（普通預金・当座預金などは平成15年4月1日よ

り）に伴い、お客様の「ペイオフ」、「預金保険制度」に関するご質問・ご相談に積
極的にお応えしていくために、他の金融機関に先駆けて実施したものです。
お客様からもお気軽にご相談いただけるように「ペイオフ相談窓口」の立札表

示を行っています。当社オリジナルパンフレットもご好評をいただいています。

全店で「ペイオフ相談窓口」開設（平成13年10月）

一人ひとりのお客様のニーズに対して、担当するスタッフが的確かつ迅速に対
応し、お客様の満足度を向上することを目的に、営業サポートシステム「i - Ships 」
を平成14年4月に全営業店に導入しました。
このシステムはお客様の取引状況や当社のすべての窓口でのお客様との接
触状況を一元化して把握できるもので、全営業店の受付窓口に設置しました。こ
れによりお客様とのご相談時の対応が従来より迅速かつスムーズに行えるように
なりました。
また、各種商品やマーケットの情報をわかりやすく説明するための機能を装備
しており、多様化するお客様のニーズにお応えしていきたいと考えています。

個人のお客様への営業サポートシステムの導入（平成14年4月）

平成12年に引き続き、セカンドライフを応援する企画として第2回「60歳のラブ
レター」大募集を実施しました。ご夫婦間の思いがこもった感動的な10,906通の
応募作品の中から、大賞受賞作品などを発表しました。平成14年9月には第2回
の応募作品集を出版する予定です。今後、海外での翻訳出版や舞台化などの展
開も期待されています。
また、ＮＨＫ出版より平成12年度の第1回目の応募作品の中から選ばれた作品
集が出版され（平成13年10月）、17万部を超える売れ行きでベストセラーの仲間
入りをしました。本の出版を契機として、テレビ・ラジオ・新聞・雑誌などさまざま
なマスメディアに取り上げられ、社会的にも大きな反響をいただきました。

第2回「60歳のラブレター」大募集（平成13年11月）
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平成13年11月、銀行としては当社が初めてとなる全日本空輸のＡＮＡマイ
レージクラブとの提携を行い、「すみしんマイルクラブ」のサービスを開始し
ました。
「すみしんマイルクラブ」は、ＡＮＡマイレージクラブ会員のお客様が「すみ
しんマイルクラブ」にお申込みいただくと投資信託のご購入10万円につき
20マイルを進呈するサービスです。

全日本空輸のＡＮＡマイレージクラブと提携（平成13年11月）

平成13年10月に確定拠出年金法が施行され、マスコミなどでも話題となる

中で、確定拠出年金専用定期預金「すみしんＤＣ定期預金」を開発しました。

投資信託についても、当社グループの住信アセットマネジメント株式会社と

協働で、確定拠出年金専用である旨を約款に明記した国内初の投資信託

「すみしんＤＣマイセレクションシリーズ」を平成13年10月に、またアクティブ型

投信を平成14年１月に設定しました。

いずれの商品も、当社の長年にわたる年金運用のノウハウが反映されたも

のとして評価いただいています。

確定拠出年金専用の定期預金ならびに投資信託を開発（平成13年10月）

信託機能を活用した直接金融・間接金融双方の特徴（長所）を兼ね備えた新たな資金仲介手法として、合同運用

指定金銭信託（運用先明示型）の販売を開始しました。

本商品は、投資対象が限定されていないこれまでの一般合同金銭信託とは異なり、運用内容を、あらかじめ明示

した企業などへの貸付運用に限定し、貸付条件を含めた情報を開示して投資家を募る商品として他信託に先駆け

て商品化したものです。現在は法人向けのみの販売ですが、平成14年１月に第1号を組成後、平成13年度内で3回

の組成を行いました。

合同運用指定金銭信託〔運用先明示型〕の取扱い開始（平成14年１月）
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当社は北海道で計画された風力発電事業において、総事業費のうち約６割を

プロジェクトファイナンスで取り組み、民間銀行が手掛ける風力発電向け融資案

件としては最大級の規模となりました。プロジェクトファイナンスは事業の収益性

や安定性を審査基準とする融資手法で、事業からの収入を返済原資に充て、親

会社の債務保証や担保提供を必要としないのが特徴です。この事業においては、

当社は風量が安定的に確保できるかなどの基礎データをもとに、融資額や金利

を決定いたしました。

風力発電事業に対するプロジェクトファイナンスの取組み（平成13年10月）

トピックス 2002

当社では企業の合併・買収（Ｍ＆Ａ）や保有不動産の流動化などの財務戦略を企業に提案する財務面の課題解

決（ソリューション）業務を拡大しています。平成13年度は前年度実績のほぼ2倍にあたる100社程度の企業に対しソ

リューション（解決策）提案を実施しました。

課題解決業務を強化するのは、自社の株価と格付け向上で株主重視の姿勢を強める企業が増加していることに

対応したものです。

財務の課題解決業務の受注が倍増（平成13年度）

当社のベンチャーキャピタル子会社、住信インベストメント㈱は、事業法人のベンチャー投資事業のアウトソーシン

グを目的としたベンチャー投資ファンドを組成しています。

一般的なベンチャーファンドは、投資先企業の株式公開などによる株式売却益の獲得が主たる目的ですが、このフ

ァンドでは、出資企業の本業に関連したベンチャーに投資することで、キャピタル・ゲインに加え、ベンチャーの技術

などを自社事業に活用して、事業拡大を図ることができます。

ファンドの規模は5億円から20億円程度で、原則として事業会社１社と同社が出資、平成13年8月以降5社とファン

ドを組成しています。

ベンチャー投資ファンドを組成（平成13年8月）
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平成13年10月に企業型確定拠出年金（日本版401k）の業務取扱いを開始しました。

企業が確定拠出年金を導入する際には、『運営管理機関』と『資産管理機関』の2つの機関を選定して業務を委託す

る必要がありますが、その双方に直接就任することができる数少ない金融機関として特徴あるサービスを提供しています。

『運営管理機関』としては、「中立的な運用商品の選定と提示」、「分かりやすい投資教育の実施」、「専用のコール

センターやインターネットを活用した情報提供」などのサービスを行っています。

また、『資産管理機関』としては、従業員の大切な資産に対してこれまでの年金事業で培ったノウハウを活用した

万全の管理を行っています。

企業型確定拠出年金の取扱い開始（平成13年10月）

当社は、平成12年6月、株式会社大和銀行と共同出資により、有価証券などの資産管理業務にフォーカスする信託

銀行として日本トラスティ・サービス信託銀行㈱を設立し、同年10月から本格的に営業を開始いたしました。

日本トラスティ・サービス信託銀行は、国内最大の資産管理機関（＊）として当社と大和銀行の経営資源・ノウハウを

結集し、我が国を代表する高度な資産管理インフラを構築してまいりましたが、平成14年1月に、中央三井信託銀行の

参加が正式に決定しました。今後、さらなる受託資産の拡大と、一層高度なサービスのご提供を行ってまいります。

（＊）平成14年3月末日現在で、約75兆円の信託財産残高となっています。

日本トラスティ・サービス信託銀行への中央三井信託銀行の参加（平成14年１月）

平成9年に稼働した証券代行システム「ＣＡＲＯＬ」は、業界初のイメージ処理によるワークフローを採り入れるなど、

証券代行システムとしての業界標準を打ち立てましたが、業容の拡大や、商法改正、お客様のニーズの高度化に対

応し、より質の高いサービスを提供するために、「ＣＡＲＯＬ」の機能を拡充した次期証券代行システム「ＮＥＯ・ＣＡＲＯ

Ｌ」の開発に着手しました。「ＮＥＯ・ＣＡＲＯＬ」は、メインフレームで運用している現在の「ＣＡＲＯＬ」の基幹システムを

オープン環境の分散処理システムとして再構築するものです。

次期証券代行システム「ＮＥＯ・ＣＡＲＯＬ」の開発に着手（平成13年12月）

当社は、主力商品であるアクティブ運用だけでなく、パッシブ運用でもお客様から評価いただいており、平成13年9月

には年金資金運用基金からも、従来からのアクティブ運用に加えて主力パッシブ運用機関としての指定をいただきました。

平成13年11月には代替（オルタナティブ）投資について、日本株の「ロング・ショート」の手法を活用した運用商品

を自社で開発し、提供を開始しました。

平成14年4月にはポートフォリオ上でインデックスファンドを再現しつつ、リスクを限定し効率的な超過収益の獲得

をめざす「エンハンストインデックス」を開発し、提供しました。また、確定給付年金と確定拠出年金の双方の特徴を

兼ね備えた「キャッシュバランスプラン」は、当社が国内で初めて運用商品として提供しました。

マルチプロダクト運用機関として商品ラインアップを拡充
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トピックス 2002

株主総会の電子化対応については、平成13年6月から議決権行使書集計報告書類をインターネット上で委託会

社に提供するなど、他社に先駆けた取組みを展開してきました。

平成14年4月の改正商法施行により導入された株主総会のＩＴ化に関しても、議決権行使の電子化を平成14年2月

決算会社から、招集通知の電子化を平成14年3月決算会社から、それぞれ実施し、委託会社の株主の利便性の向上

に役立つサービスを提供しています。

招集通知・議決権行使の電子化サービスを提供（平成14年5月）

「投資信託及び投資法人に関する法律」の改正により、広く投資家から資金を調達し、主に不動産で運用する商

品として不動産投資信託（日本版ＲＥＩＴ）が解禁されました。

当社は、不動産証券化業務・不動産管理業務・証券管理業務の知識およびノウハウをフルに活用し、日本第1号

の上場不動産投資信託であるジャパンリアルエステート投資法人（平成13年9月東証に上場）の一般事務および資産

保管業務をあわせて受託いたしました。

不動産投資信託（日本版ＲＥＩＴ）の一般事務・資産保管業務を受託（平成13年9月）

平成14年5月、当社は、松下電器産業株式会社、花王株式会社、全日本空輸株式会社と人事関連業務を受託する

新会社、「人事サービス・コンサルティング株式会社」を共同設立いたしました。4社以外にもＳＡＰジャパン株式会社、

マイクロソフト株式会社、株式会社ＣＳＫ、日立ソフトウエアエンジニアリング株式会社が新会社への参加協議を進め

ています。本合弁会社は当社を含めた上記4社が、業態を超えて連携し、日本企業の風土・制度を十分踏まえたう

えで、人事関連業務の共通プラットフォーム構築と他社へのサービス事業立上げに至ったものです。今後、4社の先

端的人事ノウハウ、システム開発・運営力を統合し、人事・福利制度のコンサルティングおよびそれに伴う人事関連

サービスの受託、金融サービスの提供などを含め、「トータル・ソリューション（総合的な解決策）」を幅広くお客様にご

提供する計画です。

人事関連業務受託会社を共同設立（平成14年5月）
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■主な事業内容
■リテール事業部門

■ホールセール事業部門
■マーケット資金事業部門
■受 託 事 業 部 門
年金信託事業

投資マネージ事業

証券管理サービス事業

証券代行事業

■不 動 産 事 業 部 門

「得意技あります。」
事業部門
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主な事業内容

年金信託事業 
（制度設計・年金資産運用、年金 
資産管理、年金コンサルティング 
サービスなど） 

投資マネージ事業 
（機関投資家向け、個人向け） 

証券管理サービス事業 
（カストディ、証券投資信託の受 
託業務、特定金銭信託など） 

証券代行事業 
（証券代行） 

経営管理各部

国内営業店部 

（不動産仲介、不動産証券化、不動産 
投資コンサルティング、不動産管理、
不動産鑑定評価など） 

＜住宅仲介＞ 

住信住宅販売（株） 
＜投信委託・投資顧問＞ 
住信アセットマネジメント（株） 

＜信託・銀行＞ 

日本トラスティ・サービス信託銀行（株） 

＜システム＞ 

日本トラスティ情報システム（株） 

＜クレジットカード＞ 

住信カード（株） 

＜信用保証＞ 

住信保証（株） 

＜信用保証＞ 

住信ローン保証（株） 

＜金銭貸付＞ 

ビジネクスト（株） 

＜事務代行＞ 

住信ビジネスサービス（株） 

＜人材派遣・研修・事務代行＞ 

住信パーソネルサービス（株） 

＜シンクタンク＞ 

（株）住信基礎研究所 
＜システム＞ 

住信情報サービス（株） 

● 

● 

● 

● 

（個人のお客様向けの金融資産  
ポートフォリオ・コンサルティング、 
融資など） 

お客様

不動産事業部門 受託事業部門 リテール事業部門 

海外現地法人 
（ニューヨーク・ルクセンブルグ） 
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国内営業店部 
海外支店 
海外駐在員事務所 

 

（法人のお客様向けの融資、資産 
の運用、資産流動化業務、企業 
コンサルティング業務、事業債・資産     
担保証券等の債券投資、プライベ 
ート・エクイティ投資など） 

（ディーリング、有価証券投資、デリバ
ティブ・セールスなど） 

＜リ－ス＞ 

住信リース（株） 

＜ベンチャーキャピタル＞ 

住信インベストメント（株） 

＜ビル管理＞ 

住信振興（株） 
＜人事関連サービス＞ 

人事サービス・コンサルティング（株） 

金融マーケットの参加者  

ホールセール事業部門 マーケット資金事業部門 

海外現地法人 
（香港） 
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〈リテール事業部門〉

部 門 長 常務執行役員 中村 隆司①

副部門長 常務執行役員 井上 育穗②（※）

副部門長 常務執行役員 荒木 二郎③（※）

（※）ホールセール事業部門兼任

お客様 

住友信託銀行 

企業内イントラネット 

郵便 

ATM

テレフォンバンク 

インターネットバンク 

店舗網 

郵貯ATM

E-net ATM

他行ATM

リテール事業

■個人のお客様への営業チャネルのイメージ図

① ②

③

リテール事業部門

経済の成熟化と金融資産の蓄積に伴い、安全で有利な貯蓄に対

するご要望はますます高まり、個人のお客様の資産の運用・管理に

関するニーズは、身近な資産形成から不動産・相続などまで、多岐に

亘っています。

当社では、長く親しまれている「ビッグ」や実績配当型の金銭信託

「実績君」などの信託貯蓄商品、「スーパー定期」、「大口定期」、「5年

変動定期」「トリプル」などの預金商品、また平成10年12月より取扱

いを開始し、既に30ファンドを超えるラインアップを有する投資信託な

ど、貯蓄の目的・期間などに合わせた多様な金融商品を提供するこ

とで、お客様のご要望にお応えしています。

平成14年4月のペイオフ解禁（普通預金・当座預金などは平成15

年4月1日より解禁）への対応については、他の金融機関に先駆け

て国内全店の個人のお客様窓口およびダイレクトバンキング営業部

に「ペイオフ相談窓口」を設置し、お客様の「ペイオフ」、「預金保険制

度」に関するご質問・ご相談に積極的にお応えしています。

個人のお客様への営業チャネルについては、他の金融機関に先駆

けて平成11年1月より開始した郵便貯金とのＡＴＭオンライン提携に

より、郵貯ＡＴＭを当社の入出金ネットワークに組み入れるとともに（平

成14年3月末現在、約2万5千台）、平成13年5月にはコンビニエン

ス・ストアのＡＴＭサービスの一つであるＥ－ｎｅｔＡＴＭに参加しました

（平成14年3月末現在、約4,100台）。お客様の入出金の利便性が向

上し、ご自宅・職場の最寄りの郵貯・コンビニＡＴＭでの普通預金入

金と「住友信託ダイレクト」による振替により、ご来店いただかなくても

さまざまな貯蓄商品のご購入、お預入れが可能となっています。

さらに、平成13年3月に郵便局の総合貯金通帳「ぱ・る・る口座」な

どと当社普通預金との相互送金サービスを開始したのに加え、平成

13年11月には新サービス「ゆうゆうパック」（「ぱ・る・る口座」から定時

定額で出金して、当社で投資信託などに積立てる商品）を開始し、資

産運用メインバンクとしてお客様の資産運用における利便性の向上を
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１．個々のお客様のニーズに応じたコンサルティング営業の展開

資産運用のメインバンクとしてお客様のニーズにお応えしていくた

めに、「コンサルティング営業」を全営業スタッフあげて取り組んでい

ます。具体的には、平成14年4月に全営業店の受付担当者・外勤担

当者が利用する営業サポートシステム「i -Ships」を導入し、満足度
の高いコンサルティングをご提供できる体制を構築しています。

さらに、お客様の財産に関する高度なニーズにお応えするスタッ

フとして全国各店に財務コンサルタントを配置する他、資産運用や

不動産に関する総合的なコンサルティングを「プライベート・トラスト・

バンク」サービスとして提供する専門部を設置いたしました。「プライ

ベート・トラスト・バンク」サービスでは、機関投資家や事業法人のお

客様へのコンサルティングノウハウなど信託銀行の強みを活かした

高度なサービスを提供いたします。

２．投資信託商品や定期預金ラインアップの充実

当社では、お客様に長く親しまれている「ビッグ」などの信託商品

や、「スーパー定期」、「大口定期」、「5年変動定期」、「トリプル」など

の預金商品にプラスして、平成10年12月の解禁以来、投資信託商品

ラインアップ（当社オリジナルファンドを含みます）を拡充しています。

最近では、お客様の安定運用ニーズにお応えする商品として、当社

オリジナルファンド「住信・ＪＰＭＦ米国投資適格短期公社債ファンド（フ

ァンドＭプラス）」を開発し、平成14年3月より取扱いを開始しました。

また、投資信託取扱い開始4年目を迎え、月次分配型ドル建て外

国投資信託「マンスリーパスポート」や住信アセットマネジメント（株）

の「住信ＣＢオープン」などオリジナル商品を中心に、長期の資産運

用に適した信託銀行らしいラインアップについて、お客様のご支持

をいただき残高が増加しています。今後とも、多様化するお客様の

資産形成・運用ニーズにお応えするため、貯蓄・運用商品ラインア

ップを拡充する予定です。

めざしています。

営業店舗網については、資産運用のご相談と、預金を始めとする

運用商品のお手続きに特化した店舗「すみしんi - Station」を展開、拡
充に努めています。「すみしんi - Station」は、よりご利用いただきやす
いように、お客様の日常生活圏に近い立地に出店し、平日の夕方や

休日も営業する新しいタイプの店舗です。平成11年9月の東京都府

中市と大阪府堺市での出店を皮切りに現在11カ店となっています。

加えて、平成13年4月には職場近接型のi -Stationとして、「晴海ト
リトンスクエア」に「すみしんi -Square晴海トリトン」を出店しました。 ■ i - Station



３．「資産運用総合口座レポートサービス」・「アドバンテージサービス」の提供

当社の主要商品の取引状況をまとめてレポートし、お客様の取引状況をより分かりやすくご案内することで、金融

資産の運用をサポートする「資産運用総合口座レポートサービス」を、信託貯蓄や定期預金のお取引があるお客様に

6カ月に一度、実績配当商品を保有するお客様には毎月、提供しています。

加えて、お取引残高に応じて各種手数料、預金・ローン金利を優遇する「アドバンテージサービス」の内容の充実

に努めています。

４．「住友信託ダイレクト」によるサービス提供・ホームページの充実

平成12年6月より、従来の「テレフォンバンク」に加え、インターネットによる資産運用取引・相談サービスを開始し、

電話・インターネットの取引を統合した「住友信託ダイレクト」のサービスを行っています。

「住友信託ダイレクト」では、貯蓄商品のお預入れや満期手続だけでなく、投資信託などの実績配当商品や外貨預

金の取扱い、インターネットによるライフプラン・シミュレーションや各種相談も行える資産運用メインバンクにふさわし

いサービスを提供しています。

当社ホームページについては、平成12年10月より個人のお客様の専用ページを設け、さらにお客様の親しみやす

さや利便性を向上させるため、平成13年10月にリニューアルいたしました。

５．個人のお客様向けご融資

住宅ローンを主体とした住宅ローンセンターを全国に11カ所設置し、また迅速な融資判断をサポートするため審査

システムを導入するなどサービスを充実しています。

お客様のライフ・ステージに合わせた次のようなローン商品をご用意し、お客様の生活設計をお手伝いします。

・住宅ローン

マイホームの新築・購入、増改築、新築のための土地購入を計画中のお客様には、住宅ローン「リレープラン」をご

用意し、マイホームの夢の実現をお手伝いします。ローンご利用時の返済額や諸費用などの“ご試算サービス”も行っ

ています。

また、平成13年4月から保険の窓口販売を開始し、住宅ローンに付帯する火災保険の取扱いを始めました。

さらに、平成14年2月から住宅ローンの借換えを目的とした「借換住宅ローン」とご自宅の買替えを目的とした「買

替住宅ローン」を発売しました。

・アパートローン

アパートなどの賃貸住宅建設・増改築を計画中のお客様には、

アパートローン「リレープラン」や「変動金利型アパートローン」をご

用意し、土地の有効利用にお役立ていただいています。

・その他のローン

レジャーや生活用品の購入など、急に資金が必要となったとき

にご利用いただける「カードローン」、お客様のライフサイクルに応

じた教育・介護他７種類の資金ニーズに無担保でお応えする「目

的別無担保ローン」など各種ローンもご用意しています。なお、近

年の多重債務問題の顕在化を鑑みまして、カードローンなど消費性

のローンについては特に計画的なご利用をお願いしています。
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■住宅ローン残高・その他ローン残高

住宅ローン残高 その他ローン残高

平成９年３月３１日 503,982 351,924

平成１０年３月３１日 489,708 352,783

平成１１年３月３１日 473,888 340,152

平成１２年３月３１日 452,970 332,128

平成１３年３月３１日 714,262 437,996

平成14年３月３１日 749,030 446,132

（単位：百万円）

※平成１３年３月３１日以降の残高には住友生命か
らの譲り受け分を含みます。
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金融再編やペイオフ解禁など、金融機関を取り巻く環境は大きく

変化し、また、お客様のニーズもますます高度化・多様化していま

す。当社は、「資産運用型金融機関」への変革をめざし、銀行・信託

業務兼営によるシナジー（相乗）効果を最大限に発揮することによ

り、お客様の資金調達、資産運用・管理のニーズに的確にお応えし

てまいります。

１．資産流動化業務

資産流動化業務は、企業における資産圧縮ニーズや資金調達の

多様化から、またペイオフ解禁後、投資家におけるより有利で安全

な運用ニーズに応えられる運用商品として脚光を浴びていることも

あり、マーケット規模は近年において、より一層拡大し活発化してい

ます。

当社は、平成3年に売掛債権信託を開発するなど、いち早く資産

流動化業務に取り組んできた実績と、これまでに培ってきた高い商

品組成能力を武器として、信託方式だけにかかわらずお客様のニー

ズにお応えする商品開発に積極的に取り組んでいます。平成13年

度には、日本で初めて、リース債権および住宅ローン債権のマスタ

ートラスト方式による流動化を行うなど、多様化するお客様のニーズ

にお応えするため一層のサービスの充実に努めています。

２．不動産ノンリコースローン業務

不動産ノンリコースローンとは、不動産証券化の際、ＳＰＣ（特別目

的会社）に不動産購入資金をファイナンスするもので、返済原資がそ

の不動産収益ないしは売却代金に限定されている融資です。

不動産証券化市場の拡大に伴って、マンション開発、コンストラク

ションローン（建物建設資金の融資）、不動産投資法人と手法も多様

化する中、お客様のニーズにお応えし、質の高いサービスの提供に

努めています。
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ホールセール事業部門

〈ホールセール事業部門〉

部 門 長 副社長執行役員 森田 豊①

副部門長 常務執行役員 水上 博和②

副部門長 常務執行役員 井上 育穗③（※）

副部門長 常務執行役員 櫻井 俊治④

副部門長 常務執行役員 荒木 二郎⑤（※）

（※）リテール事業部門兼任

① ②

③ ④

⑤

ホールセール事業

■債権流動化の取扱い高

（単位：億円） 
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３．プロジェクトファイナンス

プロジェクトファイナンスとは、発電、石油化学などのプラント建設、

事業遂行のために設立されたＳＰＣ（特別目的会社）に対するファイ

ナンスで、返済原資を事業の収益力に依存するものです。

ＭＢＯ（マネージメントバイアウト）、ＰＦＩ（民間資金活用による公共

施設整備事業）にも取り組んでおり、お客様の多様な長期事業資金

ニーズにお応えできるよう努めています。

４．アドバイザリー業務

事業再編に伴う企業買収・合併が活発化しており、お客様の買

収・合併、資本提携、営業譲渡のニーズに対し、お役に立つ活動が

できるよう努めています。

５．企業コンサルティング業務

企業価値向上をめざすお客様のニーズにお応えするために、信

託機能を活用したさまざまなソリューション（解決策）の提案を行って

います。また、朝日監査法人のシステム開発監修のもとで開発した

ソフトウエア「住信Corporate Finance Adviser（企業財務アドバイ

ザー）」により、お客様のバランスシートコントロールやキャッシュ・フ

ロー・プランニングを支援するとともに、財務体質の強化に役立つ情

報提供と提案を行っています。

６．クレジット投資業務

「クレジット投資」とは、貸付や有価証券などの債権・金融商品か

ら成るポートフォリオを構築し、借入人や有価証券の発行体が債務

不履行に陥るリスク（＝信用リスク）をマネージしながら、その対価と

してのリターンを追求しようとする活動のことです。

例えば欧米では、業種や格付毎に貸出条件の標準化が進んでお

り、また貸し手も銀行に加え保険会社や年金、投資信託などの機関

投資家が増えた結果、事業債並みの商品性・流動性を備えたもの

も多くなってきています。また、資産担保証券の発達により従来ほと

んど流動性のなかった住宅ローンやクレジットカード債権が債券の

形で転々流通するケースも珍しくなくなりました。日本国内において

も、欧米でのこうした傾向に影響を受け、シンジケートローン（協調融

資）、資産担保証券などの市場が急速に拡大しつつあります。

この市場の変化を捉えて、当社はクレジット・ポートフォリオの構築

にいち早く着手しました。具体的には、各種事業債、シンジケートロー

ンおよびさまざまなタイプの資産担保証券を中心に、国内外で積極

的な投資を行っています。また、インキュベーター機能を備えた子会
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社である住信インベストメント㈱を通じた国内ベンチャー企業への投

資、海外プライベート・エクイティ・ファンドへの投資を行っています。

今後も、多様化しつつある信用リスクに関わる金融商品を国内外の

市場で弾力的に運用することにより、バランスのとれたクレジット・ポ

ートフォリオのマネージを実現していきます。

投資家の皆さまの投資ニーズは、国内金利の低迷、証券化・流動

化市場の拡大、そしてデフォルト（破綻）リスクの顕在化を受け、多様

化しつつあります。当社は、他社に先駆けて行ってきたクレジット投

資活動を通じて培われた案件発掘、案件分析、リスク管理、モニタ

リングなどに関するノウハウを活用して、投資家の皆さまのニーズに

あった投資パッケージをご提案し、投資に関するアドバイスを行って

まいります。

売掛債権等流動化 

不動産の証券化 

退職給付信託の設定 

年金信託 

自己株消却 

資　産 

各種運用商品 

不動産業務 

資産圧縮  

負　債 

シンジケートローン 
等各種貸出 

デリバティブ ノンリコースローン 証券代行 

負債圧縮  

資本  

財務戦略を策定する上での問題点の把握と 
具体的な財務戦略のご提案 

財務戦略を具現化するための 
スキームのご提案 &

■法人営業モデル：「企業価値創造バンク」のイメージ図
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金融再編、情報技術（IT）の進歩を背景として、金融の市場化・証券

化、金融技術の高度化はますます進展しています。マーケット資金事業

部門は、金融市場におけるビッグプレーヤーとして各種取引を行うととも

に、ALM（資産負債総合管理）の適切な運営、貸付信託や預金・ロ

ーンなど基準となる金利水準の決定などの業務を行い、またお客様へ

は、市場での実勢金利をもとにしたデリバティブ・為替など最先端の金

融商品の提供、外国送金サービスの提供などの業務を行っています。

１．デリバティブ・外国為替業務

（１）法人のお客様に

〔デリバティブ〕

スワップ・オプションなどのデリバティブ取引は、金融自由化の進

展により企業規模の大小を問わず幅広く利用され、当社も取扱い額

を順調に伸ばしています。

また、当社は、デリバティブ取引を利用した新商品開発にも力を入

れています。事業法人向け貸出商品群「アドバンス・シリーズ」、主に

非営利法人を対象とした預金商品群「コンパス・シリーズ」はお客様

からご好評をいただいており、デリバティブのお取引先には「デリバ

ティブ・リスクマネジメントレポート」を発行し、取引の時価・金利感応

度・受払額などの情報を提供しています。

さらに、「デリバティブ・キーワード280」（金融財政事情研究会発行）

を刊行して、デリバティブ業務の理解を深めていただけるよう努めて

います。

〔為替〕

ダイナミックに変化していく外国為替市場の情報を、ディーリングル

ームより直接お客様にお届けしています。前日の海外市況は電子メ

ールによる「STB FX MORNING UPDATE」。週間見通しは毎週月曜

日の「住信為替ニュース」。そして月次為替予想は「FX COMMENTS」

と、タイムリーで分かりやすい為替情報を発信しています。また、市況

とお客様のニーズに応じ、通貨オプションを含む多様な為替リスクヘ

ッジ手法の提案も行っています。

〈マーケット資金事業部門〉

部 門 長 常務執行役員 幡部 高昭

お客様 

マーケット

預金・ローン等の 
基準となる 

金利水準の決定 

マ
ー
ケ
ッ
ト
資
金
事
業
部
門 

市場性金融商品の 
提供 

外国送金サービスの 
提供 

資金取引 
有価証券取引 

デリバティブ取引 

為替取引 
有価証券取引 

デリバティブ取引 

送金 
決済 

・商品開発 
・営業 
・トレーディング 

・外国送金 
・資金決済 

・ALM 
・市場 
リスクマネージ 
・流動性 
リスクマネージ 

市場金融部 海外事務部 総合資金部 

マ ーケット資金事業部門
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ケース2 

ドルにて償還 

・ 
 
・ 
・ 
・ 

ケース1 

円にて償還 

円にてお預入れ 

自由金利型定期預金 

満期日の5営業日前 

2営業日後 

預入時の 
為替レート 

先物取引 
レート 

円安ドル高 

円高ドル安 5営業日前 満期日 

オプションプレミアム
をお客様の指定預金
口座へご入金いたし
ます 

円にて償還 

円安 
ドル高 

円高 
ドル安 

ケース1

満期日の5営業日前の東京時間午
後3時に弊社が提示する米ドル―
円為替相場が、判定レートと同じか、
それよりも円安ドル高の水準にあ
った場合 

自由金利型定期預金のまま償還 

円ベースで好利回り確定 

当社が提示する 
午後3時の 

直物為替レートが 
判定レートよりも 
（先物取引レート） 

ドルにて償還 ケース2

判定レートよりも円高ドル安の水
準にあった場合 

判定レートにて米ドルに交換、外貨
定期預金へ継続します 

当初預入時為替レートより 
有利な条件で米ドルに交換 

本商品は為替レートの変動によるリスクを内包した商品です。従いまして外貨償還となった場合は、円貨に交換する際の
外国為替相場の水準によって当初払込みいただいた円貨ご資金額を下回ることがあります。 
本商品は中途解約はできません。 
本商品は満期日まで預金保険の対象商品です。（ただし、外貨償還となった場合は預金保険の対象外となります。） 
お申込みの際には必ず弊社窓口にて詳しい商品内容・条件等をご確認のうえ、お申込み願います。 

２．トレーディング業務

マーケットへの積極的な参画を通し、お客様への競争力あるレート

の提示、有用な市況情報の発信を行っています。また、最新のリスク

管理手法を採用して、短期的な市場リスクをマネージすることで収益

の獲得を図っています。

３．資金証券業務

東京・ロンドン・ニューヨークを中心とする国内外の拠点を結んだ

24時間のグローバルな運用体制を構築し、貸付信託・預金などでお

預かりした資金と、ご融資している資金をALM（資産負債総合管理）

の観点で管理しつつ、有価証券市場・マネーマーケットへの投資や、

デリバティブを活用した機動的なリスクヘッジにより、安定的で有利

な運用を行っています。

また、経済・金融動向予測のための基礎知識・動向分析に役立つ

実用書として、「投資家のための金融マーケット予測ハンドブック」

（NHK出版）を刊行しています。

４．送金・決済業務

当社の海外ネットワークを通じて、世界の主要国へ送金を行ってい

ます。資金決済・貿易取引の代金や保険などのサービス対価の送

金、海外に留学されているお子様への生活費・学費の送金、海外勤

務者の留守宅送金などを行っています。

■「トップランナー（タイプD）」のイメージ図

（２）個人のお客様に

小口資金でもお預入れいただけ、電話やインターネット（住友信託

ダイレクト）で預入・解約が可能な外貨定期預金「ファーストクラス」、

まとまった資金の運用として仕組み預金「トップランナーシリーズ」お

よび「自動継続型外貨定期預金」など多様化するニーズにお応えで

きる商品をご用意しています。
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〈受託事業部門〉

部 門 長 専務執行役員 伊戸 冨士雄①

副部門長 常務執行役員 屋代 榮②

退職給付会計の導入により、企業経営における「企業年金制度」

の重要性が増す中、確定給付企業年金法、確定拠出年金法が施行

され、企業年金に関する選択肢の広がりとともに各種コンサルティ

ングに関するニーズが高まってきています。当社ではこれまでに培

ってきたノウハウを活かし、制度面・運用面での各種コンサルティン

グにより、高度化・多様化するニーズに的確にお応えしています。

１．総合的なサービス提供力

当社では、制度設計、資産運用、加入者・受給者管理業務、退職

給付会計導入に対応した債務評価計算・退職給付信託の設定など

に加え、確定給付企業年金、確定拠出年金、混合型年金の導入に

向けての体制をいち早く整え、退職金・年金制度全般に関わる幅広

いサービスを総合的に提供しています。

また、説明会の開催や各種ニュースの発信、インターネットサービ

スの充実、信託代理店などを通じて、お客様と密接な情報共有を図

っています。

２．制度コンサルティング

退職給付会計の導入や、人材評価の実績主義の導入、企業形態

の変革（持株経営・分社化・合併）などにより、人事関連制度の見直

しの機運が高まってきています。

当社では平成12年6月、他社に先駆けて退職給付制度設計に関

する「コンサルティングチーム」を編成しました。お客様のニーズに合

わせ、コンサルタントと年金数理人を選抜し、制度設計の企画・立案

から数理計算、制度実施準備まで、専任のプロジェクトチームによる

トータルサポートを行い、お客様より高い評価をいただいています。

３．年金資産運用

お客様の抱える問題点を発掘・把握する「運用コンサルティング」

年金信託事業

受 託 事 業 部 門

① ②
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と、その問題点を解決するための最適な品揃えである「マルチプロ

ダクトの提供」の有機的な結合をビジネスモデルとして、お客様に最

適な運用商品の組合せを提供しています。

「運用コンサルティング」においては、アセットアロケーション・運用

スタイル、受託者責任強化に対応したリスク管理基準や基金運営ル

ール設定に係るアドバイス、リスク管理ツール提供等のコンサルティ

ングを行っています。

「マルチプロダクトの提供」においては、お客様のニーズに応じて

トータルに運用商品を提供するため、各資産毎にクオリティーの高

いプロダクトを取り揃えており、ご好評をいただいています。また、

不動産証券化商品等のオルタナティブ（代替）商品や自社以外の外

部運用機関の商品についても、当社で慎重なデュー・デリジェンス

（商品の精密な調査）を行ったうえで提供しています。

４．年金資産管理サービス

大和銀行との共同出資により設立しました資産管理専門信託銀行

「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社」への中央三井信託銀

行の参加が決まりました。資産管理におけるスケールメリットの追求と

ともに、人材・ノウハウの結集による高品質な事務処理、厳格なリクス

管理体制、最先端のシステム装備により、さらなる資産管理サービス

の高度化を図っています。

このような事業基盤を活用し、将来の本格的なマスタートラストビジ

ネス展開に向け、セキュリティーズレンディング、為替オーバーレイなど

資産管理のノウハウを活かした先進的なサービスを提供しています。

５．新たな事業展開（確定拠出年金・マスタートラスト）

企業型確定拠出年金については、制度の核となる運営管理業務・

資産管理業務の双方において年金事業でのノウハウを活用した高

度なサービスを提供しています。

特に運営管理業務では、外部評価機関のデータを活用した中立

的な『運用商品の選定と提示』、分かりやすく安価な『投資教育』、専

用コールセンターやインターネットによる『従業員向け情報提供』など

により、お客様のさまざまなニーズにお応えしています。

マスタートラストサービスでは、日本トラスティ・サービス信託銀行

への資産集約と合わせ、年金運用情報統合サービス（マスター・レ

コード・キーピング・サービス）において、運用リスク管理・パフォー

マンス評価・分析メニューの高度化を実現し、お客様から高い評価

をいただいています。また、他信託との共同プロジェクトとして、ユ

ニバース（運用成績比較）評価サービスのためのインフラ整備を進め

ています。

■年金信託残高

（単位：億円） 

平成10年 
３月末 

平成11年 
３月末 

平成13年 
３月末 

平成12年 
３月末 

平成14年 
３月末 
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投資マネージ事業では、法人・個人のお客様に対する資産の運用

を行っています。当社は、年金・公的資金を中心に約15兆円の運用

資産を持ち、経験豊富な多数の運用スペシャリストにより質の高いプ

ロダクト（運用商品）群を提供する国内最大級の機関投資家です。

１．変化する事業環境と注目される資産運用

長期化する低金利環境下、年金を始めとする法人・個人のお客

様から機関投資家の運用成果に対する期待はますます高まり、運用

商品へのお客様のニーズは拡大かつ多様化しています。

２．マルチプロダクトのご提供と運用コンサルティング

これら多様化するお客様の運用ニーズに的確にお応えしていくた

めに、当社は豊富な運用商品ラインアップと充実した運用コンサル

ティングサービスの提供を大切にしています。

お客様の戦略的パートナーとして最適なソリューション（解決策）を

提示していく「マルチプロダクト+運用コンサルティング」が当社のビ

ジネスモデルです。

３．プロダクト（運用商品）の拡充

国内株式運用については、国内屈指の株式アナリストチームと高度

なスキルを有するクォンツチームのノウハウを結集し、グロース・バリュ

ー双方に亘る商品を用意しています。今般、エンハンストインデックス

ならびに国内株式ロング＆ショートを開発し、運用を開始しました。

外国株式運用については、アライアンス・キャピタル・マネジメント

社、ドレスナーRCM社と提携し、提携先オフィス内に当社拠点を設

置する充実したグローバルリサーチ体制を構築しています。

国内外の債券運用についても、良好なパフォーマンスに加え、ク

レジットリサーチ体制を早期に整備するなど、先駆的取組みを試み

ています。

その他、不動産流動化商品、ファンド・オブ・ヘッジファンズ、為替

オーバーレイおよびキャッシュバランスプラン対応の運用商品など、

商品開発力を活用して他社に先行する商品提供を実現しています。

また、関連会社である住信アセットマネジメント㈱では、「すみしん

マイセレクション」ほか多数の公募投信を設定。確定拠出年金向け

専用投信にも、年金のお客様および運用評価コンサルタント会社か

ら高い評価を得ている当社国内株式アクティブ運用と同スタイルの

商品を揃えています。

投資マネージ事業
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証券管理サービス事業とは、機関投資家や事業法人などのお客様
の有価証券運用に関わる保管・決済などの財産管理業務や、お客様
のニーズに合わせたさまざまなレポーティングを行う業務の総称です。
当社は、信託サービスの主要業務の一つとして従来より本事業に注
力していますが、平成12年6月に株式会社大和銀行と共同出資によ
り、資産管理専門信託銀行である日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社を設立、いち早く同行への資産移管を完了いたしました。

１．特定金銭信託
お客様の具体的な指図に従って、有価証券の売買の発注・受渡・
決済などの管理事務や、運用の状況を記載したレポーティング業務
を行う、証券管理サービス事業の代表的な信託商品です。
お客様の指示に従って信託財産を運用・管理するため、お客様

自らが投資を行うのと同じ運用成果が得られることに加え、事務・
管理の省力化を図ることができます。
当社では、運用手法の高度化に伴う証券化商品やデリバティブ組
み入れなどのご要望に積極的に対応するとともに、さまざまな運用
分析を可能とする多彩なレポート・メニュー、インターネットを通じた
レポート閲覧、データ・ダウンロードなどの情報ツールの提供により、
サービスの即時性・利便性の向上に努めています。

２．証券投資信託の受託業務
証券投資信託（以下、投信）は、お客様の投資資金をまとめて専門
家（投信委託会社）が運用するので、分散投資によるリスク軽減が図
れ、高度な運用の成果を享受することができる金融商品です。投信
はこれまでも個人投資家の有価証券投資商品として重要な役割を果
たしてきましたが、平成13年、我が国でも発足した確定拠出年金にお
ける中心的な投資対象商品として、今後もマーケット規模の拡大が見
込まれています。
当社は、投信に関わる有価証券の保管・決済・会計などの事務管

理サービスを提供する投信受託業務にも注力しています。さまざまな

証券管理サービス事業

我が国最大・最高のインフラ構築 

当社 

大和銀行 

スケールメリット 
さらなる受託残高拡大と 

収益の増加 

プラスの循環 

価格競争力の強化 

サービス・ 
クオリティの
優位性 

日
本
ト
ラ
ス
テ
ィ
・
サ
ー
ビ
ス
信
託
銀
行 

継続的 
IT投資 

■証券管理サービス事業のビジネスモデル ～コスト競争力の強化・サービスの差別化～
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手法で運用される投信に対し、優れた事務ノウハウとシステム装備に
より、いち早く対応することでトップクラスの受託実績を有しています。

３．管理有価証券信託、国内カストディ
管理有価証券信託・カストディは、お客様から委託された有価証

券の受渡・保管、資金決済、利金・配当金の取立てなどの管理事務
を行う商品です。
有価証券売買に関する決済期間の短縮化など、段階的に進めら

れている証券決済制度改革やリスク管理の認識の高まりにより、お
客様の有価証券の管理負担は今後ますます大きくなることが予想さ
れます。こうした中、当社の提供する管理有価証券信託や国内カス
トディなどの有価証券管理型商品への関心は大きくなっており、当
社がお客様の有価証券をお預かりし、保管・決済・権利保全などを
代行することにより、合理化・効率化を実現する有価証券管理業務
を展開しています。

４．グローバル・カストディ・サービス
カストディ・サービスの中で、複数の国にまたがる有価証券の管理事
務を一元的に行うものをグローバル・カストディ・サービスと言います。
近年、世界各国で資本市場の整備が進み、また経済のボーダーレ

ス化が進展する中、国内の機関投資家による有価証券投資の対象
市場も年々拡大しています。当社は米国現地法人Sumitomo Trust
and Banking Co.（U.S.A.）（米国住友信託銀行）を通じて国内信託
銀行としては唯一、世界90ヵ国以上の市場を対象としたグローバル・
カストディ・サービスを提供しており、邦銀系のグローバル・カストディア
ンとして最大級の受託残高を有しています。
当社のグローバル・カストディ・サービスは、特に国内機関投資家
のお客様の対外投資をサポートすることに注力しており、自ら機関投
資家として外国有価証券投資を行ってきた経験を活かし、日本の税
制や会計制度に関する知識と理解に基づいたきめ細かなサービス
を提供することを特徴としています。米国住友信託銀行が平成14年
３月に、グローバル・カストディアンとしては業界初となる日本語イン
ターネット情報提供サービスを開始し、お客様から高い評価をいた
だいているのはその一例です。

５．セキュリティーズ・レンディング
セキュリティーズ・レンディングとは、お客様からお預かりしている

有価証券を証券会社等の借り手（ボロワー）に一時的に貸出すこと
で、お客様に品貸料を享受していただくサービスです。当社は、
資産管理の高度化によりお客様に新たな収益機会を創出するサ
ービスとして、我が国および海外主要市場の双方でサービスを
提供しています。現在では、国内・海外含め総額約4.5兆円の貸
出残高を有する国内最大級のプレーヤーとしてマーケットで確
固たる地位を占めており、お客様が保有される有価証券の有効
活用ニーズにお応えしています。

■預かり資産残高推移
（年金信託、特定金銭信託、証券投資信託など）

（単位：兆円） 

平成１０年 
３月末 

平成１１年 
３月末 

平成１３年 
３月末 

平成１２年 
３月末 

平成１4年 
３月末 
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■証券代行の受託会社数

ここ数年、株主総会のあり方やＩＲ（企業の株主に対する広報活動）
の重要性が広く認知されてきている中、株式の発行会社に代わって
一切の株式事務を代行する証券代行事業が注目を浴びています。

１．証券代行事業について
昭和33年の証券代行事業開始以来、名義書換代理人として、株

式の名義書換・株主名簿の管理・配当金の計算・単元未満株式の
買取・株主総会関係書類の封入発送など、大量の事務を、最新のシ
ステムを駆使し正確かつ迅速に処理しています。
その結果、委託会社および株主から高い評価を得、平成14年３月
末現在では、受託会社数は823社（うち外国会社10社）にのぼり、574
万名の株主の事務を取扱っています。

２．充実したコンサルティング機能
・企業を取り巻く最先端の課題に対し、株式実務の面から的確なサポート

株式実務に精通した専門の法務コンサルタントを東京および大阪
の２拠点に配備する体制をとっており、委託会社からのご相談に対
し、万全の体制でお応えしています。
また、平成13年の商法改正をはじめ、合併・株式交換・会社分割
など、企業のグループ戦略、組織戦略に関わるさまざまな株式実務
に的確できめ細かなコンサルティングを行っています。

３．業界に先駆ける各種のサービス
・海外機関投資家向け英文議案・ＩＲ情報ホームページの提供

平成12年6月に開設した「海外機関投資家向け株主総会英文議
案・ＩＲ情報ホームページ」は、他の代行機関にはない独自のサービ
スとして注目を集めており、日経225種などに指定されている日本の
代表的企業約200社と海外機関投資家とを結ぶインフラ的なサイト
として高く評価されています。
・業界初の「ISO9001」取得による高度な事務品質

平成13年4月、証券代行業務の株主管理事務サービスについて、
国際的な品質保証規格である「ISO9001（2000年版）」の認証を業界
で初めて取得しました。顧客満足の向上のため、品質マネジメント・
システムの継続的な改善を通して、お客様のニーズに応えた事務・
サービスの提供に努めています。
（注）ISO＝International Organization for Standardization

（国際標準化機構）の略称
・株主総会のＩＴ化の取組み

平成14年4月の改正商法施行により導入された株主総会の電子
化に関しては、他社に先駆け、議決権行使の電子化は平成14年2月
決算会社から、招集通知の電子化は平成14年3月決算会社から、そ
れぞれ提供を開始しており、株主の利便性の向上に役立つサービ
スとしてご好評いただいています。

（単位：社） 

平成１０年 
３月末 
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平成14年 
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800
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創業以来の豊富な経験により培われた企業財務コンサルティン

グ機能、不動産仲介ノウハウ、不動産開発・建築・運営ノウハウを駆

使し、お客様のさまざまなニーズにお応えしています。

１．不動産の仲介業務

オフィス用地、マンション用地などの業務用不動産の仲介業務を行

っています。専門スタッフが「売買契約からお引渡し」まで、一貫した

きめ細かいサービスを提供しています。

また住宅仲介の分野でも、当社関連子会社の住信住宅販売（株）

とともに、地域に根ざしたサービスに努めています。

２．不動産の証券化に関するコンサルティング

企業の財務体質の改善、資金調達手段の多様化、会計制度の変

更への対応など、さまざまな企業のニーズに対応する手法として不

動産の証券化の動きが加速しています。当社は、こうした動きにい

ち早く対応し、不動産の所有者および投資家のニーズにあった、不

動産の証券化スキームの提案や不動産管理信託の受託など質の高

いサービスを提供しています。

〈不動産事業部門〉

部 門 長 常務執行役員 渋谷 正雄

オリジネーター 
（資金調達者） 

不動産信託 
受益権 

不動産信託受託者 

負債 
（デット） 

資本 
（エクイティ） 

特定目的会社（SPC） 

投資家 

法人・年金基金等 不動産 

不動産信託 

不動産信託 

受益権譲渡 

不動産収益 

投資助言 

不動産投資顧問 

債券 

エクイティ証券 
（優先出資・匿名組合出資等） 

■不動産証券化の例

不 動 産 事 業 部 門
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３．不動産投資のコンサルティング（不動産投資顧問業務）

不動産投資をお考えのお客様に最新の投資情報の提供を行うと

ともに、収益性・安全性などについて幅広く総合的な不動産投資コ

ンサルティングを行っています。

当社は、お客様の投資判断を支援すべく不動産投資インデックス

や不動産投資判断支援システムを開発し、提供しています。

４．不動産管理業務、有効利用・建設コンサルティング業務

土地信託業務（信託銀行が土地所有者に代わって管理・運用に

係る一切の業務を行う開発手法）で培ったノウハウを活かし、事業計

画の企画から建物の完成・稼働後の管理運用に至るまで、土地の有

効利用、建設投資に関する的確なコンサルティングを行っています。

５．不動産の鑑定評価業務

経営統合、減損会計導入、不動産の証券化の展開などにより不動

産鑑定評価のニーズは非常に高くなってきています。

民間企業をはじめ公的機関の土地評価の受託など、権威ある鑑

定機関として高い評価をいただいています。

当社は、100名以上の経験豊かな不動産鑑定士・鑑定士補を抱え、

お客様のさまざまな鑑定評価ニーズにお応えしています。

■不動産媒介取扱高

（単位：億円） 
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■不動産証券化関連の信託受託累計額

（単位：億円） 
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ディレクトリー

■組織図
■店舗一覧
■主要な商品・サービス
■子会社・関連会社の状況
■役員の状況
■従業員の状況
■信託代理店
■当社の歩み
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■国内ネットワーク （平成14年７月１日現在）

店舗一覧

近畿

◎本店営業部、本店営業第一部・第二部・第三部・第四部、本店法人信託営業部、ライフプランニング営業部（本店）
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 （06）6220–2121

◎梅 田 支 店 大阪市北区角田町８番47号 （06）6315–1151
梅田支店千里丘出張所
（すみしんi-Station千里丘） 摂津市千里丘東２丁目10番１号 （0120）313–296

梅 田 支 店 芦 屋 出 張 所
（すみしんi-Station芦屋） 芦屋市大原町９番１号 （0120）134–189

梅田支店甲子園出張所
（すみしんi-Station甲子園） 西宮市甲子園高潮町４番３号 （0120）194–540

梅 田 支 店 西 宮 出 張 所
（すみしんi-Station西宮） 西宮市高松町３番33号 （0120）243–840

◎難 波 支 店 大阪市中央区難波５丁目１番60号 （06）6633–6331
難 波 支 店 布 施 出 張 所
（すみしんi-Station布施） 東大阪市長堂１丁目２番16号 （0120）790–189

◎阿 倍 野 橋 支 店 大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目６番12号 （06）6632–2121
阿倍野橋支店藤井寺出張所
（すみしんi-Station藤井寺） 藤井寺市春日丘１丁目１番21号 （0120）438–434

◎堺 　 支 　 店 堺市三国ヶ丘御幸通59番地の２ （072）233–1761
堺 支 店 泉 北 出 張 所
（すみしんi-Station泉ヶ丘） 堺市茶山台１丁２番１号 （0120）524–189

堺 支 店 鳳 出 張 所
（すみしんi-Station鳳） 堺市鳳東町１丁13番 （0120）418–945

◎豊 中 支 店 豊中市本町１丁目１番１号 （06）6841–1110
◎千 里 中 央 支 店 豊中市新千里東町１丁目１番３号 （06）6873–2121
◎枚 方 支 店 枚方市岡東町13番20号 （072）846–2131
◎高 槻 支 店 高槻市紺屋町５番20号 （0726）84–0001
◎茨 木 支 店 茨木市双葉町２番30号 （0726）32–3711
◎八 尾 支 店 八尾市東本町３丁目６番８号 （0729）92–6111
◎和 歌 山 支 店 和歌山市東蔵前丁３番地の６ （073）431–9391
◎奈 良 西 大 寺 支 店 奈良市西大寺東町２丁目１番50号 （0742）34–1171
◎京 都 支 店 京都市下京区烏丸通四条下ル水銀屋町612番地 （075）211–7111
京都支店長岡天神出張所
（すみしんi-Station長岡天神） 長岡京市天神１丁目１番６号 （0120）055–887

◎川 西 支 店 川西市中央町７番18号 （0727）57–2361
◎神 戸 支 店 神戸市中央区御幸通８丁目１番６号 （078）231–2311
◎明 石 支 店 明石市大明石町１丁目６番31号 （078）917–2311
◎姫 路 支 店 姫路市駅前町252番地 （0792）89–2011

関東・甲信越

◎東京営業部、東京営業第一部・第二部・第三部・第四部・第五部・第六部、東京法人信託営業第一部、法人業務部、
ライフプランニング営業部 東京都千代田区丸の内１丁目４番４号 （03）3286–1111
東京中央営業第一部・第二部、東京法人信託営業第二部

東京都中央区八重洲２丁目３番１号 （03）3286–8111
東京営業部晴海出張所
（すみしんi-Square晴海トリトン） 東京都中央区晴海１丁目８番16号 （0120）438–863

◎東 京 中 央 支 店 東京都中央区八重洲２丁目３番１号 （03）3286–8111
日 比 谷 支 店 東京都港区新橋１丁目18番１号 （03）3501–5171
◎上 野 支 店 東京都台東区上野１丁目20番８号 （03）3831–3121
◎池 袋 支 店 東京都豊島区東池袋１丁目41番７号 （03）3984–6611
新 宿 中 央 支 店 東京都新宿区西新宿２丁目６番１号 （03）3345–8050
◎新 宿 支 店 東京都新宿区新宿３丁目26番11号 （03）3354–2111
新宿支店多摩センター出張所 多摩市落合１丁目11番２ （042）373–1811
新宿支店多摩桜ヶ丘出張所 多摩市関戸１丁目７番地の５ （042）375–0111
新宿支店府中出張所
（すみしんi-Station府中） 府中市宮町１丁目１番地10 （0120）816–413

新宿支店千歳烏山出張所
（すみしんi-Station千歳烏山） 東京都世田谷区南烏山６丁目４番31号 （0120）710–528

◎渋 谷 支 店 東京都渋谷区神南１丁目22番３号 （03）3463–7121
◎吉 祥 寺 支 店 武蔵野市吉祥寺本町２丁目２番14号 （0422）22–3681
◎八 王 子 支 店 八王子市旭町１番４号 （0426）45–1611
◎千 葉 支 店 千葉市中央区富士見１丁目１番15号 （043）225–6111
◎津 田 沼 支 店 船橋市前原西２丁目14番５号 （047）478–6111
越 谷 支 店 越谷市弥生町14番22号 （048）965–8121
◎大 宮 支 店 さいたま市大門町１丁目６番地の１ （048）643–6311
所 沢 支 店 所沢市日吉町12番１号 （042）924–6111

（※1）

※1：平成14年9月13日付にて閉鎖する予定です。
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■海外ネットワーク （平成14年７月１日現在）

◎横 浜 支 店 横浜市西区南幸１丁目14番10号 （045）311–5701
◎港 南 台 支 店 横浜市港南区港南台３丁目15番２-102号 （045）832–1171
◎藤 沢 支 店 藤沢市南藤沢１番１号 （0466）27–3100
相 模 大 野 支 店 相模原市相模大野３丁目13番７号 （042）765–1311
◎甲 府 支 店 甲府市丸の内１丁目17番14号 （055）226–3000
新 潟 支 店 新潟市上大川前通六番町1178番地の１ （025）224–2111

北海道・東北

◎札 幌 支 店 札幌市中央区北１条西３丁目３番地 （011）251–2171
◎仙 台 支 店 仙台市青葉区中央２丁目２番10号 （022）224–1144

東海・北陸

◎名 古 屋 支 店 名古屋市中区栄４丁目１番１号 （052）261–1351
名 古 屋 駅 前 支 店 名古屋市中村区名駅４丁目８番14号 （052）582–5171
◎静 岡 支 店 静岡市紺屋町３番地の10 （054）254–6411
◎金 沢 支 店 金沢市尾山町３番13号 （076）261–7171

中国・四国

岡 山 支 店 岡山市駅元町１番５号 （086）231–2121
福 山 支 店 福山市元町15番１号 （0849）31–1101
◎広 島 支 店 広島市中区紙屋町２丁目２番12号 （082）247–7221
◎山 口 防 府 支 店 防府市戎町１丁目４番24号 （0835）22–2300
◎松 山 支 店 松山市三番町４丁目11番地１ （089）932–2211

九州

◎福 岡 支 店 福岡市中央区天神２丁目12番１号 （092）781–1531
◎熊 本 支 店 熊本市手取本町２番５号 （096）355–3211
鹿 児 島 支 店 鹿児島市金生町７番８-101号 （099）227–1131

◎……住宅金融公庫のお取扱い店舗

住友信託ダイレクト

ダイレクトバンキング営業部
（テレフォンバンクセンター） 東京都府中市日鋼町1番10 （0120）780–890

お客様サービス推進室 東京都千代田区丸の内１丁目４番４号 （0120）328–682
お客様サービス推進室（本店） 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 （0120）624–718

海外支店

ロンドン支店
155 Bishopsgate,London EC2M 3XU,U.K. Phone:44–20–7945–7000 FAX:44–20–7945–7177 

ニューヨーク支店
527 Madison Avenue,New York,NY 10022,U.S.A. Phone:1–212–326–0600 FAX:1–212–644–3025 

シンガポール支店
8 Shenton Way,#45-01,Temasek Tower,Singapore 068811 Phone:65–62249055 FAX:65–62242873 
なお、ケイマン支店は、平成14年４月３日付にて閉鎖いたしました。

海外駐在員事務所

ジャカルタ駐在員事務所
11th Floor, Summitmas I,Jl Jenderal Sudirman 
Kaveling 61-62, Jakarta 12069,Indonesia Phone:62–21–5200057 FAX:62–21–5200058 

北京駐在員事務所
7th Floor,Chang Fu Gong Office Building,A-26,Jianguomenwai Dajie, Chaoyang 
District,Beijing 100022,People's Republic of China Phone:86–10–6513–9020 FAX:86–10–6513–9243

ソウル駐在員事務所
100-716,20th Floor,Samsung Life Building,#150,2-Ka,Taepyung-Ro,Chung-ku, 
Seoul, Korea Phone:82–2–757–8725 FAX:82–2–757–8721

バンコク駐在員事務所
15th Floor,Diethelm Tower A,Suite 1502,93/1 Wireless Road,Pratumwan, 
Bangkok 10330, Thailand Phone:66–2–252–2302 FAX:66–2–256–7799

上海駐在員事務所
Room 602,Shanghai International Trade Centre,2201Yan-An Road(West),
Shanghai 200336,People's Republic of China Phone:86–21–6219–2224 FAX:86–21–6219–4320
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主要な商品・サービス

銀行商品

当 座 預 金 小切手や手形の支払いのために預け入れる預金です。 1円以上 自由 ○ ○

普 通 預 金
出し入れ自由な預金です。一時的な預け入れ、各種自動支払い・決
済口座としてご利用いただけます。

1円以上 自由 ○ ○

通 知 預 金
短期間の運用に適した預金です。払い出しの2日前に通知が必要で
す。

5万円以上 7日以上 ○ ○

ス ー パ ー 定 期
1ヵ月から5年まで。固定金利で計画的に増やせます。1年以上経
てば一部解約も可能です。

1円以上 1ヵ月～5年 ○ ○

ト リ プ ル
変動金利の定期預金です。3ヵ月経てばいつでも自由にお引き出し
可能で、満期まで保有すれば更に有利な利率が適用されます。

10万円以上 1年、2年、3年 ○ ○

5 年 変 動 定 期
6ヵ月毎に長期金利に連動して利率を見直す変動金利の定期預金で
す。

10万円以上※1 5年 ○ ○

大 口 定 期
1ヵ月から5年まで。固定金利で計画的に増やせます。まとまった
資金の運用に適しています。

1000万円以上 1ヵ月～5年 ○ ○

譲 渡 性 預 金 満期日前に資金が必要な場合に譲渡可能な預金です。 1000万円以上 1日以上2年以内 ○

コンパス・シリーズ
通常の定期預金に様々な特約を付した「特約付定期預金」商品群で
す。現在5タイプを用意しております。

1000万円以上 1年3ヵ月～10年 ○ ○

ファーストクラス
個人の方のみにご利用いただける米ドル建て預金です。お預け入れ
お引き出しは円貨扱いのみとなっています。

3000米㌦以上
10万米㌦未満相当額の円貨

3ヵ月、6ヵ月

トップランナーシリーズ
通貨オプションをセットにした定期預金商品群です。現在4タイプ
を用意しております。

1000万円相当額以上 3ヵ月、6ヵ月 △※2

外 貨 預 金 米ドル、ユーロ等の主要外国通貨建ての預金です。 各国通貨100単位以上 自由

信託商品

貸 付 信 託
信託貯蓄の代表的な商品です。収益金は半年毎にお受取りになれま
す。金融情勢により、金利は変動します。

1万円以上
1万円単位

2年、5年 ○ ○

ビ ッ グ
貸付信託の半年毎の収益金を元金に加えて複利運用する商品です。
じっくり大きく増やしたい資金の運用に適しています。

1万円以上
1万円単位

2年、5年 ○ ○

金 銭 信 託
積み立て貯蓄に適しています。5年で元利金を受取る「虹の通帳」
は教育資金や住宅資金づくりに適しています。

5000円以上
1円単位

1年以上 ○ ○

ヒ ッ ト
1ヵ月経過すれば、いつでもいくらでも自由に引き出し可能な流動
性に優れた商品です。金利は1ヵ月毎に見直されます。

10万円以上
1万円単位

1ヵ月以上

（注）○印はその項目に該当する商品であることを示しています。

商　　　品 特 色 預入金額 預入期間 元本保証 預金保険

（注）○印はその項目に該当する商品であることを示しています。
※1 法人のお客様の5年変動定期のご利用は1億円未満とさせていただいています。1億円以上は大口5年変動定期をご利用いただいています。
※2トップランナーの定期預金（円貨）での運用部分は預金保険の対象となります。

商　　　品 特 色 預入金額 預入期間 元本保証 預金保険

財産形成貯蓄

財 産 形 成 貯 蓄
勤労者の財産形成を目的とした貯蓄です。積立金は給与・賞与から天引きされます。利息は20%分離課税と
なります。 ○ ○

財産形成住宅貯蓄
持家の取得や増改築のための資金づくりを目的とした財産形成貯蓄です。最高で元本550万円（財産形成年
金貯蓄と合算）までは非課税扱いです。 ○ ○

財産形成年金貯蓄
退職後の豊かな生活を維持するための財産形成貯蓄です。5年以上の積立てが必要で60歳以降に年金式に受
取ります。最高で元本550万円（財産形成住宅貯蓄と合算）までは非課税扱いです。 ○ ○

（注）○印はその項目に該当する商品であることを示しています。

商　　　品 特 色 元本保証 預金保険

大口5年変動定期
6ヵ月毎に長期金利に連動して利率を見直す変動金利の定期預金で
す。

1億円以上※1 5年 ○ ○

■貯蓄商品 （平成14年７月１日現在）
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実績配当商品 ※1（グローバルセレクション）

円建て公社債への投資に債券先物取引を組み合わせることにより、信託財産の安定的な成長をめ
ざします。

100万円以上
1万円単位実

績
配
当
型

金
銭
信
託

主に米国の高格付け債券、資産担保付債券等に投資し、安定性を重視した運用を行います。個々
の債券の満期までの期間を加重平均したファンド全体の投資期間は、原則120日を超えないよう
に維持します。原則、毎月分配を行います。

3千米ドル以上1セント単位
（30万口以上保有の場合1千
米ドル以上1セント単位）

信託財産の安定的な成長を第一に考え、転換社債の債券としての価値に着目して、償還差益と利
息収入による安定した収益の確保をめざします。さらに資産価値の増大をめざし、転換社債の株
式としての価値を高めることによって値上がり益を追求します。

1万円以上
1円単位 ※3

わが国の公社債や株式、短期資産に分散投資し、収益性と安定性をバランスよく追求します。相
場環境や運用ニーズに応じてファンドを選べます。
「住信 国内バランス30」「住信 国内バランス60」の間でスイッチング（乗換え）ができます。

1万円以上
1円単位 ※3

「安定的な成長を図る運用」から「積極的に収益を狙う運用」まで幅広い投資スタイルにお応えで
きる投資商品群を厳選して取り揃えています。

─

商　　品 特　　　　　色 預入金額

実 績 君
（ 公 社 債 型 ）

実 績 君
（ 海 外 ロ ー ン 型 ）

主に米国における企業向け米ドル建てハイ・イールド・ローン/ボンドに投資し、信託財産の安
定的な成長をめざします。当社ニューヨーク支店発行の信用状により、当初元本および最低利
回りの満期時における確保が図られます。

100万円以上
1万円単位

米国短期債券ファンド
99－A

「マンスリーパスポート」

住 信 C B
オ ー プ ン

住信国内バランス
30/60

そ の 他 の 商 品
ラ イ ン ナ ッ プ

投
資
信
託
※２

住 信 ジ ャ パ ン ・
グロース・ファンド
「 得 意 技 」

わが国の株式市場から徹底した企業調査をベースとして、利益成長の高い企業に投資することに
より、信託財産の中長期的な成長をめざします。

1万円以上
1円単位 ※3

住 宅 ロ ー ン
ご自宅の新築またはご購入のための資金にご利用いただけるローンです。消費税・登録免許
税等の税金、登記費用、保証料などの諸費用のお借入れも可能です。お借入時に「変動プラ
ン」「上限プラン」「固定プラン」の中から自由に金利をお選びいただけます。

1億円以内 1年～35年
自宅の
土地、建物

アパートローン
賃貸用のアパート・マンションなどの建築・増改築のための資金にご利用いただけるローン
です。お借入時に「変動プラン」「上限プラン」「固定プラン」の中から自由に金利をお選びい
ただけます。

3億円以内 1年～35年
融資対象の
土地、建物

カードローン
ご利用限度額の範囲内で、レジャーや生活用品の購入など暮らしのためのご資金として自由
にお使いいただけます。全国内の各支店・提携金融機関のATM、コンビニのATM（E-net）
でご利用いただけます。

限度額は30万円、
50万円、100万
円の3種類

1年
（原則として審査
のうえ自動更新）

なし

目的別無担保
ロ ー ン

教育・介護・リフォーム・マイカー・引越し・ブライダルなどお客さまのライフスタイルに応じた
資金ニーズにお応えする無担保ローンです。お借入時に金利を「変動金利型」「固定金利型」
の2タイプからお選びいただけます。

使途によって
200万円、

300万円の2種類

使途によって
10年以内、

7年以内の2種類
なし

商　　　品 特　　　　　色 融資金額 融資期間 担保※

■個人向けローン （平成14年７月１日現在）

す み し ん
マ イ セ レ ク シ ョ ン

25/50/75

日本を含む世界各国の公社債や株式にバランスよく投資を行い、安定的な収益の獲得をめざし
ます。ライフステージや運用ニーズに応じてファンドを選べます。
「すみしんマイセレクション25」「すみしんマイセレクション50」「すみしんマイセレクション75」の3ファンド
間でスイッチング（乗換え）ができます。

1万円以上
1円単位 ※3

※1 実績配当商品は預金等（貸付信託等の元本補てん契約のある信託商品を含む）ではなく、元本および利回りの保証はございません。また、預金保険対象ではございません。
実績配当商品はリスクを含む商品であり、運用の実績による損益はすべてお客様に帰属します。詳しくは目論見書などにてご確認ください。

※2 取扱投資信託については、当社は販売の窓口であり、設定・運用は投資信託委託会社または海外の投資顧問会社が行っています。
※3「自動継続投資コース」の場合です。

住信・JPMF米国投資適格
短 期 公 社 債 フ ァ ンド
「 ファンド M プ ラ ス 」

常時、格付機関より投資適格とされた米国の公社債に投資し、安定した収益の確保をめざします。
お申込手数料は無料です。為替リスクは、原則としてフルヘッジします。

1万円以上
1円単位 ※3

住信米国国債ファンド・
ア ル フ ァ

主に米国国債と米国国債先物取引に投資を行い、米国金利の上昇・低下にかかわらず、常に収益
を得ることを追求します。
「Aコース（為替ヘッジあり）」「Bコース（為替ヘッジなし）」の間でスイッチング（乗換え）ができます。

1万円以上
1円単位 ※3

借換住宅ローン
現在 お借入中の住宅ローンの借換えのための資金にご利用いただけるローンです。担保評
価額の最大300％までのお借り入れが可能です。お借入時に「変動プラン」「上限プラン」
「固定プラン」の中から自由に金利をお選びいただけます。

1億円以内 1年～35年
自宅の
土地、建物

買替住宅ローン

ご自宅の買い替えのための資金にご利用いただけるローンです。新しいご自宅のご購入資
金に、現在お住まいのご自宅のお借入れ残高と売却価格の差額をあわせて、お借り入れい
ただけます。お借入時に「変動プラン」「上限プラン」「固定プラン」の中から自由に金利をお
選びいただけます。

1億円以内 1年～35年
自宅の
土地、建物

※6種類のローンともに当社の指定する保証会社の保証が必要となります。

（平成14年７月１日現在）
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主要な商品・サービス

社会貢献に対する信託

公 益 信 託 篤志家から委託いただいた資金によって、ご指定の公益活動を行う信託です。

特 定 贈 与 信 託
心身に重度の障害のある方の生活の安定を目的として、その方を受益者として親族や篤志家が金銭を委託する信託です。
6000万円まで贈与税が非課税となります。

特　　　　　色

財産管理・相続関連サービス

遺 言 信 託 業 務
遺言信託は相続・遺言の相談、公正証書遺言の証人立ち会い、遺言書の保管・執行等に関する業務です。遺産整理業務は相続人
の委任に基づき、被相続人の遺産の相続手続きを行う業務です。

海 外 勤 務 者 信 託
海外勤務者向けの総合財産管理サービス。海外勤務者のローン返済金、税金などの支払い代行や家賃の受取り、海外送金などを
行います。

特　　　　　色

ATM設置台数

設 置 店 舗 数

ATM設置台数

その他の便利なサービス

住友信託ダイレクト

電話やインターネットで運用商品のご購入、満期手続き、中途解約、振替、振込等のお手続きや残高照会、住所等の届出内容の変
更（テレフォンバンクサービスのみ）、資料請求、商品内容のお問い合わせが可能です。
さらにコンサルティングサービスでは、資産運用・お借入れ・税務・相続・不動産の売買や有効利用などのご相談を、経験豊富
な財務コンサルタントが承ります。
〈テレフォンバンクサービス〉 〈インターネットバンクサービス〉
・ご利用時間 平日 午前9時～午後9時　　　　　　　　・ご利用時間 24時間365日
・電話番号 フリーダイヤル 0120 - 780 - 890 ・URL  http：//www.ib.sumitomotrust.co.jp

資 産 運 用 総 合 口 座

レ ポ ー ト サ ー ビ ス
預金・信託商品から投資信託などの実績配当商品まで、お客様の資産の状況が一目でわかるレポートをお送りします。

特　　　　　色

貸 金 庫 貴金属、宝石類、証書、通帳、有価証券、重要書類などの保管のために金庫をお貸しします。

保 険 窓 口 販 売 住宅ローンに付帯した火災保険を販売いたします。

平成10年3月末 平成11年3月末 平成12年3月末 平成14年3月末

57店 57店 58店 67店

174台 175台 175台 143台

う ち 店 舗 外 5台 6台 6台 5台

当社ATMのご利用案内
平　　　　　日 土・日・祝日等銀行休業日

時　間　帯 午前8時～午前8時45分 午前8時45分～午後3時 午後3時～午後6時 午後6時～午後9時 午前9時～午後5時

取扱い業務

●普通預金出金
（ヒットクイックサービス
等を含む）

●普通預金残高照会
●カードローンの借入れ
●暗証番号の変更

●普通預金入金
●普通預金出金
（ヒットクイックサービス等を含む）
●普通預金残高照会
●カードローンの借入れ
●カードローンの臨時返済
●ヒット入金
●ビッグ入金
●金銭信託追加入金
●キャッシュカード及びロ
ーンカードによる振替振
込（当日扱い）

●暗証番号の変更

●普通預金入金
●普通預金出金
（ヒットクイックサービス
等を含む）

●普通預金残高照会
●カードローンの借入れ
●カードローンの臨時返済
●ヒット入金
●ビッグ入金
●金銭信託追加入金
●暗証番号の変更

●普通預金出金
（ヒットクイックサービス
等を含む）

●普通預金残高照会
●カードローンの借入れ
●暗証番号の変更

●普通預金出金
（ヒットクイックサービス
等を含む）

●普通預金残高照会
●カードローンの借入れ
●暗証番号の変更

■その他 （平成14年７月１日現在）

（注）①平日の午前8時～午前8時45分、午後7時～午後9時、および祝日は一部の店舗ではお取扱いをしておりません。
②平日の午前8時45分～午後3時には、一部の店舗 、i-Stationおよびi-Squareでは現金による振込もお取扱いいたします。
③コンビニエンスストアのATMサービスの一つであるE-netATMでは土・日・祝日は午後７時までご利用いただけます。
④E-netATMでは、一部お取扱いできない業務がございます。
⑤他の信託銀行（専業信託銀行4行）、都市銀行、長信銀、商工中金、地方銀行、第2地方銀行、信用金庫（一部の非提携先を除く）、信用組合、労働金庫、農業協同組合等（農林中央金庫、社
団法人全国信連協会の会員信用農業協同組合連合会などの系統機関を含む）、郵便貯金と提携しています。提携カードでのご利用時間は上記と異なる場合がありますのでご注意下さい。

平成13年3月末

66店

145台

8台

信 託 総 合 口 座 貸付信託、ビッグ等と自動融資がセットになっています。



■国内 （平成14年７月１日現在）

会　社　名 所　在　地 業務内容 設立年月日
資本金又は出
資金（百万円）

当社の議決権
所有割合（％）

グループの議決
権所有割合（％）

住信振興㈱ 大阪府大阪市中央区北浜4-5-33 ビル管理業務 昭和23年 6月30日 50 100.0 0.0

住信ビジネスサービス㈱ 東京都府中市日鋼町1-10 事務代行業務 昭和61年 6月 3日 50 100.0 0.0

住信パーソネルサービス㈱ 東京都港区北青山2-11-3 人材派遣・研修業務 平成 7年 7月 3日 80 100.0 0.0

住信インベストメント㈱ 東京都千代田区丸ノ内1-4-4 ベンチャーキャピタル業務 平成12年 3月22日 35 100.0 0.0

住信保証㈱ 東京都中央区日本橋本町4-11-5 ローン保証業務 昭和52年 8月25日 7,100 98.8 0.3

住信情報サービス㈱ 大阪府豊中市新千里西町1-2-2 情報処理・計算受託業務 昭和48年 2月12日 100 5.0 65.0

住信カード㈱ 東京都中央区日本橋本町4-11-5 クレジットカード業務 昭和58年 6月24日 50 5.0 50.0

住信住宅販売㈱ 東京都中央区八重洲2-3-1 住宅仲介業務 昭和61年 1月24日 300 5.0 70.0

住信アセットマネジメント㈱ 東京都港区北青山2-11-3 投信委託・投資顧問業務 昭和61年11月 1日 300 5.0 95.0

㈱住信基礎研究所 東京都中央区晴海1-8-11
調査研究及び
コンサルティング業務

昭和63年 7月 1日 300 5.0 95.0

日本トラスティ情報システム㈱ 東京都府中市日鋼町1-10 情報処理・計算受託業務 昭和63年11月 1日 200 5.0 45.0
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子会社・関連会社の状況

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海1-8-11 信託業務・銀行業務 平成12年 6月20日 50,000 50.0 0.0

住信ローン保証㈱ 東京都中央区日本橋本町4-11-5 ローン保証業務 昭和58年11月 4日 5,190 100.0 0.0

ビジネクスト㈱ 東京都新宿区西新宿1-7-1 金銭貸付業務 平成13年 1月18日 3,000 40.0 0.0

住信リース㈱ 東京都中央区日本橋2-3-4 リース業務 昭和60年 7月 1日 1,731 5.0 34.4

■海外

会　社　名 所　在　地 業務内容 設立年月日
資本金

又は出資金
当社の議決権
所有割合（％）

住友信託財務（香港）有限公司
[The Sumitomo Trust Finance(H.K.)Ltd. ]

Suites 704-706, 7th Floor,Three Exchange Square,
8 Connaught Place,Central,Hong Kong

銀行業務
証券業務

昭和53年 7月 4日
4,500万
米ドル

100.0

スミトモ・トラスト・アンド・バンキング
（ルクセンブルグ）エス・エー

[Sumitomo Trust and Banking](Luxembourg)S.A.

18,Boulevard Royal,P.O.Box 882,L-2018,Luxembourg
銀行業務
証券業務
信託業務

昭和60年 4月22日
3,000万
米ドル

100.0

スミトモ・トラスト・アンド・バンキング・カンパニー
（ユー・エス・エー）
[Sumitomo Trust and Banking Co.(U.S.A.)] 

111 River Street, 
Hoboken, NJ07030, U.S.A.

銀行業務
信託業務

平成14年 5月20日
8,290万
米ドル

100.0

エスティービー・ケイマン・キャピタル・
リミテッド
[STB Cayman Capital Ltd.] 

P.O.Box 309,George Town, Grand Cayman,British West
Indies,c/o The Sumitomo Trust and Banking Co,Ltd.
International Business Operations Department

金融業務 平成 9年 5月22日
１万
米ドル

100.0

エスティービー・プリファード・キャピタル
（ケイマン）リミテッド
[STB Preferred Capital(Cayman)Ltd.]

P.O.Box 309,George Town, Grand Cayman,British West
Indies,c/o The Sumitomo Trust and Banking Co,Ltd.
International Business Operations Department

金融業務 平成11年 2月12日
85,000
百万円

100.0

エフシィーエスシィー・コーポレーション
[FCSC Corporation] 

527  Madison Avenue,
New York, NY10022, U.S.A. 

不動産管理業務 平成 8年 4月23日
10万
米ドル

100.0

エスティービー・ファイナンス・ケイマン・
リミテッド
[STB Finance Cayman Ltd.]

金融業務 平成 5年 1月19日
１万
米ドル

100.0
P.O.Box 309,George Town, Grand Cayman,British West
Indies,c/o The Sumitomo Trust and Banking Co,Ltd.
International Business  Operations Department

（平成14年７月１日現在）

人事サービス・コンサルティング㈱ 東京都中央区日本橋本町4-11-5 人事関連サービス業務 平成14年 5月20日 259.35 49.5 0.0
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役員の状況

取 締 役 会 長 村 上 仁 志 （1） 執 行 役 員 清 水 修 一 （本店営業第一部長）

取 締 役 社 長 高 橋 　 温 （2） 執 行 役 員 森 井 章 二 （京都支店長）

副社長執行役員
（ 取 締 役 ） 森 田 　 豊 （3） 執 行 役 員 鈴 木 　 優 （業務部長）

専務執行役員
（ 取 締 役 ） 伊戸冨士雄 （4） 執 行 役 員 青 山 行 男 （名古屋地区統括支配人兼名古屋支店長）

専務執行役員
（ 取 締 役 ） 田 辺 榮 一 （5） 執 行 役 員 新 開 隆 司 （業務管理部長）

常務執行役員
（ 取 締 役 ） 水 上 博 和 （6） 執 行 役 員 窪 田 香 苗 （日本トラスティ情報システム㈱へ出向）

常務執行役員
（ 取 締 役 ） 幡 部 高 昭 （7） 執 行 役 員 中 井 正 彦 （営業企画部長）

常務執行役員
（ 取 締 役 ） 宮 川 和 雄 （8） 執 行 役 員 田 上 善 吾 （梅田支店長）

常務執行役員
（ 取 締 役 ） 藤 井 豪 夫 （9） 執 行 役 員 井 上 政 清 （東京営業第四部長）

常務執行役員
（ 取 締 役 ） 中 村 隆 司 （10） 執 行 役 員 大 塚 明 生 （東京法人信託営業第一部長）

常務執行役員
（ 取 締 役 ） 渋 谷 正 雄 （11）（不動産業務部長） 常任監査役（常勤） 友 田 　 滋
常務執行役員
（ 取 締 役 ） 井 上 育 穗 （12） 監　査　役（常勤） 井 上 雅 雄
常務執行役員 櫻 井 俊 治 （13） 監　査　役（常勤） 大 島 　 司
常務執行役員 屋 代 　 榮 （14） 監 査 役 田 中 將 博
常務執行役員 荒 木 二 郎 （15） 監 査 役 g 江 恒 夫

2002年（平成14年）7月1日現在

（13）（12） （10） （8）

（6） （7）

（9） （11）

（4） （2） （1） （3） （5）

執 行 役 員
（ 取 締 役 ） 乗 松 順 平 （総務部長）

（14） （15）
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信託代理店

従業員の状況

当社は平成14年7月1日現在、36の地域金融機関と代理店契約をしており、

地域のお客様に対して信託サービスを行っています。

当社信託代理店契約締結先（平成14年7月1日現在/合計36）

地銀

秋田銀行/足利銀行/阿波銀行/伊予銀行/沖縄銀行/鹿児島銀行/紀陽銀行/京都

銀行/近畿大阪銀行/群馬銀行/佐賀銀行/山陰合同銀行/静岡銀行/七十七銀行/

第四銀行/千葉銀行/東邦銀行/南都銀行/西日本銀行/福岡銀行/北海道銀行/北

國銀行/三重銀行/宮崎銀行/山口銀行

（計25行）

第二地銀

愛媛銀行/京葉銀行/高知銀行/広島総合銀行/びわこ銀行/福岡シティ銀行/

みなと銀行

（計7行）

その他

商工中金/巣鴨信金/姫路信金/横浜信金

（計4庫）

平成14年3月31日

2,399人

36年 2 月

10年 1 月

従業員数 5,154人

2,755人

平均年齢 39年 5 月

41年11月

平均勤続年数 12年 6 月

14年 5 月

平均給与月額 416千円

538千円

264千円

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

（注）1. 平均年齢、平均勤続年数、平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。
2. 従業員数は、臨時雇員及び嘱託計（平成12年3月31日：128人、平成13年3月31日：106人、平成14年3月31日：104人）を含んでおりません。
3. 従業員数には、海外現地採用者（平成12年3月31日：288人、平成13年3月31日：263人、平成14年3月31日：271人）を含んでおります。
4. 平均給与月額は、3月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与を除くものです。

平成12年3月31日

5,568人

3,221人

2,347人

39年11月

42年10月

35年 8 月

13年 5 月

15年10月

10年 1 月

432千円

552千円

262千円

平成13年3月31日

5,202人

2,919人

2,283人

39年 6 月

42年 3 月

35年11月

12年 9 月

14年11月

10年 0 月

423千円

542千円

270千円
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当社の歩み

■事業の歩み
大正14年 住友信託株式会社創立
15年 東京支店設置

昭和23年 富士信託銀行に改称
27年 住友信託銀行に改称

貸付信託法施行
35年 貸付信託残高1,000億円突破
37年 本店住友ビル（現本店）に移転

（大阪市中央区北浜４丁目５番33号）
40年 本店南館竣工
41年 資本金100億円に増資

住友信託青山ビル竣工
43年 総資金量１兆円突破
46年 ニューヨーク合同駐在員事務所設置

（信託銀行６社共同）
47年 資本金250億円に増資
48年 南海ビジネスサービス（現住信情報サービス）株式会社設立
49年 ロンドン支店設置（海外支店第１号）
50年 資本金275億円に増資
52年 資本金375億円に増資

泉信用保証（現住信保証）株式会社設立
53年 総資金量５兆円突破

香港現地法人設立
54年 総合オンラインセンター竣工
58年 住信カード株式会社設立

資本金約500億円に増資
60年 ルクセンブルグ現地法人設立

住信リース株式会社設立
61年 米ドル建転換社債発行

住信ビジネスサービス株式会社設立
住信住宅販売株式会社設立
資本金約577億円に増資
住信キャピタルマネジメント（現住信アセットマネジメント）
株式会社設立

62年 財団法人トラスト60設立
ニューヨーク現地法人設立
資本金約856億円に増資

63年 信託ファミリー店舗（新宿支店多摩桜ヶ丘出張所）開設
株式会社住信基礎研究所設立
無担保転換社債発行
住信ビジネス・インスティテュート（現日本トラスティ
情報システム）株式会社設立

平成元年 ロンドン証券取引所上場
７年 住信キャリアサービス（現住信パーソネルサービス）株式会社

設立
11年 小型店舗「すみしんi -Station」の展開開始
12年 住信インベストメント株式会社設立

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社設立
13年 ビジネクスト株式会社設立
14年 人事サービス・コンサルティング株式会社設立

■業務の歩み
昭和６年 保護金庫業務開始

７年 物上担保附社債第１号受託（北海道電燈－現北海道電力）
23年 銀行業務開始
24年 物上担保附転換社債第１号受託（我が国における実質第１号－f島屋）
25年 外国為替業務開始

住宅金融公庫代理貸付業務取扱開始（29年より停止、48年より再開）
26年 証券投資信託受託
27年 貸付信託募集開始
28年 中小企業金融公庫代理貸付業務取扱開始
32年 退職年金信託第１号受託（品川白煉瓦）

車両信託第１号受託（小田急電鉄）
33年 証券代行第１号受託（住友商事）
37年 適格退職年金信託第１号受託（若松築港－現若築建設）
38年 船舶信託の受託
40年 住宅ローン取扱開始
41年 厚生年金基金信託取扱開始
44年 従業員持株信託取扱開始
46年 貸付信託、金銭信託オンライン開始

海外勤務者信託取扱開始
47年 財産形成信託取扱開始
48年 普通預金オンライン全店実施
49年 住宅ローン債権信託取扱開始
50年 特定贈与信託（特別障害者扶養信託）の取扱開始
52年 公益信託第１号受託

貸付オンライン開始
55年 個人年金信託取扱開始

ATM全店設置
56年 信託総合口座取扱開始

「ビッグ」取扱開始
57年 金信託・金現物売買取扱開始

財産形成年金信託取扱開始
58年 国債等公共債の窓口販売開始

信託銀行オンラインキャッシュサービス開始
59年 遺言信託取扱開始

我が国第１号の土地信託受託
ディーリング業務開始

60年 市場金利連動型預金取扱開始
「ヒット」取扱開始

61年 公有地土地信託第１号受託
平成元年 特定贈与信託「おもいやり」取扱開始

国有地土地信託第１号受託
２年 都市銀行とのCDオンライン提携開始
４年 新営業店オンラインシステム「ACE」本格稼働
５年 新海外店システム本格稼働
６年 年金会計システム本格稼働

「金利選択権付住宅ローン」取扱開始
８年 新型住宅ローン「リレープラン」取扱開始

変動金利定期預金「トリプル」、実績配当型金銭信託
「実績君（セレクト型) 」取扱開始
ATMの利用時間拡大および地銀・第二地銀とのオンライン提携開始

９年 テレフォンバンクサービス開始
外貨定期預金「ファーストクラス」取扱開始
新証券代行システム「CAROL」本格稼働

10年 投資信託窓口販売開始
邦銀初の米ドル建投資信託「マンスリーパスポート」を開発、取扱開始

11年 郵便貯金とのATMオンライン提携開始
12年 「５年変動定期」取扱開始

ビル事業管理で国際品質規格「ISO 9001」を取得
13年 公社債投資信託「住信・メリルリンチ内外中期債ファンド」を開発、募集開始

火災保険窓口販売開始
不動産投資信託（日本版REIT）の一般事務・資産保管業務を受託
企業型確定拠出年金の取扱開始
ペイオフ相談窓口開設

14年 邦銀最大規模の顧客管理システム「i -Ships」本格稼働
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営業の概況、主な業績指標（単体）

■営業の概況（単体）

平成１３年度の損益状況につきましては、引き続き内外の
資金の効率的な運用・調達を図るとともに、各事業の収益力
の強化に注力し、経営全般にわたる一層の合理化・効率化を
進めてまいりました。この結果、修正業務純益（信託勘定の不
良債権処理額と一般貸倒引当金純繰入額を除いた、信託銀
行の実勢収益を表すもの）は、１，５０２億円と前期を上回る水
準を達成いたしました。
一方、資産健全性向上の観点から、株式時価の下落によ

り回復可能性がないと判断される保有株式について厳格な
減損処理を行いました結果、株式関係損益は１，１０１億円の
損失を計上いたしました。

また、不良債権処理額は、資産の自己査定に基づく適正な
償却・引当を行いました結果、銀行勘定で７５２億円、信託勘
定で２３９億円となりました。これに、一般貸倒引当金純繰入額
を含めた貸出関係損失は、１，０５４億円となりましたが、前期比
では大幅な減少となっています。
以上の結果、経常損失６７６億円、当期純損失４２２億円を計
上することとなりました。

◇利益総括表 （単位：百万円）

区分 平成１２年度 平成１３年度

業務粗利益 ２３８，５８９ ２４７，７７０

信託報酬 ９５，８０７ ８０，４２１

うち信託勘定不良債権処理額 ３１，５０２ ２３，９８１

うち貸信合同信託報酬（不良債権処理除き） ７５，６６５ ５３，１０２

うちその他信託報酬 ５１，６４３ ５１，３００

資金運用収支 ７８，４１１ １０８，０２７

うち国内部門 ８５，７１５ ８２，４３３

うち国際部門 △７，３０３ ２５，５９４

役務取引等収支 ２１，５４１ ２２，２２５

特定取引収支 ７，１６１ ４，６９８

その他業務収支 ３５，６６８ ３２，３９６

うち国債等債券関係損益 ２９，８２７ ２５，８２５

経費（臨時処理分除き） １２５，９１９ １２１，４９３

一般貸倒引当金純繰入額 ２１，１１３ ６，２２３

業務純益※１

（信託勘定償却前業務純益）

（修正業務純益）※２

９１，５５６

（１２３，０５９）

（１４４，１７２）

１２０，０５２

（１４４，０３４）

（１５０，２５７）

臨時損益 △１８，６４３ △１８７，７０４

うち株式等関係損益 ４３，６４２ △１１０，１２２

うち不良債権処理額 ９４，１９８ ７５，２０８

経常利益（△は経常損失） ７２，９１３ △６７，６５１

特別損益等 △３０，２７０ ２５，４４４

当期純利益（△は当期純損失） ４２，６４２ △４２，２０７

貸出関係損失 １４６，８１３ １０５，４１３

※１ 業務純益とは、銀行の基本的な業務の成果を示すものとされている銀行固有の利益指標です。業務純益は、金銭信託、貸付信託などの「信託報酬」と預金、貸出、有
価証券などの利息収支を示す「資金運用収支」、各種手数料などの収支を示す「役務取引等収支」、特定取引目的の収支を示す「特定取引収支」、債券や外国為替な
どの売買損益を示す「その他業務収支」の５つを合計した「業務粗利益」と控除項目である「一般貸倒引当金純繰入額」及び「経費」から構成されています。

※２ 修正業務純益は、信託勘定償却前業務純益から、一般貸倒引当金純繰入額を控除した額となっています。
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■最近5事業年度の主要指標（単体）
（単位：百万円）

項 目 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度

経常収益 ９９２，４４９ ９１２，４２７ ８８２，１４５ ７２７，５４４ ５７７，９７２

経常利益（△は経常損失） △９３，４７１ △１８７，４５４ ７６，７３７ ７２，９１３ △６７，６５１

当期純利益（△は当期純損失） △７１，６８３ △１０７，１２２ ３３，０１５ ４２，６４２ △４２，２０７

資本金
（発行済株式総数）
（普通株式）
（優先株式）

１８２，０５３

（１，２４４，２４７千株）
（ 千株）

２７７，００５

（１，４２４，０５７千株）
（１２５，０００千株）

２８２，０６８

（１，４４４，３０７千株）
（１２５，０００千株）

２８３，９８５

（１，４５１，９７７千株）
（１２５，０００千株）

２８４，０５３

（１，４５２，２４７千株）
（１２５，０００千株）

純資産額 ３８１，０６６ ６９０，５２０ ７２４，７４９ ７６０，８９２ ６５１，９９７

総資産額 １５，６４３，６６２ １４，６１９，０９０ １５，２２４，９７７ １７，５８２，０８２ １６，７７８，３１３

貸出金残高 ８，６８０，６９７ ７，４１５，１５０ ７，７７７，４３９ ８，２９２，６１５ ８，９１８，７５７

預金残高 ６，０５９，９８９ ５，８２３，７７６ ６，４４４，２１１ ７，７０２，１９７ ８，１４１，４５２

有価証券残高 ３，５１６，４５３ ３，６７４，３１２ ４，８５６，０６１ ６，５６３，５４２ ５，０６９，７８１

１株当たり純資産額 ３０６．２６円 ４１４．６７円 ４３２．５５円 ４５５．１６円 ３８１．５７円

１株当たり配当額
普通株式
優先株式
（内１株当たり中間配当額）
（普通株式）
（優先株式）

８．００円
円

（４．００円）
（ 円）

７．００円
０．０２円

（４．００円）
（ 円）

７．００円
６．０８円

（３．５０円）
（３．０４円）

７．００円
６．０８円

（３．５０円）
（３．０４円）

５．００円
６．０８円

（ 円）
（ 円）

１株当たり当期純利益（△は１株当たり当期純損失） △５７．６１円 △８１．１３円 ２２．４４円 ２８．９６円 △２９．６８円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 円 ２２．０４円 ２８．６１円 円

単体自己資本比率
（国際統一基準） １２．５２％ １１．３９％ １１．６９％ １０．８４％

配当性向 ％ ％ ３１．３３％ ２４．１５％ ％

従業員数 ６，０１５人 ５，８７８人 ５，５６８人 ５，２０２人 ５，１５４人
信託報酬 １４２，６７９ １４３，６９８ ９６，２２８ ９５，８０７ ８０，４２１
信託勘定貸出金残高 ３，７７８，４６３ ３，７５６，４１０ ３，１７９，０４０ ２，６０７，７９７ １，９７２，５８２
信託勘定有価証券残高 １５，２９０，７３０ １６，４８６，６０２ １９，８８７，１６２ ２，９２７，６１１ ３，４３３，９４９
信託財産額 ３３，９８６，７６０ ３６，０９４，２１２ ４１，９５３，５０４ ５０，１８５，２７２ ４９，８９１，５７７
（注）１. １株当たり当期純利益（又は当期純損失）は期中平均株式数（平成１３年度より自己株式を除く）により算出しています。

２. 平成９年度、平成１０年度及び平成１３年度は当期純損失が計上されているため、各々潜在株式調整後１株当たり当期純利益は記載していません。
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営業の概況、主な業績指標（単体）

■業容

預金につきましては、普通預金の増加を中心に、期中
４，３９２億円増加して、期末残高は８兆１，４１４億円となりまし
た。また信託資金のうち貸付信託は同１兆２，８８８億円減少し
て２兆９，８６１億円となりました。

一方、金銭信託は単独運用指定金銭信託および特定金
銭信託の増加を主因に、期中１兆２，３４０億円増加して期末
残高は１７兆９，３９０億円となりました。

総資金量 （単位：百万円）

貸出金につきましては、良質な資金需要に対する円滑な
資金供給及び資産の健全化に注力しました結果、銀行勘定
の貸出金は、期中６，２６１億円増加して、期末残高は８兆

９，１８７億円となり、信託勘定の貸出金は、期中６，３５２億円減少
して、期末残高は１兆９，７２５億円となりました。

貸出金 （単位：百万円）

有価証券につきましては、安全性と収益性の両面に留意し
つつ効率的な運用に努めました結果、銀行勘定の有価証券
は、期中１兆４，９３７億円減少して、期末残高は５兆６９７億円

となり、信託勘定の有価証券は、期中５，０６３億円増加して、期
末残高は３兆４，３３９億円となりました。また、銀行に対する株
式保有規制の導入に備え保有株式の圧縮にも努めました。

有価証券 （単位：百万円）

年金信託業務につきましては、グローバルな運用体制によ
る運用力の一層の強化を図るとともにお客様の特性に応じた
サービスの高度化に努め、受託額は、期中１，５３４億円増加し
て、期末残高は５兆５，５１９億円となりました。
証券関連業務につきましては、各種証券信託の受託に努

めました結果、特定金銭信託と金銭信託以外の金銭の信託
は、期中５，４９０億円増加して、期末残高は９兆３，５１５億円と
なりましたが、投資信託は、市場環境の悪化により、期中４兆
４，０８１億円減少して、期末残高は６兆８，９１４億円となりました。

証券代行業務につきましては、積極的な受託推進に努め
ました結果、期中９８社を新規に受託し、受託会社数は８２３社
（うち外国会社１０社）、その管理株主数は５７４万名となりました。
不動産業務につきましては、積極的な提案型営業等に注
力しました結果、媒介業務の取扱件数は、仲介業務・分譲提
携を中心に５９５件の実績となりました。また、不動産証券化業
務につきましては１兆４，３１３億円の受託残高となりました。

平成１０年３月３１日 平成１１年３月３１日 平成１２年３月３１日 平成１３年３月３１日 平成１４年３月３１日

預金 ６，０５９，９８９ ５，８２３，７７６ ６，４４４，２１１ ７，７０２，１９７ ８，１４１，４５２

譲渡性預金 ９３７，８５１ １，２３３，８４０ １，２０９，２１０ ９７７，８５８ １，６０７，５１２

金銭信託 １１，１５９，０５７ １２，５７６，０７４ １５，４２９，８１９ １６，７０４，９１８ １７，９３９，００３

年金信託 ４，７６６，５６１ ４，７３９，４００ ５，３１５，２０９ ５，３９８，５５３ ５，５５１，９５７

財産形成給付信託 １５，２００ １４，９３６ １３，３６４ １２，５８０ １１，６９４

貸付信託 ７，３６９，２２０ ６，５２７，５２０ ５，５１６，２８３ ４，２７４，９３０ ２，９８６，１２５

合計 ３０，３０７，８８０ ３０，９１５，５４９ ３３，９２８，０９８ ３５，０７１，０３８ ３６，２３７，７４６

平成１０年３月３１日 平成１１年３月３１日 平成１２年３月３１日 平成１３年３月３１日 平成１４年３月３１日

銀行勘定 ８，６８０，６９７ ７，４１５，１５０ ７，７７７，４３９ ８，２９２，６１５ ８，９１８，７５７

信託勘定 ３，７７８，４６３ ３，７５６，４１０ ３，１７９，０４０ ２，６０７，７９７ １，９７２，５８２

合計 １２，４５９，１６１ １１，１７１，５６０ １０，９５６，４７９ １０，９００，４１２ １０，８９１，３４０

平成１０年３月３１日 平成１１年３月３１日 平成１２年３月３１日 平成１３年３月３１日 平成１４年３月３１日

銀行勘定 ３，５１６，４５３ ３，６７４，３１２ ４，８５６，０６１ ６，５６３，５４２ ５，０６９，７８１

うち債券 １，２７９，０９９ １，４２８，４５０ １，９６１，２００ １，８９４，８９３ １，４０７，５４０

うち株式 １，４３８，１１１ １，４３８，２９２ １，４３８，３２９ １，３３３，２６８ １，０１８，６８７

信託勘定 １５，２９０，７３０ １６，４８６，６０２ １９，８８７，１６２ ２，９２７，６１１ ３，４３３，９４９

合計 １８，８０７，１８４ ２０，１６０，９１５ ２４，７４３，２２３ ９，４９１，１５３ ８，５０３，７３１
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■営業の概況（連結）

平成１３年度の連結対象会社は、連結対象子会社が２０社、
持分法適用の関連会社が４社、合計２４社となっています。
アイ・ジー・エフ株式会社、ロンドン現法他１社を清算等により
連結の範囲から除外しました結果、前年度から３社減少とな
りました。
連結損益の状況につきましては、経常収益は、前年度比

１，５９３億円減少して７，１５８億円、経常費用は２４２億円減少し
て７，７２６億円となり、この結果、経常損失は１，３５０億円減益の
５６７億円、当期純損失は８３４億円減益の４２４億円となりまし
た。
事業の種類別セグメントでは次のような業績となりました。
当社、住信保証株式会社、ニューヨーク現法等を中心とし

た銀行信託事業は、経常収益が５，９２５億円、経常費用が
６，４９６億円となり、経常損失は５７１億円となりました。
住信カード株式会社、住信リース株式会社等を中心とした

クレジットカード業、リース業など金融関連事業は、経常収益が
１，３０１億円、経常費用が１，２７６億円となり、経常利益は２５億
円となりました。
所在地別セグメントでは次のような業績になりました。
日本につきましては、経常収益が５，７９７億円、経常費用が

６，４４８億円となり、経常損失は６５０億円となりました。米州地

域につきましては、経常収益が９６０億円、経常費用が８６４億
円となり、経常利益は９５億円となりました。欧州地域につきま
しては、経常収益が６４３億円、経常費用が６５５億円となり、経
常損失は１２億円となりました。日本を除くアジア・オセアニア
地域につきましては、経常収益が３４８億円、経常費用が３０１
億円となり、経常利益は４７億円となりました。
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■最近5事業年度の主要指標（連結） （単位：百万円）

項 目 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度

連結経常収益 １，０２４，２３６ １，０２３，７６５ １，０１０，１９８ ８７５，２０８ ７１５，８６７

連結経常利益（△は連結経常損失） △８５，０５２ △１８６，８４０ ８０，２４５ ７８，２７７ △５６，７６４

連結当期純利益（△は連結当期純損失） △５０，１４６ △１３６，７４２ ３２，２１４ ４１，０１７ △４２，４８０

連結純資産額 ６３３，２６３ ７０２，２０３ ７３５，５１６ ７６１，６６８ ６５９，６４７

連結総資産額 １５，６７５，８９８ １５，０５８，５６９ １５，５２２，７８０ １７，８６１，００５ １６，７０４，０２１

連結ベースの１株当たり純資産額 ５０８．９５円 ４２２．８８円 ４４０．０７円 ４５６．６５円 ３８６．８６円
連結ベースの１株当たり当期純利益
（△は連結ベースの１株当たり当期純損失） △４０．３０円 △１０３．５６円 ２１．８９円 ２７．８８円 △２９．８７円
連結ベースの潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 円 円 ２１．５０円 ２７．５４円 円

連結自己資本比率（国際統一基準） ９．８９％ １２．２７％ １１．２３％ １１．４１％ １０．８６％
（注）１．連結ベースの１株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数（自己株式を除く）で除

して算出しております。
２．連結ベースの１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、連結当期純利益（又は連結当期純損失）から当期優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行
済普通株式数（自己株式を除く）で除して算出しております。

３．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成９年度、平成１０年度及び平成１３年度は当期純損失が計上されているため、記載しておりませ
ん。
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資産区分 引当の状況
引当率

１３年３月末１４年３月末

破綻先・実質破綻先 担保・保証等による保全のない部分の
全額を個別貸倒引当金に繰入

１００％ １００％

破綻懸念先 担保・保証等による保全のない部分に
対して個別に回収可能性等を見積り、
個別貸倒引当金に繰入

８８％ ６７％

要注意先 ６．７％ ６．１％

要管理先 貸倒実績率等に基づく予想損失額を一
般貸倒引当金に繰入
Ｈ１３／３：非保全部分２５％、保全部分
３．３％
Ｈ１４／３：債権全体に２５％

１５．１％ ２４．７％

要管理先以外の要
注意先

貸倒実績率等に基づく予想損失額を一
般貸倒引当金に繰入
Ｈ１３／３：３．３％（一部財務状況劣化
先：非保全部分２５％、保全部分３．３％）
Ｈ１４／３：債権全体に３．０％

６．３％ ３．０％

正常先 貸倒実績率等に基づく予想損失額を一
般貸倒引当金に繰入

０．１％ ０．１％

不良債権の償却・引当について

不良債権処理額 （単位：百万円）

■平成１４年３月期の償却・引当

平成１４年３月期におきましては、不良債権の最終処理を
目指し、業況不振先・株価低迷先の債務者区分見直しや要
管理債権の査定基準の変更などを行いました。その結果、不
良債権処理額は銀行勘定が７５２億円、信託勘定が２３９億円
となり、一般貸倒引当金純繰入額６２億円を含めた貸出関係
損失は、１，０５４億円となっています。
要管理先債権については、これまで非保全部分に対する
貸倒実績率に基づく予想損失額を一般貸倒引当金に繰入
れていましたが、平成１４年３月期より、債権額全体に対する
貸倒実績率に基づく予想損失額を繰入れており、手厚い貸
倒引当を実施しています。
なお、平成１４年３月期における銀行勘定の引当状況は以
下の通りとなっています。

平成１４年３月期末の金融再生法に基づく資産区分の状
況につきましては、「金融再生法に基づく資産区分の状況」に
示しています。
不良債権の償却・回収等の最終処理を進め、不良債権の

オフバランス化を進めている一方で、業況不振先・株価低迷
先の債務者区分見直しや要管理債権の査定基準の変更な
どを実施しましたことから、金融再生法に基づく開示債権額
（破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び要
管理債権の合計）は、銀行勘定と信託勘定の合算で６，８９０
億円となり、平成１３年３月末比１，５６１億円の増加となりまし
た。資産区分別では、最終処理に伴い破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権は３８２億円減少した一方で、危険債権及
び要管理債権はそれぞれ１２３億円、１，８２０億円増加しまし
た。
銀行勘定の各資産区分における、担保・保証等及び引当
金による保全カバー率は、「破産更生債権及びこれらに準ず
る債権」が１００％、「危険債権」が８３％、「要管理債権」が
６７％、これらを合算した金融再生法に基づく開示債権額全体
で８１％となっています。
信託勘定については、「破産更生債権及びこれらに準ずる
債権」が９８％、「危険債権」が６９％、「要管理債権」が５９％、こ
れらを合算した金融再生法に基づく開示債権額全体で６７％
となっています。
なお、連結ベースの金融再生法に基づく開示債権額は、銀
行勘定・信託勘定の合計で７，１１０億円と単体同様、平成１３
年３月末比２，３２８億円の増加となっています。

貸倒引当金等の状況 （単位：百万円）

■不良債権の開示、引当状況について

平成１２年度 平成１３年度

不 良 債 権 処 理 額 １２５，７００ ９９，１８９

う ち 銀 行 勘 定 ９４，１９８ ７５，２０８

貸 出 金 償 却 ６３，３８２ ３１，５７９

個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額 ３０，１３８ ４８，５７４

共同債権買取機構への債権売却損 ９４２ ３２２

バ ル ク セ ー ル 売 却 損 １１６ △３，４４７

特定債務者支援引当金純繰入額 △３５４

特定海外債権引当勘定純繰入額 △１，４４０ △１，８５７

そ の 他 の 債 権 売 却 損 等 １，４１３ ３７

う ち 信 託 勘 定 ３１，５０２ ２３，９８１

貸 出 金 償 却 ２７，６８７ ２２，８２７

共同債権買取機構への債権売却損 ３，５２５ １，６６６

バ ル ク セ ー ル 売 却 損 ２８９ △５１１

一 般 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額 ２１，１１３ ６，２２３

貸 出 関 係 損 失 １４６，８１３ １０５，４１３

平成１３年３月末 平成１４年３月末

一 般 貸 倒 引 当 金 ７６，１７５ ８２，３９８

個 別 貸 倒 引 当 金 １２８，２７１ １３３，４３５

特 定 海 外 債 権 引 当 勘 定 ２，８８４ １，２３１

銀 行 勘 定 計 ２０７，３３０ ２１７，０６６

債 権 償 却 準 備 金 ７５１ ７３１

特 別 留 保 金 ２３，９７７ １８，６２１

合 計 ２３２，０６０ ２３６，４１９
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リスク管理債権の状況（単体ベース）
銀行勘定 （単位：億円）

平成１４年３月末は�分類相当額２，７７０億円の直接償却
実施後の計数。

■金融再生法に基づく資産区分の状況（平成１４年３月末）

単体ベース
銀行勘定 （ ）内は平成１３年３月末計数 （億円：四捨五入）

信託勘定 （ ）内は平成１３年３月末計数 （億円：四捨五入）

連結ベース （億円：四捨五入）

信託勘定 （単位：億円）
リスク管理債権の状況（連結ベース）
銀行勘定 （単位：億円）

平成１４年３月末は�分類相当額２，８１８億円の直接償却
実施後の計数。

平成１３年３月末 平成１４年３月末

破 綻 先 債 権 額 ３８０ １３４

延 滞 債 権 額 ３，３４３ ３，９４５

小 計 ３，７２４ ４，０７９

３カ月以上延滞債権額 ３４ ４９

貸出条件緩和債権額 ２９４ １，４６０

合 計 ４，０５２ ５，５８９

与信額 保全・引当状況 引当率
保全率

破 産 更 生 債 権

及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権（Ａ）

３４０

（７０３）

１００％

（１００％）

個別貸倒引当金 ４９
１００％

（１００％）

担保・保証等による保全 ２９１

危 険 債 権（Ｂ）
３，７６５

（３，６６０）

８３％

（９５％）

保全なし ６０６ ６７％

（８８％）個別貸倒引当金 １，２８４

担保・保証等による保全 １，８７５

要 管 理 債 権（Ｃ）
１，４８５

（３２８）

６７％

（７１％）

保全なし ４８２ ４３％

（２９％）一般貸倒引当金 ３６９

担保・保証等による保全 ６３４

正 常 債 権
８８，７８７

（８３，６０４）

一般貸倒引当金 ４５５

特定海外債権引当勘定 １２

＊�分類直接償却可能額控除後計数 �分類直接償却

合 計 ９４，３７８
（８８，２９５） （Ａ）～（Ｃ）合計 ５，５９１

（４，６９１）
２，７７０

（３，９４５）

平成１３年３月末 平成１４年３月末

破 綻 先 債 権 額 ３３６ １３１

延 滞 債 権 額 ３，９９４ ３，９２７

小 計 ４，３３１ ４，０５８

３カ月以上延滞債権額 ３３ ２５

貸出条件緩和債権額 ２９４ １，４５９

合 計 ４，６５９ ５，５４３

平成１３年３月末 平成１４年３月末

破 綻 先 債 権 額 ６９ ６４

延 滞 債 権 額 ５４２ ５４５

小 計 ６１１ ６１０

３カ月以上延滞債権額 １３ ５

貸出条件緩和債権額 １２ ６８４

合 計 ６３７ １，２９９

与信額 保全状況 留保金等
保全率

破 産 更 生 債 権

及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権（Ｄ）

１３２

（１５１）

９８％

（１００％）

保全なし ３
特別留保金

１８６担保・保証等による保全 １２９

危 険 債 権（Ｅ）
４７９

（４６０）

６９％

（９０％）

保全なし １４７

担保・保証等による保全 ３３２
債権償却準備金

７

要 管 理 債 権（Ｆ）
６８９

（２６）

５９％

（５２％）

保全なし ２７８

担保・保証等による保全 ４１１

正 常 債 権
１７，４９１

（２２，５５０）

合 計 １８，７９１
（２３，１８７） （Ｄ）～（Ｆ）合計 １，３００

（６３８）

総 合 計 １１３，１６９
（１１１，４８３） （Ａ）～（Ｆ）合計 ６，８９０

（５，３２８）

単体 連結

銀 行 勘 定（正 常 債 権 以 外） ５，５９１ ５，８１１

信 託 勘 定（正 常 債 権 以 外） １，３００ １，３００

合 計 ６，８９０ ７，１１０
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自己資本比率
■連結自己資本比率（国際統一基準）の状況

（注）「基本的項目」における「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」の主要な性質は次のとおりです。
� 発行体 STB Preferred Capital （Cayman）Limited
� 発行証券の種類 配当非累積型永久優先出資証券
� 発行期間 永久（但し、１０年経過後は監督当局の事前承認を前提として、発行体の任意により償還可能。）
� 配当率 ６ヶ月円LIBOR＋３．００％

（金利のステップアップ特約がないことから資本への算入制限はありません。）
� 発行総額 ８３０億円
� 払込日 １９９９年３月２６日
� 配当支払の内容 当社の配当可能利益の限度内で、当社優先株式への配当支払に準じた計算により発行体から支払われる。当社が直前の営業年度に当社

普通株式への配当を実施した場合は、発行体は原則として発行証券について満額の配当を実施しなければならない。
� 配当停止条件 当社が直前の営業年度において、当社優先株式に対して配当を支払わなかった場合や、自己資本比率又はTier	比率が規制上の最低基準

を下回る場合など所定の事由が生じた場合。
� 残余財産請求権 発行証券の保有者は、発行体の有する当社向け永久劣後ローンを通じて実質的に当社優先株式と同順位の請求権を保有する。

■単体自己資本比率（国際統一基準）の状況 （単位：百万円）

（単位：百万円）

項目 平成１２年度 平成１３年度
自己資本 １，３８１，２６５ １，２９３，６０３

Ｔｉｅｒ	（基本的項目） ８２３，６３９ ７３４，１３６
資本金 ２８３，９８５ ２８４，０５３

うち非累積的永久優先株 ５０，０００ ５０，０００
資本準備金 ２３７，４０５ ２３７，４７２
連結剰余金 ２１７，４８８ １８７，０４１
連結子会社の少数株主持分 ９１，０７６ ８８，２８４

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券（注） ８３，０００ ８３，０００
その他有価証券の評価差損（△） ５７，０１６
自己株式（△） ４，２３３
為替換算調整勘定 △６，３１５ △１，４６５

Ｔｉｅｒ
（補完的項目） ５６０，０４２ ５６２，４０３
Ｕｐｐｅｒ Ｔｉｅｒ
 ２６７，６４０ ２９３，８０４

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額 １７，４０９ ４，２７３
一般貸倒引当金 ７９，５９６ ８４，０３１
負債性資本調達手段 １７０，６３５ ２０５，５００

Ｌｏｗｅｒ Ｔｉｅｒ
 ２９２，４０１ ２６８，５９８
期限付劣後債務等 ２９２，４０１ ２６８，５９８

控除項目（△） ２，４１７ ２，９３６
他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額 １，０２７ １，０２４
告示第７条第１項第２号に規定する連結の範囲に含まれないものに対する投資に相当する額 １，３８９ １，９１１

リスクアセット等 １２，０９８，２４４ １１，９０８，０１６
資産（オン・バランス）項目 １０，２７９，１８２ １０，３６４，４２０
オフ・バランス取引項目 １，７４９，０５５ １，４７５，０１４
マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額 ７０，００７ ６８，５８２

自己資本比率

（Ｔｉｅｒ	比率）
１１．４１％

（６．８０％）

１０．８６％

（６．１６％）

項目 平成１２年度 平成１３年度
自己資本 １，３６８，２３１ １，２８１，５９８

Ｔｉｅｒ	（基本的項目） ８１２，６３６ ７２３，５９５
資本金 ２８３，９８５ ２８４，０５３

うち非累積的永久優先株 ５０，０００ ５０，０００
資本準備金 ２３７，４０５ ２３７，４７２
利益準備金 ４１，８０３ ４４，５０３
任意積立金 １２７，８７４ １２９，８７３
次期繰越利益 ３８，５４８ ６，０４２
その他 ８３，０２０ ８３，０３２
その他有価証券の評価差損（△） ５７，１４９
自己株式（△） ４，２３３

Ｔｉｅｒ
（補完的項目） ５５６，６２１ ５５９，０２８
Ｕｐｐｅｒ Ｔｉｅｒ
 ２６４，２１９ ２９０，４３０

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額 １７，４０９ ２，５３１
一般貸倒引当金 ７６，１７５ ８２，３９８
負債性資本調達手段 １７０，６３５ ２０５，５００

Ｌｏｗｅｒ Ｔｉｅｒ
 ２９２，４０１ ２６８，５９８
期限付劣後債務等 ２９２，４０１ ２６８，５９８

控除項目（△） １，０２７ １，０２４
他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額 １，０２７ １，０２４

リスクアセット等 １１，７０１，５７２ １１，８１６，４９７
資産（オン・バランス）項目 ９，９７４，１１４ １０，３０３，４９０
オフ・バランス取引項目 １，６６１，８９６ １，４４６，５４９
マーケット・リスク相当額を８％で除して得た額 ６５，５６１ ６６，４５８

自己資本比率

（Ｔｉｅｒ	比率）
１１．６９％

（６．９４％）

１０．８４％

（６．１２％）
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財務諸表

■貸借対照表

資産の部 （単位：百万円）

科 目 平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在
現金預け金 654,527 822,915

現金 169,993 118,663
預け金 484,533 704,252

コールローン 73,717 80,063
買入金銭債権 11,900 44,261
特定取引資産 564,797 515,827

商品有価証券 12,417 24,363
商品有価証券派生商品 2 －
特定取引有価証券派生商品 47 164
特定金融派生商品 209,399 198,843
その他の特定取引資産 342,930 292,455

金銭の信託 75,614 59,665
有価証券 6,563,542 5,069,781

国債 1,491,172 962,579
地方債 66,686 94,652
社債 337,033 350,308
株式 1,331,098 1,018,687
自己株式 2,170 －
その他の証券 3,335,380 2,643,553

貸出金 8,292,615 8,918,757
割引手形 39,816 32,151
手形貸付 1,556,802 1,328,289
証書貸付 5,507,342 6,358,514
当座貸越 1,188,653 1,199,801

外国為替 11,863 7,656
外国他店預け 3,678 2,547
外国他店貸 2 －
買入外国為替 8,183 5,109

その他資産 682,151 619,527
未決済為替貸 194 231
前払費用 668 480
未収収益 93,095 88,121
先物取引差入証拠金 6,392 11,913
先物取引差金勘定 3,603 5,127
金融派生商品 318,663 296,794
繰延ヘッジ損失 79,876 55,419
その他の資産 179,655 161,439

動産不動産 148,691 109,882
土地建物動産 128,975 86,872
建設仮払金 200 42
保証金権利金 19,515 22,967

繰延税金資産 200,541 246,914
支払承諾見返 511,434 501,254
貸倒引当金 △207,330 △217,066
投資損失引当金 △1,983 △1,129
資産の部合計 17,582,082 16,778,313
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負債および資本の部 （単位：百万円）

科 目 平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在
預金 7,702,197 8,141,452

当座預金 267,341 203,736
普通預金 549,610 1,349,498
通知預金 218,629 187,864
定期預金 6,355,796 5,938,029
その他の預金 310,819 462,322

譲渡性預金 977,858 1,607,512
コールマネー 287,063 285,012
売現先勘定 － 928,407
売渡手形 130,900 342,500
特定取引負債 196,841 203,045

商品有価証券派生商品 － 2
特定取引有価証券派生商品 － 482
特定金融派生商品 196,841 202,560

借用金 487,231 445,609
借入金 487,231 445,609

外国為替 8,130 5,006
外国他店預り 314 196
外国他店借 7,810 4,808
売渡外国為替 0 1
未払外国為替 5 －

社債 200,000 202,000
転換社債 6,665 6,000
信託勘定借 2,983,852 2,074,447
その他負債 3,310,305 1,376,866

未決済為替借 228 313
未払法人税等 2,749 4,307
未払費用 69,537 54,276
前受収益 4,756 5,273
従業員預り金 4,415 4,373
先物取引差金勘定 6,164 6,575
借入商品債券 － 1,004
金融派生商品 382,455 339,257
債券貸付取引担保金 2,218,545 876,757
特定取引未払金 315,428 20,458
有価証券等取引未払金 265,701 30,682
その他の負債 40,323 33,585

賞与引当金 － 3,948
退職給付引当金 295 817
債権売却損失引当金 3,379 250
再評価に係る繰延税金負債 15,034 2,184
支払承諾 511,434 501,254
負債の部合計 16,821,190 16,126,315
資本金 283,985 284,053
資本準備金 237,405 237,472
利益準備金 41,803 42,903
再評価差額金 23,653 3,441
その他の剰余金 174,044 145,509

任意積立金 127,874 159,874
海外投資等損失準備金 4 4
別途準備金 127,870 159,870

当期未処分利益（△は当期未処理損失） 46,170 △14,364
その他有価証券評価差額金 － △57,149
自己株式 － △4,233
資本の部合計 760,892 651,997
負債及び資本の部合計 17,582,082 16,778,313
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財務諸表

■損益計算書
（単位：百万円）

科 目
平成12年度

（平成12年4月1日から
平成13年3月31日まで）

平成13年度

（平成13年4月1日から
平成14年3月31日まで）

経常収益 727,544 577,972
信託報酬 95,807 80,421
資金運用収益 347,484 329,532
貸出金利息 149,353 138,669
有価証券利息配当金 152,287 176,823
コールローン利息 739 522
買現先利息 － 202
買入手形利息 210 4
預け金利息 22,763 8,708
金利スワップ受入利息 1,069 518
その他の受入利息 21,061 4,082
役務取引等収益 35,672 45,346
受入為替手数料 784 791
その他の役務収益 34,888 44,554
特定取引収益 7,215 5,354
商品有価証券収益 225 389
特定金融派生商品収益 6,376 4,637
その他の特定取引収益 614 327

その他業務収益 91,927 73,771
外国為替売買益 5,452 3,167
国債等債券売却益 86,086 65,814
金融派生商品収益 － 4,325
その他の業務収益 388 462

その他経常収益 149,435 43,546
株式等売却益 84,977 23,735
金銭の信託運用益 230 30
その他の経常収益 64,227 19,779

経常費用 654,630 645,624
資金調達費用 269,509 221,874
預金利息 85,972 73,076
譲渡性預金利息 2,818 2,173
コールマネー利息 264 1,012
売現先利息 － 43,465
売渡手形利息 220 55
借用金利息 11,771 9,407
社債利息 3,360 2,907
転換社債利息 56 37
金利スワップ支払利息 38,678 36,738
その他の支払利息 126,366 52,998
役務取引等費用 14,130 23,121
支払為替手数料 302 305
その他の役務費用 13,828 22,815
特定取引費用 54 655
特定取引有価証券費用 54 655

その他業務費用 56,259 41,374
国債等債券売却損 53,697 35,307
国債等債券償還損 － 1,037
国債等債券償却 2,561 3,643
金融派生商品費用 － 1,385

営業経費 128,551 123,249
その他経常費用 186,125 235,349
貸倒引当金繰入額 49,318 52,552
貸出金償却 63,382 31,579
株式等売却損 11,125 24,882
株式等償却 30,209 108,976
金銭の信託運用損 3,280 153
その他の経常費用 28,809 17,206

経常利益（△は経常損失） 72,913 △67,651
(次頁へ続く)

68 SUMITOMO TRUST and BANKING



（前頁より続く） （単位：百万円）

科 目
平成12年度

（平成12年4月1日から
平成13年3月31日まで）

平成13年度

（平成13年4月1日から
平成14年3月31日まで）

特別利益 24,387 8,405
動産不動産処分益 353 4,731
償却債権取立益 3,365 3,673
その他の特別利益 20,668 －

特別損失 13,034 5,787
動産不動産処分損 2,516 2,127
その他の特別損失 10,517 3,659

税引前当期純利益（△は税引前当期純損失） 84,266 △65,034
法人税、住民税及び事業税 106 106
法人税等調整額 41,517 △22,933
当期純利益（△は当期純損失） 42,642 △42,207
前期繰越利益 7,561 7,619
再評価差額金取崩額 2,477 20,224
中間配当額 5,425 －
中間配当に伴う利益準備金積立額 1,085 －
当期未処分利益（△は当期未処理損失） 46,170 △14,364

■利益処分計算書
（単位：円）

科 目 平成12年度 平成13年度
当期未処分利益（△は当期未処理損失） 46,170,099,675 △14,364,625,143
任意積立金取崩額 497,924 30,000,500,004

海外投資等損失準備金取崩額 497,924 500,004
別途準備金取崩額 － 30,000,000,000

計 46,170,597,599 15,635,874,861
利益処分額 38,551,478,624 9,593,087,036

利益準備金 1,100,000,000 1,600,000,000
第一回優先株式配当金 (1株につき

3円４銭 )380,000,000 (1株につき
６円８銭 )760,000,000

普通株式配当金 (1株につき
3円５０銭 )5,071,325,991 (1株につき

５円 )7,233,085,055
任意積立金 32,000,152,633 1,981
海外投資等損失準備金 152,633 1,981
別途準備金 32,000,000,000 －

次期繰越利益 7,619,118,975 6,042,787,825
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財務諸表

■重要な会計方針（平成１３年度）
１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に

係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の

目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点

を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」

に計上するとともに、当該取引からの損益を損益計算書上「特定

取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭

債権等については決算日の時価により、スワップ・先物・オプション

取引等の派生商品については決算日において決済したものとみな

した額により行っております。

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、平成１３年

度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については平成１２

年度末と平成１３年度末における評価損益の増減額を、派生商品

については平成１２年度末と平成１３年度末におけるみなし決済か

らの損益相当額の増減額を加えております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均

法による償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式に

ついては移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価の

ある株式については決算日前一ヵ月間の市場価格の平均に基づ

く時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、株式以外

の時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価

法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないもの

については移動平均法による原価法又は償却原価法により行って

おります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本

直入法により処理しております。

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において

信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により

行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法

により行っております。

４．減価償却の方法
（１）動産不動産

動産不動産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得し

た建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ３年～６０年

動 産 ２年～２０年

（２）ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについては、当社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法により償却しております。

５．繰延資産の処理方法
社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債及び海外支店勘定については、取得時の為替

相場による円換算額を付す子会社株式を除き、主として決算日の

為替相場による円換算額を付しております。

７．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり

計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並び

に貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公

認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する

正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定

の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績か

ら算出した貸倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先

債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必

要と認める額を引当てております。破綻先債権及び実質破綻先債

権に相当する債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

し、その残額を引当てております。なお、特定海外債権については、

対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定

海外債権引当勘定（租税特別措置法第５５号の２の海外投資等

損失準備金を含む）として引当てております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び審

査各部が資産査定を実施し、当該部署から独立したリスク管理部

が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引

当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につ

いては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直

接減額しており、その金額は２７７，０９４百万円であります。

（２）投資損失引当金

投資等に対し将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と

認められる額を計上しております。

（３）賞与引当金

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の

支給見込額のうち、平成１３年度に帰属する額を計上しております。

（４）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、平成１３年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しておりま

す。

また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以

下のとおりであります。

過去勤務債務

その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（１０年）による定額法により費用処理

数理計算上の差異

各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理

会計基準変更時差異（１７，０９４百万円）については、５年による按

分額を費用処理しております。

なお、平成１３年度において退職給付制度を改定しており、これに

伴い、会計基準変更時差異の一部を一括処理しております。

（５）債権売却損失引当金

株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担

保価値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見積り、必要

と認められる額を計上しております。なお、この引当金は商法第２８７

条ノ２に規定する引当金であります。
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８．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会

計処理によっております。

９．ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債か

ら生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、

「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融

商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第１５号）に定めら

れたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによ

る会計処理を行っております。また、リスク管理方針に定められた許

容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスク量

が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうか

を検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。

なお、一部の資産・負債については、個別取引毎の繰延ヘッジを行

っております。

１０．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等は当期の費

用に計上しております。

（追加情報）
�金融商品会計
金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日））の適用に

伴い、平成１３年度から次のとおり処理しております。

（１）現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、「買現先

勘定」及び「売現先勘定」に資金取引として処理しております。

（２）現金担保付債券貸借取引につきましては、従来、現金を担保とす

る債券貸借取引として処理しておりましたが、有価証券を担保とす

る資金取引として処理しております。

また、従来、受け入れた有価証券を会計処理しておりましたが、こ

れを注記することといたしました。

なお、平成１３年度末においては注記の対象となる有価証券はあり

ません。

（３）その他有価証券を時価評価することにより生じる評価差額に税

効果を勘案した額を「その他有価証券評価差額金」として計上し

ております。この結果、有価証券が９３，４２６百万円減少し、その他

有価証券評価差額金が△５７，１４９百万円計上されております。

�外貨建取引等会計基準
従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合

の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協会平成１２年４月

１０日）に基づき、「新外為経理基準」を適用しておりましたが、平成

１３年度から、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する

当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種

別監査委員会報告第２０号）が適用される処理を除き、改訂後の外

貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂

に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１０月２２日））を適用

しております。

この結果、従来の方法によった場合と比較して、その他資産は

３，０４４百万円増加し、その他負債は３６百万円減少しております。ま

た、経常損失及び税引前当期純損失はそれぞれ３，０８０百万円減

少しております。

外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジす

るため、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号に基

づき、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当

該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先

負債が存在していること等を条件として時価ヘッジを適用しており

ます。

資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第２０号に基づき、債権元本相当額及び債務元

本相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額を貸借対照

表に計上し、異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外

国為替取引の決済日の属する期から先物外国為替取引の決済

日の属する期までの期間にわたり発生主義により損益計算書に計

上するとともに、決算日の未収収益又は未払費用を計上しておりま

す。

なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用

を動機として行われ、当該資金の調達又は運用に係る元本相当

額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支

払うべき又は支払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相

当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替スワップ取

引であります。

異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における

元本相当額の支払額又は受取額と通貨スワップ契約満了時にお

ける元本相当額の受取額又は支払額が同額で、かつ、元本部分

と金利部分に適用されるスワップレートが合理的なレートである直

先フラット型の通貨スワップ取引（利息相当額の支払日ごとにその

時点の実勢為替相場を反映して一方の通貨の元本相当額を更

改し、かつ、各利払期間ごとに直先フラットである通貨スワップ取引

を含む）については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第２０号に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の決算

日の為替相場による正味の円換算額を貸借対照表に計上し、交

換利息相当額はその期間にわたり発生主義により損益計算書に

計上するとともに、決算日の未収収益又は未払費用を計上してお

ります。

�貸借対照表関係
従業員賞与の未払計上額については、従来、未払費用に計上し

ておりましたが、「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目

について」（日本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報ＮＯ

１５）により、平成１３年度から「賞与引当金」として表示しております。

この変更により、未払費用が３，９４８百万円減少し、賞与引当金が

同額増加しております。

�自己株式は、従来、株式に含めて計上しておりましたが、財務諸表
等規則及び銀行法施行規則が改正されたことに伴い、平成13年

度から資本の部の末尾に「自己株式」を設けて資本から控除する

方法により表示しております。この方法により、従来の方法によった

場合に比べ、資産の部は４，２３３百万円、資本の部は４，２３３百万円

それぞれ減少しております。

�利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税は、
「その他の経常費用」として計上しております。

なお、東京都に係る事業税の課税標準については、「東京都にお

ける銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条

例」（平成１２年４月１日東京都条例第１４５号）（以下都条例）が

施行されたことに伴い、従来の所得から業務粗利益に変更になりま

した。平成１２年１０月１８日、当社は、東京都及び東京都知事を被告

として、都条例の無効確認等を求めて東京地方裁判所に提訴し、

平成１４年３月２６日、東京地方裁判所は、都条例が違法無効であ
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財務諸表

ることを理由として、誤納金２，２６４百万円及び損害賠償金１００百万

円の請求を認める判決を言い渡しましたが、３月２９日、東京都は

判決を不服として、東京高等裁判所に控訴しております。

このように当社は都条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟

において主張して係争中であり、平成１３年度における会計処理に

ついても、平成１２年度と同様に東京都に係る事業税を都条例に基

づく外形標準課税基準による事業税として処理しているものの、こ

れは現時点では従来の会計処理を継続適用することが適当であ

ると判断されるためであり、都条例を合憲・適法なものと認めたとい

うことではありません。上記条例施行に伴い、東京都に係る事業税

については、平成１２年度が２，２６５百万円、平成１３年度が２，３１５百

万円を「その他の経常費用」に計上しており、所得が課税標準で

ある場合に比べ経常利益はそれぞれ同額減少しております。また、

当該事業税は税効果会計の計算に含められる税金でないため、

所得が課税標準である場合に比べ、「繰延税金資産」は１１，５０９百

万円減少しました。また、「再評価に係る繰延税金負債」及び「その

他有価証券評価差額金」は、それぞれ１０１百万円、１，６９１百万円

減少し、「再評価差額金」は１０１百万円増加しております。

また、大阪府に係る事業税の課税標準についても、「大阪府におけ

る銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」

（平成１２年６月９日大阪府条例第１３１号）（以下府条例）が施行

されたことに伴い、従来の所得から業務粗利益に変更になりまし

た。平成１４年４月４日に、当社は、大阪府及び大阪府知事を被告

として、府条例の無効確認等を求めて大阪地方裁判所に提訴しま

した。

このように当社は府条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟

において主張して係争中であり、平成１３年度における会計処理に

ついても、大阪府に係る事業税を府条例に基づく外形標準課税基

準による事業税として処理しているものの、これは現時点では東京

都と同様の会計処理を適用することが適当であると判断されるた

めであり、府条例を合憲・適法なものと認めたということではありませ

ん。上記条例施行に伴い、大阪府に係る事業税については、１，５８４

百万円を「その他の経常費用」に計上しており、所得が課税標準

である場合に比べ経常利益はそれぞれ同額減少しております。ま

た、当該事業税は税効果会計の計算に含められる税金でないた

め、所得が課税標準である場合に比べ、「繰延税金資産」は８，２６６

百万円減少しました。また、「再評価に係る繰延税金負債」及び

「その他有価証券評価差額金」は、それぞれ７３百万円、１，２１４百

万円減少し、「再評価差額金」は７３百万円増加しております。なお、

大阪府に係る事業税については、平成１４年５月３０日に上記府条

例の「一部を改正する条例」（平成１４年大阪府条例第７７号）（以

下改正府条例）が施行されたことにより、府条例による課税標準等

の特例が平成１４年４月１日以後開始する事業年度より適用され

ることとなりました。これにより、平成１３年度に係る大阪府に対する

事業税については、改正府条例附則２の適用を受け、当社の場

合、外形標準課税基準と所得基準のうち低い額となる、所得を課

税標準として計算される額を申告・納付する予定であります。ただ

し、この申告・納付によって、府条例ならびに改正府条例を合憲・

適法なものと認めたということではありません。

■注記事項（平成１３年度）
（貸借対照表関係）
１．子会社の株式総額 ２４，５３８百万円

なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社

であります。

２．貸出金のうち、破綻先債権額は１３，１４６百万円、延滞債権額は

３９２，７２５百万円であります。ただし、上記債権額のうち、最終処理

につながる措置である株式会社整理回収機構への管理信託方

式による処理分は７４４百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間

継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は

弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と

いう）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１

項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定す

る事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債

権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息

の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は２，５３４百万円でありま

す。

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支

払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及

び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１４５，９９０百万円でありま

す。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しない

ものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出

条件緩和債権額の合計額は５５４，３９５百万円であります。ただし、

上記債権額のうち、最終処理につながる措置である株式会社整

理回収機構への管理信託方式による処理分は７４４百万円でありま

す。

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の

金額であります。

６．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、３２，１５１百万円

であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

特定取引資産 ２７２，７１３百万円

有価証券 ２，４８５，８４２百万円

貸出金 ３６５，４６０百万円

担保資産に対応する債務

預金 １，３４３百万円

コールマネー １８５，０１２百万円

売現先勘定 ９２８，４０７百万円

売渡手形 ３４２，５００百万円

その他負債 ８７６，７５７百万円

上記のほか、為替決済の担保あるいは先物取引証拠金等の代用

として、有価証券３９４，１１４百万円を差し入れております。

また、その他の資産のうちデリバティブ取引の差入担保金は、

４，４８０百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客

からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条

件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ

とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は

２，５５３，４９６百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のも

の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが２，２６１，３４２百万

円あります。
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なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッ

シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるとき

は、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の

減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約

時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する

ほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の

業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置

等を講じております。

９．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失

として計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総

額は２５９，４３５百万円、繰延ヘッジ利益の総額は２０４，０１６百万円で

あります。

１０．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布 法律第

３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額につい

ては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「再評価差

額金」として資本の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成１１年３月３１日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公

布 政令第１１９号）第２条第１号に定める標準地の公示価

格及び同条第４号に定める路線価に基づいて、合理的な調

整を行って算出しております。

同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の平成１３年

度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳

簿価額の合計額との差額 ７，１８６百万円

１１．動産不動産の減価償却累計額 ９４，８９７百万円

１２．動産不動産の圧縮記帳額 ２８，６４８百万円

（当期圧縮記帳額 －百万円）

１３．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特

約が付された劣後特約付借入金４１１，４９８百万円が含まれており

ます。

１４．社債は全額、劣後特約付社債又は永久劣後特約付社債でありま

す。

１５．転換社債は全額、劣後特約付転換社債であります。

１６．会社が発行する株式の総数

普通株式 ３，０００，０００千株

優先株式 ２５０，０００千株

発行済株式総数 普通株式 １，４５２，２４７千株

優先株式 １２５，０００千株

１７．定款により第一回優先株式には、優先株式１株につき年６０円を

上限とする配当制限が設けられております。

１８．元本補てん契約のある信託の元本金額は、合同運用指定金銭

信託９１３，５４４百万円、貸付信託３，１５４，２４０百万円であります。

（損益計算書関係）
１．その他の特別損失は、退職給付会計導入に伴う会計基準変更

時差異の費用処理額３，６５９百万円であります。

（リース取引関係）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

�リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額

取得価額相当額

動産 その他 合計

４，５４０百万円 －百万円 ４，５４０百万円

減価償却累計額相当額

動産 その他 合計

３，５１６百万円 －百万円 ３，５１６百万円

期末残高相当額

動産 その他 合計

１，０２３百万円 －百万円 １，０２３百万円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によって

おります。

�未経過リース料期末残高相当額
１年内 １年超 合計

５７２百万円 ４５１百万円 １，０２３百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によっております。

	当期の支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料（減価償却費相当額）７３７百万円


減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。

２．オペレーティング・リース取引

（借手側）

・未経過リース料

１年内 １年超 合計

２，４１７百万円 ２１，７５８百万円 ２４，１７５百万円

（税効果会計関係）
�繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 １２０，６７１百万円

（貸出金償却含む）

有価証券償却有税分 ５６，４１７百万円

その他有価証券評価差額金 ３６，２７７百万円

税務上の繰越欠損金 ２９，９４４百万円

その他 １２，８３６百万円

繰延税金資産小計 ２５６，１４８百万円

評価性引当額 △２，１６５百万円

繰延税金資産合計 ２５３，９８２百万円

繰延税金負債

その他 △７，０６７百万円

繰延税金資産の純額 ２４６，９１４百万円

�法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差
異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

（注）当社の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表については、証券取引法第１９３条の

２の規定に基づき、朝日監査法人の監査証明を受けています。

前掲の貸借対照表、損益計算書及び利益処分計算書は、上記

の財務諸表に基づいて作成しています。なお、銀行法第２１条第

１項後段の規定により公衆の縦覧に供する書類は、株式会社の

監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９年法律第２２

号）により、朝日監査法人の監査を受けています。
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連結財務諸表

■連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在
（資産の部）

現金預け金 685,323 835,193
コールローン及び買入手形 95,880 98,378
買入金銭債権 11,900 51,009
特定取引資産 640,568 515,827
金銭の信託 75,614 59,665
有価証券 6,566,313 5,069,838
貸出金 8,193,779 8,922,465
外国為替 11,861 7,656
その他資産 1,028,001 629,475
動産不動産 155,717 121,158
繰延税金資産 204,413 250,365
支払承諾見返 379,695 364,550
貸倒引当金 △188,057 △221,562
投資損失引当金 △7 －

資産の部合計 17,861,005 16,704,021
（負債の部）

預金 7,719,790 8,171,802
譲渡性預金 973,014 1,602,252
コールマネー及び売渡手形 417,997 627,512
売現先勘定 － 928,407
特定取引負債 199,068 203,045
借用金 358,024 131,149
外国為替 7,831 4,809
社債 443,609 433,498
転換社債 6,665 6,000
信託勘定借 2,983,852 2,074,447
債券貸付取引担保金 2,298,530 876,757
その他負債 1,197,156 518,386
賞与引当金 － 4,752
退職給付引当金 1,675 2,515
債権売却損失引当金 3,379 250
繰延税金負債 167 45
再評価に係る繰延税金負債 15,034 3,687
連結調整勘定 2,766 2,212
支払承諾 379,695 364,550

負債の部合計 17,008,260 15,956,082
（少数株主持分）

少数株主持分 91,076 88,290
（資本の部）

資本金 283,985 284,053
資本準備金 237,405 237,472
再評価差額金 23,653 5,809
連結剰余金 225,110 195,034
その他有価証券評価差額金 － △57,022
為替換算調整勘定 △6,315 △1,465
計 763,839 663,880
自己株式 △2,170 △4,233

資本の部合計 761,668 659,647
負債、少数株主持分及び資本の部合計 17,861,005 16,704,021
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■連結損益計算書
（単位：百万円）

科 目
平成12年度

（平成12年4月1日から
平成13年3月31日まで）

平成13年度

（平成13年4月1日から
平成14年3月31日まで）

経常収益 875,208 715,867
信託報酬 95,807 80,421
資金運用収益 346,568 329,927
貸出金利息 149,747 139,336
有価証券利息配当金 149,474 175,122
コールローン利息及び買入手形利息 2,459 1,960
買現先利息 － 202
預け金利息 23,533 8,703
その他の受入利息 21,353 4,601
役務取引等収益 49,767 61,041
特定取引収益 10,569 5,354
その他業務収益 218,280 192,192
その他経常収益 154,215 46,930

経常費用 796,930 772,631
資金調達費用 275,270 225,083
預金利息 87,078 74,389
譲渡性預金利息 3,383 2,236
コールマネー利息及び売渡手形利息 497 1,085
売現先利息 － 43,465
借用金利息 7,709 5,358
社債利息 9,384 8,098
転換社債利息 89 34
その他の支払利息 167,126 90,414
役務取引等費用 17,881 24,668
特定取引費用 34 655
その他業務費用 175,256 151,112
営業経費 138,088 134,857
その他経常費用 190,400 236,253
貸倒引当金繰入額 48,916 56,879
その他の経常費用 141,484 179,374

経常利益（△は経常損失） 78,277 △56,764
特別利益 21,480 8,434

動産不動産処分益 425 4,750
償却債権取立益 3,373 3,684
その他の特別利益 17,680 －

特別損失 9,835 8,140
動産不動産処分損 3,274 2,500
その他の特別損失 6,561 5,640

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失） 89,922 △56,470
法人税、住民税及び事業税 4,368 4,543
法人税等調整額 40,562 △22,516
少数株主利益 3,973 3,983
当期純利益（△は当期純損失） 41,017 △42,480

■連結剰余金計算書
（単位：百万円）

科 目
平成12年度

（平成12年4月1日から
平成13年3月31日まで）

平成13年度

（平成13年4月1日から
平成14年3月31日まで）

連結剰余金期首残高 192,475 225,110
連結剰余金増加高 2,477 17,856

再評価差額金取崩額 2,477 17,856
連結剰余金減少高 10,860 5,451

配当金 10,860 5,451
当期純利益（△は当期純損失） 41,017 △42,480
連結剰余金期末残高 225,110 195,034
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連結財務諸表

■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

科 目 平成12年度（平成12年4 月1 日から
平成13年3月31日まで）平成13年度（平成13年4 月1 日から

平成14年3月31日まで）
� 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失） 89,922 △56,470
減 価 償 却 費 7,920 7,100
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △935 △553
持 分 法 に よ る 投 資 損 益（△） 64 8
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 △161,262 40,704
投 資 損 失 引 当 金 の 増 加 額 7 △7
債 権 売 却 損 失 引 当 金 の 増 加 額 △2,623 △3,128
特 定 債 務 者 支 援 引 当 金 の 増 加 額 △18,203 －
賞 与 引 当 金 の 増 加 額 － 4,752
退 職 給 与 引 当 金 の 増 加 額 △18,281 －
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 1,665 1,048
資 金 運 用 収 益 △346,568 △329,927
資 金 調 達 費 用 275,270 225,083
有 価 証 券 関 係 損 益（△） △116,994 70,147
金 銭 の 信 託 の 運 用 損 益（△） 3,049 122
為 替 差 損 益（△） △98,995 △225,442
動 産 不 動 産 処 分 損 益（△） 2,848 △2,249
特 定 取 引 資 産 の 純 増 （△） 減 △186,374 124,741
特 定 取 引 負 債 の 純 増 減（△） 67,690 3,976
貸 出 金 の 純 増 （△） 減 △453,487 △768,949
預 金 の 純 増 減（△） 1,278,292 452,011
譲 渡 性 預 金 の 純 増 減（△） △252,357 629,237
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △13,010 59,738
預 け 金 （ 日 銀 預 け 金 を 除 く ） の 純 増（△）減 150,177 274,416
コ ー ル ロ ー ン 等 の 純 増 （△） 減 362,700 △41,607
債 券 借 入 取 引 担 保 金 の 純 増 （△） 減 43,317 1,306
コ ー ル マ ネ ー 等 の 純 増 減（△） 304,997 1,137,921
債 券 貸 付 取 引 担 保 金 の 純 増 減（△） 1,311,017 △1,421,772
外 国 為 替 （ 資 産 ） の 純 増 （△） 減 75,880 9,683
外 国 為 替 （ 負 債 ） の 純 増 減（△） 3,396 △3,021
普 通 社 債 の 発 行 ・ 償 還 に よ る 純 増 減（△） △512 －
信 託 勘 定 借 の 純 増 減（△） △928,946 △909,405
資 金 運 用 に よ る 収 入 396,299 339,903
資 金 調 達 に よ る 支 出 △312,499 △241,643
そ の 他 106,337 △301,455

小 計 1,569,803 △923,729
法 人 税 等 の 支 払 額 △1,926 △4,929
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 1,567,876 △928,658

� 投資活動によるキャッシュ・フロー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △17,891,821 △8,104,083
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 13,767,044 8,516,275
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 2,615,201 877,043
金 銭 の 信 託 の 増 加 に よ る 支 出 △42,600 －
金 銭 の 信 託 の 減 少 に よ る 収 入 29,483 15,811
動 産 不 動 産 の 取 得 に よ る 支 出 △5,716 △10,401
動 産 不 動 産 の 売 却 に よ る 収 入 6,814 39,339
連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得による支出 △159 －
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による支出 － △2,051
そ の 他 の 収 入 25,000 －
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △1,496,753 1,331,933

� 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣 後 特 約 付 借 入 に よ る 収 入 － 35,000
劣後特約付社債 ・ 転 換 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 63,200 49,604
劣後特約付社債 ・ 転 換 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △51,917 △60,767
少 数 株 主 か ら の 払 込 に よ る 収 入 462 －
配 当 金 支 払 額 △10,852 △5,446
少 数 株 主 へ の 配 当 金 支 払 額 △2,866 △2,869
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △2,053 △2,053
そ の 他 2 △9
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △4,025 13,457

� 現金及び現金同等物に係る換算差額 2,203 7,553
� 現金及び現金同等物の増加額 69,301 424,286
� 現金及び現金同等物の期首残高 170,927 240,229
� 現金及び現金同等物の期末残高 240,229 664,515
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■連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成１３年度）

１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社 ２０社
そのうち主要な連結子会社は、住信住宅販売株式会社、住信アセットマネ
ジメント株式会社、Sumitomo Trust and Banking Co. (U.S.A.)、The Su-
mitomo Trust Finance (H.K.) Ltd.であります。なお、アイ・ジー・エフ株式
会社とスミトモ・トラスト・インターナショナル・ピーエルシーの２社は清算によ
り、連結の範囲から除外しております。また、住信リース株式会社は、株式の
一部売却により持分法適用の関連会社となったため、連結の範囲から除
外しておりますが、損益計算書については連結しております。

（２）非連結子会社
主要な会社名
アイ・ジー・エフ株式会社
非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及
び剰余金（持分に見合う額）からみて、連結の範囲から除いても企業集団
の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要
性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用の非連結子会社
該当ありません。

（２）持分法適用の関連会社 ４社
主要な会社名
住信リース株式会社
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
ビジネクスト株式会社
なお、住信リース株式会社は、平成１３年度から持分法の対象としております。

（３）持分法非適用の非連結子会社及び関連会社
主要な会社名
宝栄興産株式会社
OIF（PANAMA）S.A.
持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見
合う額）及び剰余金（持分に見合う額）からみて、持分法の対象から除い
ても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除い
ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
（１）連結子会社の決算日は次のとおりであります。
１２月末日 ８社
１月末日 １社
３月末日 １１社

（２）連結子会社は、それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。
連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、必要
な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
（１）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
当社の金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係
る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下
「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結
貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、
当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取
引費用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等
については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の
派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により
行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、平成１３年度中の
受払利息等に、有価証券、金銭債権等については平成１２年度末と平成１３
年度末における評価損益の増減額を、派生商品については平成１２年度
末と平成１３年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加え
ております。

（２）有価証券の評価基準及び評価方法
� 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式及び
関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券のうち時価のある株式については、連結決算日前一ヵ月間の市場
価格の平均に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により
算定）、株式以外の時価のあるものについては連結決算日の市場価
格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、
時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法
により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、
全部資本直入法により処理しております。

� 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行ってお
ります。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行
っております。

（４）減価償却の方法

� 動産不動産
当社の動産不動産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得し
た建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ３年～６０年
動 産 ２年～２０年

連結子会社の動産不動産については、主として定率法により償却しております。
� ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社で定める利用
可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しております。

（５）貸倒引当金の計上基準
当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒
償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会
銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注
意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一
定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引
当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額のうち必要と認める額を引当てております。破綻先債権及び実質破
綻先債権に相当する債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その
残額を引当てております。なお、特定海外債権については、対象国の政治
経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租
税特別措置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を含む）として引当
てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び審査各部
が資産査定を実施し、当該部署から独立したリスク管理部が査定結果を
監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
連結子会社の貸倒引当金は、主として当社と同様の償却・引当基準に則
り、計上しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控
除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その
金額は２８１，８５７百万円であります。

（６）賞与引当金の計上基準
従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見
込額のうち、平成１３年度に帰属する額を計上しております。

（７）退職給付引当金の計上基準
従業員の退職給付に備えるため、平成１３年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のと
おりであります。
過去勤務債務
その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）
による定額法により費用処理
数理計算上の差異
各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理

会計基準変更時差異（１７，５０３百万円）については、主として５年による按
分額を費用処理しております。
なお、平成１３年度において当社の退職給付制度を改定しており、これに伴
い、会計基準変更時差異の一部を一括処理しております。

（８）債権売却損失引当金の計上基準
株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値
を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見積り、必要と認められる金
額を計上しております。なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引
当金であります。

（９）外貨建資産・負債の換算基準
当社の外貨建資産・負債及び海外支店勘定については、主として連結決
算日の為替相場による円換算額を付しております。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為
替相場により換算しております。

（１０）リース取引の処理方法
当社及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認
められるもの以外のファイナンス・リース取引については通常の賃貸借取引
に準じた会計処理によっております。

（１１）重要なヘッジ会計の方法
当社のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債か
ら生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する、「マクロ
ヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準
適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第１５号）に定められたリスク調整アプローチに
よるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、リ
スク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となる
デリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺され
ているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、個別取引毎の繰延ヘッジを行ってお
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連結財務諸表

ります。
（１２）消費税等の会計処理
当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税
抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等
は主として平成13年度の費用に計上しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用
しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、その個別案件ごとに判断し、２０年以内
の合理的な年数で償却しております。ただし、重要性に乏しいものについ
ては、発生会計年度に全額償却しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づ
いて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、当社については連
結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金および日本銀行への預け金
であります。連結子会社については連結貸借対照表上の「現金預け金」で
あります。

（追加情報）
�金融商品会計
金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日））の適用に伴い、平成13年
度から次のとおり処理しております。

（１）現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、「買現先勘定」
及び「売現先勘定」に資金取引として処理しております。

（２）現金担保付債券貸借取引につきましては、従来、現金を担保とする債券
貸借取引として処理しておりましたが、有価証券を担保とする資金取引と
して処理しております。
また、従来受け入れた有価証券を会計処理しておりましたが、これを注記
することと致しました。なお、平成13年度末においては注記の対象となる有
価証券はありません。

（３）その他有価証券を時価評価することにより生じる評価差額に税効果を勘
案した額を「その他有価証券評価差額金」として計上しております。この結
果、有価証券が９３，４３２百万円減少し、評価差額が△５７，０２２百万円計上
されております。
�外貨建取引等会計基準
当社は、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合
の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協会平成１２年４月１０日）に
基づき、「新外為経理基準」を適用しておりましたが、平成１３年度から、「銀
行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査
上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）が
適用される処理を除き、改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建
取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会平成１１
年１０月２２日））を適用しております。
この結果、従来の方法によった場合と比較して、その他資産は３，０４４百万
円増加し、その他負債は３６百万円減少しております。また、経常損失及び
税金等調整前当期純損失はそれぞれ３，０８０百万円減少しております。
外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、
日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号に基づき、事前にヘ
ッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券に
ついて外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条
件として時価ヘッジを適用しております。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第２０号に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の連結
決算日の為替相場による正味の円換算額を連結貸借対照表に計上し、
異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済
日の属する期から先物外国為替取引の決済日の属する期までの期間に
わたり発生主義により連結損益計算書に計上するとともに、連結決算日の
未収収益又は未払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは異なる通貨での資金調達・運用を動機と
して行われ、当該資金の調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替
又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払を受け
るべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先
物売為替とした為替スワップ取引であります。
異なる通貨での資金調達・運用を動機とし、契約締結時における元本相
当額の支払額又は受取額と通貨スワップ契約満了時における元本相当
額の受取額又は支払額が同額で、かつ、元本部分と金利部分に適用され
るスワップレートが合理的なレートである直先フラット型の通貨スワップ取引
（利息相当額の支払日ごとにその時点の実勢為替相場を反映して一方
の通貨の元本相当額を更改し、かつ、各利払期間ごとに直先フラットであ
る通貨スワップ取引を含む）については、日本公認会計士協会業種別監
査委員会報告第２０号に基づき、債権元本相当額及び債務元本相当額の
連結決算日の為替相場による正味の円換算額を連結貸借対照表に計上
し、交換利息相当額はその期間にわたり発生主義により連結損益計算書
に計上するとともに、連結決算日の未収収益又は未払費用を計上しており

ます。
�連結貸借対照表
従業員賞与の未払計上額については、従来「その他負債」中の未払費用
に計上しておりましたが、「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目
について」（日本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報NO１５）によ
り、平成１３年度から「賞与引当金」として表示しております。この変更により、
「その他負債」中の未払費用が４，７５２百万円減少し、賞与引当金が同額
増加しております。

�利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税は、「その他
の経常費用」として計上しております。
なお、東京都に係る事業税の課税標準については、「東京都における銀行
業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年４
月１日東京都条例第１４５号）（以下都条例）が施行されたことに伴い、従
来の所得から業務粗利益に変更になりました。平成１２年１０月１８日、当社
は、東京都及び東京都知事を被告として、都条例の無効確認等を求めて
東京地方裁判所に提訴し、平成１４年３月２６日、東京地方裁判所は、都条
例が違法無効であることを理由として、誤納金２，２６４百万円及び損害賠
償金１００百万円の請求を認める判決を言い渡しましたが、３月２９日、東京
都は判決を不服として、東京高等裁判所に控訴しております。
このように当社は都条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟におい
て主張して係争中であり、平成１３年度における会計処理についても、平成
１２年度と同様に東京都に係る事業税を都条例に基づく外形標準課税基
準による事業税として処理しているものの、これは現時点では従来の会計
処理を継続適用することが適当であると判断されるためであり、都条例を
合憲・適法なものと認めたということではありません。上記条例施行に伴い、
東京都に係る事業税については、平成１２年度が２，２６５百万円、平成１３年
度が２，３１５百万円を「その他の経常費用」に計上しており、所得が課税標
準である場合に比べ経常利益はそれぞれ同額減少しております。また、当
該事業税は税効果会計の計算に含められる税金でないため、所得が課
税標準である場合に比べ、「繰延税金資産」は１１，５７９百万円減少しまし
た。また、「再評価に係る繰延税金負債」及び「その他有価証券評価差額
金」は、それぞれ１７１百万円、１，６９１百万円減少し、「再評価差額金」は１７１
百万円増加しております。
また、大阪府に係る事業税の課税標準についても、「大阪府における銀行
業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年６
月９日大阪府条例第１３１号）（以下府条例）が施行されたことに伴い、従
来の所得から業務粗利益に変更になりました。平成１４年４月４日に、当
社は、大阪府及び大阪府知事を被告として、府条例の無効確認等を求め
て大阪地方裁判所に提訴しました。
このように当社は府条例が違憲・違法であると考え、その旨を訴訟におい
て主張して係争中であり、平成１３年度における会計処理についても、大阪
府に係る事業税を府条例に基づく外形標準課税基準による事業税として
処理しているものの、これは現時点では東京都と同様の会計処理を適用
することが適当であると判断されるためであり、府条例を合憲・適法なもの
と認めたということではありません。上記条例施行に伴い、大阪府に係る事
業税については、１，５８４百万円を「その他の経常費用」に計上しており、所
得が課税標準である場合に比べ経常利益はそれぞれ同額減少しており
ます。また、当該事業税は税効果会計の計算に含められる税金でないた
め、所得が課税標準である場合に比べ、「繰延税金資産」は８，３１６百万円
減少しました。また、「再評価に係る繰延税金負債」及び「その他有価証券
評価差額金」は、それぞれ１２３百万円、１，２１４百万円減少し、「再評価差
額金」は１２３百万円増加しております。なお、大阪府に係る事業税について
は、平成１４年５月３０日に上記府条例の「一部を改正する条例」（平成１４
年大阪府条例第７７号）（以下改正府条例）が施行されたことにより、府条
例による課税標準等の特例が平成１４年４月１日以後開始する事業年度
より適用されることとなりました。これにより、平成１３年度に係る大阪府に対
する事業税については、改正府条例附則２の適用を受け、当社の場合、
外形標準課税基準と所得基準のうち低い額となる、所得を課税標準として
計算される額を申告・納付する予定であります。ただし、この申告・納付に
よって、府条例ならびに改正府条例を合憲・適法なものと認めたということ
ではありません。

■注記事項（平成１３年度）
（連結貸借対照表関係）
１．有価証券には非連結子会社及び関連会社の株式２７，００５百万円が含ま
れております。

２．貸出金のうち、破綻先債権額は１３，４０１百万円、延滞債権額は３９４，５６３
百万円であります。ただし、上記債権額のうち、最終処理につながる措置
である株式会社整理回収機構への管理信託方式による処理分は７４４百
万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続し
ていることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込み
がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った
部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施
行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げ
る事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予
した貸出金以外の貸出金であります。

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は４，９９０百万円であります。
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なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の
翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に
該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１４６，０１４百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを
目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄
その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延
滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は５５８，９７０百万円であります。
なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、３２，１５１百万円であります。
７．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 ２７２，７１３百万円
有価証券 ２，４８５，８４２百万円
貸出金 ３６５，４６０百万円

担保資産に対応する債務
預金 １，３４３百万円
コールマネー及び売渡手形 ５２７，５１２百万円
売現先勘定 ９２８，４０７百万円
債券貸付取引担保金 ８７６，７５７百万円

上記のほか、為替決済の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、
有価証券３９５，２０７百万円を差し入れております。
また、動産不動産のうち保証金権利金は２１，９８４百万円、その他資産のう
ち先物取引差入証拠金は１１，９１３百万円、デリバティブ取引の差入担保
金は４，４８０百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融
資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反
がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は、２，５４２，７９９百万円でありま
す。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で
取消可能なものが２，３３５，２４５百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当社及び連結子会社の将来のキャ
ッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当社
及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額
の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約
後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、
必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

９．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失としてそ
の他資産に含めて計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損
失の総額は２５９，４３５百万円、繰延ヘッジ利益の総額は２０４，０１６百万円で
あります。

１０．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布 法律第３４号）に
基づき、当社の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当
該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負
債の部に計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部
に計上しております。
再評価を行った年月日 平成１１年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布 政
令第１１９号）第２条第１号に定める標準地の公示価格及び同条第
４号に定める路線価に基づいて、合理的な調整を行って算出して
おります。
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の平成１３年度末
における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の
合計額との差額 ７，１８６百万円

１１．動産不動産の減価償却累計額 １０１，９６６百万円
１２．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付さ
れた劣後特約付借入金９５，０００百万円が含まれております。

１３．社債は、劣後特約付社債２６８，９９８百万円及び永久劣後特約付社債
１６４，５００百万円であります。

１４．転換社債は連結子会社の発行する交換劣後特約付社債であります。
１５．当社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、合同運用指
定金銭信託９１３，５４４百万円、貸付信託３，１５４，２４０百万円であります。

（連結損益計算書関係）
１．その他の特別損失は、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の
費用処理額３，９４８百万円、子会社の整理損１，６９１百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

（単位 百万円）
平成１４年３月３１日現在
現金預け金勘定 ８３５，１９３
当社の預け金（日銀預け金を除く） △１７０，６７７
現金及び現金同等物 ６６４，５１５

２．株式の一部売却により連結子会社でなくなった住信リース株式会社の連
結除外時における資産及び負債の主な内訳は次のとおりであります。
資産 ３７７，０７５
（うち、その他資産） （２５６，４９０）
負債 ３６８，４４６
（うち、借用金） （３２１，６１４）
３．重要な非資金取引の内容
転換社債の転換
転換社債の転換による資本金増加額 ６７
転換社債の転換による資本準備金増加額 ６７
転換による転換社債減少額 １３５

（リース取引関係）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引
（借手側）
�リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末
残高相当額
取得価額相当額
動産 その他 合計

４，５４０百万円 －百万円 ４，５４０百万円
減価償却累計額相当額
動産 その他 合計

３，５１６百万円 －百万円 ３，５１６百万円
年度末残高相当額
動産 その他 合計

１，０２３百万円 －百万円 １，０２３百万円
（注）取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高が有形固定資産

の年度末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっ
ております。

�未経過リース料年度末残高相当額
１年内 １年超 合計
５７２百万円 ４５１百万円 １，０２３百万円

（注）未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リース料年度末残
高が有形固定資産の年度末残高等に占める割合が低いため、支
払利子込み法によっております。

	支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 ７４百万円
減価償却費相当額 ７３７百万円


減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（貸手側）
リース業を営む住信リース株式会社は、株式の一部売却により、持分法
適用の関連会社となったため、連結の範囲から除外しております。この
ため、平成13年度における貸手側の記載事項はありません。

２．オペレーティング・リース取引
（借手側）
・未経過リース料
１年内 １年超 合計
２，４１７百万円 ２１，７５８百万円 ２４，１７５百万円

（税効果会計関係）
�繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（ア）繰延税金資産
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 １２４，６３５百万円
（貸出金償却含む）
有価証券償却有税分 ５６，４３６百万円
その他有価証券評価差額金 ３６，４１６百万円
税務上の繰越欠損金 ３１，５６９百万円
その他 １５，６０６百万円
繰延税金資産小計 ２６４，６６３百万円
評価性引当額 △７，２１５百万円
繰延税金資産合計 ２５７，４４８百万円
繰延税金負債
その他 △７，０８２百万円
繰延税金資産の純額 ２５０，３６５百万円

（イ）繰延税金負債
繰延税金負債
その他 ４５百万円
繰延税金負債の純額 ４５百万円

�連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人
税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
税引前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

（注）当社の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結剰余金計算書、連結キャッシュフロー計算書及び連結附
属明細表については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、
朝日監査法人の監査証明を受けています。前掲の連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュフロ
ー計算書は、上記の連結財務諸表に基づいて作成しています。
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連結財務諸表

（注）１．事業の種類の区分は連結会社の主たる事業の内容により区分しております。
２．各事業の主な内容
�銀行信託事業…信託銀行業及びその付随業務、従属業務
�金融関連事業…クレジットカード業、リース業等

なお、住信リース株式会社は、平成１３年度において株式の一部売却により持分法適用の関連会社となりました。これに伴い、損益計算書については連結しておりますが、「資産」、「減価償却費」、「資本的
支出」の各項目には含めておりません。
３．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
４．資本的支出にはシステム関連投資等を含んでおります。
5．会計処理基準等の変更
（平成１２年度）
�退職給付会計
平成１２年度から退職給付に係る会計基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「銀行信託事業」について経常費用は８５５百万円減少、経常利益は同額増加、「金融関
連事業」について経常費用は５百万円増加、経常利益は同額減少しております。
�金融商品会計
平成１２年度から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券及びデリバティブ取引の評価の方法、ヘッジ会計の方法等について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、
「銀行信託事業」について経常収益は２３０，６８９百万円減少、経常費用は２２３，４３７百万円減少、経常利益は７，２５２百万円減少、資産は３１２，８２６百万円増加、「金融関連事業」について経常収益は
１３５百万円減少、経常費用は４５３百万円増加、経常利益は５８９百万円減少、資産は９０５百万円増加しております。
�東京都の外形標準課税に係る事業税
利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税は、「その他の経常費用」として計上しております。なお、当社の東京都に係る事業税については、従来、「法人税、住民税及び事業税」に
計上しておりましたが、「東京都における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年東京都条例第１４５号）が平成１２年４月１日に施行されたことに伴い、平成１２年度よ
り、「銀行信託事業」の経常費用として２，２６５百万円計上しております。

（平成１３年度）
�金融商品会計
平成１３年度から、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「銀行信託事業」について資産は９３，４４４百万円減少、「金融関
連事業」について資産は１１百万円増加しております。
�外貨建取引等会計
平成１３年度から、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）が適用される処理を除き、改訂
後の外貨建取引等会計処理基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「銀行信託事業」について資産は３，０４４百万円増加し、経常利益は３，０８０百万円増加しておりま
す。

■連結決算セグメント情報

（単位：百万円）

平成13年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）
銀行信託事業 金融関連事業 計 消去又は全社 連 結

経常収益
外部顧客に対する経常収益 587,928 127,938 715,867 － 715,867
セグメント間の内部経常収益 4,589 2,250 6,839 （ 6,839） －

計 592,518 130,188 722,707 （ 6,839） 715,867
経常費用 649,627 127,642 777,270 （ 4,639） 772,631
経常利益（△は経常損失） △57,109 2,546 △54,563 （ 2,200） △56,764
資産 16,694,382 33,441 16,727,824 （ 23,802） 16,704,021
減価償却費 9,545 149 9,694 － 9,694
資本的支出 17,335 359 17,694 － 17,694

事業の種類別セグメント情報
（単位：百万円）

平成12年度（平成12年4月1日から平成13年3月31日まで）
銀行信託事業 金融関連事業 計 消去又は全社 連 結

経常収益
外部顧客に対する経常収益 734,576 140,631 875,208

15,205
－ 875,208

－セグメント間の内部経常収益 4,405 10,799 （ 15,205）
計 738,982 151,431 890,413 （ 15,205） 875,208
経常費用 661,631 149,334 810,965 （ 14,035） 796,930
経常利益 77,350 2,097 79,447 （ 1,169） 78,277
資産 17,504,579 873,633 18,378,213 （517,207） 17,861,005
減価償却費 9,182 90,876 100,059 － 100,059
資本的支出 12,699 112,920 125,619 － 125,619
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（注）１．当社の本支店及び連結子会社について、地理的近接度、経済活動の類似性、事業活動の相互関連性等を考慮して国内と地域ごとに区分の上、一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞ
れ経常収益及び経常利益を記載しております。

２．「米州」には米国等が属しております。「欧州」には英国等が属しております。「アジア・オセアニア」にはシンガポール等が属しております。なお、「日本」については、住信リース株式会社は、平成１３年度に
おいて株式の一部売却により持分法適用の関連会社となりました。これに伴い、損益計算書については連結しておりますが、「資産」には含めておりません。

３．会計処理基準等の変更
（平成１２年度）
�退職給付会計
平成１２年度から退職給付に係る会計基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「日本」について経常費用は８４９百万円減少、経常利益は同額増加しております。
�金融商品会計
平成１２年度から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券及びデリバティブ取引の評価の方法、ヘッジ会計の方法等について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較し
て、「日本」について経常収益は１２９，７６９百万円減少、経常費用は１２１，５４７百万円減少、経常利益は８，２２１百万円減少、資産は２４１，０５３百万円増加、「米州」について経常収益は４８，８１５百万円
減少、経常費用は４８，８４５百万円減少、経常利益は２９百万円増加、資産は１７，４６５百万円増加、「欧州」について経常収益は４９，９８５百万円減少、経常費用は５０，３８２百万円減少、経常利益は３９７
百万円増加、資産は４８，４６８百万円増加、「アジア・オセアニア」について経常収益は２，２５４百万円減少、経常費用は２，２０７百万円減少、経常利益は４７百万円減少、資産は６，７４４百万円増加してお
ります。
�東京都の外形標準課税に係る事業税
利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税は、「その他の経常費用」として計上しております。なお、当社の東京都に係る事業税については、従来、「法人税、住民税及び事業税」
に計上しておりましたが、「東京都における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成１２年東京都条例第１４５号）が平成１２年４月１日に施行されたことに伴い、平成１２年
度より、「日本」の経常費用として２，２６５百万円計上しております。

（平成１３年度）
�金融商品会計
平成１３年度から、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「日本」について資産は８３，６９４百万円減少、「米州」について
資産は６，８９４百万円減少、「欧州」について資産は６，３６７百万円減少、「アジア・オセアニア」について資産は３，５２４百万円増加しております。
�外貨建取引等会計
平成１３年度から、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）が適用される処理を除き、改
訂後の外貨建取引等会計処理基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「日本」について資産は３，０４４百万円増加し、経常利益は３，０８０百万円増加しております。

（注）１．一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しております。
２．海外経常収益は、当社の海外店取引、並びに海外連結子会社の取引に係る経常収益（ただし、連結会社間の内部経常収益を除く）で、こうした膨大な取引を相手先別に区分していないため、国又は
地域毎のセグメント情報は記載しておりません。
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（単位：百万円）

平成13年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）
日 本 米 州 欧 州 アジア・オセアニア 計 消去又は全社 連 結

経常収益
外部顧客に対する経常収益 567,924 75,261 53,074 19,607 715,867 － 715,867
セグメント間の内部経常収益 11,783 20,778 11,279 15,247 59,088（ 59,088） －

計 579,707 96,039 64,354 34,854 774,956（ 59,088） 715,867
経常費用 644,801 86,488 65,587 30,149 827,027（ 54,396） 772,631
経常利益（△は経常損失） △65,094 9,550 △1,233 4,705 △52,071（ 4,692） △56,764
資産 16,042,098 1,201,039 898,660 843,023 18,984,822（2,280,801）16,704,021

所在地別セグメント情報
（単位：百万円）

平成12年度（平成12年4月1日から平成13年3月31日まで）
日 本 米 州 欧 州 アジア・オセアニア 計 消去又は全社 連 結

経常収益
外部顧客に対する経常収益 737,916 65,854 48,786 22,651 875,208 － 875,208
セグメント間の内部経常収益 14,312 58,404 4,940 11,039 88,697（ 88,697） －

計 752,228 124,258 53,727 33,690 963,905（ 88,697） 875,208
経常費用 677,734 119,981 52,014 29,668 879,398（ 82,468） 796,930
経常利益 74,493 4,277 1,713 4,022 84,506（ 6,228） 78,277
資産 16,679,942 2,843,759 1,162,742 948,031 21,634,476（3,773,470）17,861,005

海外経常収益
（単位：百万円）

平成12年度（平成12年4月1日から平成13年3月31日まで） 平成13年度（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）

海外経常収益 137,292 147,943
連結経常収益 875,208 715,867
海外経常収益の
連結経常収益に占める割合 15.7% 20.6%
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損益の状況

（注）1. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めています。
（以下の各表も同様です。）
2. 資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（平成12年度436百万円、平成13年度369百万円）を控除して表示しています。
3. 資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息です。

4. 業務粗利益率=
業 務 粗 利 益
資金運用勘定平均残高

×100

■業務粗利益
（単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

信託報酬 95,807 － 95,807 80,421 － 80,421

資金運用収益 157,358 192,453
2,327

347,484 138,827 192,840
2,135

329,532

資金調達費用 71,643 199,756
2,327

269,073 56,394 167,245
2,135

221,504
資金運用収支 85,715 △7,303 78,411 82,433 25,594 108,027

役務取引等収益 33,902 1,769 35,672 43,233 2,113 45,346
役務取引等費用 9,404 4,726 14,130 18,208 4,913 23,121

役務取引等収支 24,498 △2,956 21,541 25,025 △2,800 22,225
特定取引収益 5,058 2,157 7,215 3,063 2,290 5,354
特定取引費用 208 △153 54 152 503 655

特定取引収支 4,850 2,310 7,161 2,911 1,787 4,698
その他業務収益 37,316 54,610 91,927 10,979 62,791 73,771
その他業務費用 25,439 30,819 56,259 8,252 33,122 41,374

その他業務収支 11,876 23,791 35,668 2,727 29,669 32,396
業務粗利益 222,748 15,841 238,589 193,518 54,251 247,770
業務粗利益率 1.93% 0.47% 1.65% 1.69% 1.33% 1.67%
業務純益 91,556 120,052
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（注）1.資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成12年度63,461百万円、平成13年度83,035百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（平成12年度67,416百万円、平成13年度
74,993百万円）及び利息（平成12年度436百万円、平成13年度369百万円）を、それぞれ控除して表示しています。
2.（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）です。

（注）1. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成12年度2,548百万円、平成13年度2,266百万円）を、それぞれ控除して表示しています。
2.（ ）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）です。
3. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は日次カレント方式（日 の々TT仲値を当日のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しています。

■資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り

国内業務部門 （単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
平均残高 利 息 利回り 平均残高 利 息 利回り

資金運用勘定（A） （458,692）
11,515,492

（2,327）
157,358 1.36%

（732,406）
11,425,956

（2,135）
138,827 1.21%

うち貸出金 7,090,618 106,939 1.50 7,747,527 107,707 1.39
うち有価証券 3,786,212 47,479 1.25 2,866,352 28,546 0.99
うちコールローン 55,960 120 0.21 24,989 1 0.00
うち買入手形 101,291 210 0.20 24,932 4 0.01
うち預け金 57 0 0.07 53 0 0.01

資金調達勘定（B） 11,077,434 71,643 0.64 11,441,242 56,394 0.49
うち預金 6,228,611 29,732 0.47 6,180,043 20,917 0.33
うち譲渡性預金 500,255 1,286 0.25 1,527,538 734 0.04
うちコールマネー 152,890 260 0.17 172,425 40 0.02
うち売渡手形 96,982 220 0.22 245,808 55 0.02
うちコマーシャル・ペーパー － － － － － －
うち借用金 178,593 2,609 1.46 113,996 1,923 1.68

利鞘（A）－（B） 0.72 0.72

国際業務部門 （単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
平均残高 利 息 利回り 平均残高 利 息 利回り

資金運用勘定（A） 3,342,497 192,453 5.75% 4,059,893 192,840 4.74%
うち貸出金 754,381 42,413 5.62 742,969 30,961 4.16
うち有価証券 1,789,100 104,807 5.85 2,950,681 148,277 5.02
うちコールローン 9,784 618 6.31 18,041 520 2.88
うち買入手形 － － － － － －
うち預け金 609,911 22,763 3.73 302,600 8,708 2.87

資金調達勘定（B） （458,692）
3,424,315

（2,327）
199,756 5.83 （732,406）

4,016,806
（2,135）
167,245 4.16

うち預金 1,080,446 56,239 5.20 1,456,722 52,159 3.58
うち譲渡性預金 23,574 1,532 6.49 44,395 1,439 3.24
うちコールマネー 60 3 6.56 33,402 972 2.91
うち売渡手形 － － － － － －
うちコマーシャル・ペーパー － － － － － －
うち借用金 335,663 9,161 2.72 339,084 7,484 2.20

利鞘（A）－（B） △0.07 0.58
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損益の状況

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含めて表示しています。

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減に含めて表示しています。

■受取・支払利息の分析

国内業務部門 （単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 8,009 △54,296 △46,286 △1,087 △17,443 △18,531
うち貸出金 11,336 △1,010 10,326 9,132 △8,364 768
うち有価証券 1,764 △11,924 △10,160 △9,161 △9,771 △18,932
うちコールローン △102 35 △66 △1 △117 △119
うち買入手形 △31 159 128 △14 △192 △206
うち預け金 0 0 0 0 0 0

支払利息 6,375 △55,734 △49,358 1,793 △17,042 △15,249
うち預金 4,943 1,618 6,561 △164 △8,650 △8,815
うち譲渡性預金 △363 290 △72 493 △1,046 △552
うちコールマネー 20 129 149 4 △225 △220
うち売渡手形 8 210 219 33 △198 △164
うちコマーシャル・ペーパー － － － － － －
うち借用金 △554 476 △78 △943 257 △685

国際業務部門 （単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

受取利息 108,064 △105,305 2,759 34,075 △33,688 386
うち貸出金 △4,461 7,585 3,123 △475 △10,977 △11,452
うち有価証券 71,958 △5,903 66,055 58,371 △14,902 43,469
うちコールローン △345 96 △249 238 △335 △97
うち買入手形 － － － － － －
うち預け金 △542 2,682 2,140 △8,844 △5,209 △14,054

支払利息 117,174 △91,179 25,995 24,669 △57,180 △32,511
うち預金 5,060 20,168 25,229 13,472 △17,553 △4,080
うち譲渡性預金 △451 124 △327 674 △767 △92
うちコールマネー △255 0 △254 970 △2 968
うち売渡手形 － － － － － －
うちコマーシャル・ペーパー － － － － － －
うち借用金 691 △41 649 75 △1,752 △1,677
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（注）内訳科目はそれぞれの収益と費用で相殺し、収益が上回った場合には収益欄に、費用が上回った場合には費用欄に、上回った純額を計上しています。

■役務取引の状況
（単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

役務取引等収益 33,902 1,769 35,672 43,233 2,113 45,346
うち信託関連業務 24,570 － 24,570 29,542 － 29,542
うち預金・貸出業務 2,019 611 2,630 4,106 879 4,985
うち為替業務 623 160 784 622 169 791
うち証券関連業務 3,153 － 3,153 4,294 － 4,294
うち代理業務 1,816 － 1,816 1,635 － 1,635
うち保護預り・貸金庫業務 634 － 634 714 － 714
うち保証業務 784 546 1,330 1,574 523 2,097

役務取引等費用 9,404 4,726 14,130 18,208 4,913 23,121
うち為替業務 271 30 302 279 26 305

■特定取引の状況
（単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

特定取引収益 5,058 2,157 7,215 3,063 2,290 5,354
うち商品有価証券収益 225 － 225 389 － 389
うち特定取引有価証券収益 － － － － － －
うち特定金融派生商品収益 4,219 2,157 6,376 2,346 2,290 4,637
うちその他の特定取引収益 614 － 614 327 － 327

特定取引費用 208 △153 54 152 503 655
うち商品有価証券費用 － － － － － －
うち特定取引有価証券費用 208 △153 54 152 503 655
うち特定金融派生商品費用 － － － － － －
うちその他の特定取引費用 － － － － － －

■その他業務利益の内訳
（単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

外国為替売買益 － 5,452 5,452 － 3,167 3,167
国債等債券売却損益 11,488 18,338 29,827 2,288 23,537 25,825
その他 388 － 388 438 2,964 3,402
合 計 11,876 23,791 35,668 2,727 29,669 32,396
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損益の状況

（注）1. 総資産経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益

総資産（除く支払承諾見返）平均残高
×100

2. 資本経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益
資本勘定平均残高

×100

3. 平成13年度は経常損失、当期純損失となったため、利益率はいずれも記載しておりません。

■営業経費の内訳
（単位：百万円）

科 目 平成12年度 平成13年度
給料・手当 43,745 41,635
退職給付費用 6,199 4,540
福利厚生費 6,373 6,132
減価償却費 8,527 8,768
土地建物機械賃借料 9,885 10,058
営繕費 718 698
消耗品費 1,800 1,331
給水光熱費 1,686 1,585
旅費 756 768
通信交通費 3,835 3,909
広告宣伝費 2,396 2,208
租税公課 5,222 5,334
その他 37,403 36,279
計 128,551 123,249

■利鞘
（単位：％）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

資金運用利回り（A） 1.36 5.75 2.41 1.21 4.74 2.23
資金調達利回り（B） 0.64 5.83 1.91 0.49 4.16 1.50
資金粗利鞘（A）－（B） 0.72 △0.08 0.50 0.72 △0.58 0.73

■利益率
（単位：％）

平成12年度 平成13年度
総資産経常利益率 0.46 －
資本経常利益率 10.12 －
総資産当期純利益率 0.27 －
資本当期純利益率 5.92 －
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有価証券の時価等、金銭の信託の時価等

� 満期保有目的の債券で時価のあるもの
平成13年 3 月31日
該当ありません。
平成14年 3 月31日
該当ありません。

� 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
平成13年 3 月31日
該当ありません。
平成14年 3 月31日
該当ありません。

� その他有価証券で時価のあるもの

（注）１．平成12年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて、時価評価を行っておりません。平成12年大蔵省令第8号附則第4項によるその他有価証券に係る貸借対照表計上額等を表
示しております。また、時価は、平成12年度末日における市場価格等に基づいております。
平成13年度における貸借対照表計上額は、株式については平成13年度末日前一ヵ月間の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、平成13年度末日における市
場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額（差額）」の内訳であります。
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■有価証券の時価等
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、「その他の特定取引資産」中のコ

マーシャル・ペーパーが含まれております。なお、平成12年度末、平成13年度末において満期保有目的の債券はありません。
� 売買目的有価証券

（単位：百万円）

種 類
平成13年3月31日 平成14年3月31日

貸借対照表計上額 平成12年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 平成13年度の損益に

含まれた評価差額
売買目的有価証券 355,348 △118 316,818 △40

（単位：百万円）

種 類
平成13年3月31日 平成14年3月31日

貸借対照
表計上額

時 価 差 額
取得原価又
は償却原価

貸借対照
表計上額

評価差額
う ち 益 う ち 損 う ち 益 う ち 損

株 式 1,245,310 1,272,379 27,069 142,910 115,841 995,096 943,869 △51,227 74,620 125,848

債 券 1,894,783 1,915,832 21,048 22,477 1,428 1,400,802 1,407,465 6,663 11,993 5,330

国 債 1,491,172 1,497,380 6,207 7,595 1,387 964,447 962,579 △1,867 2,637 4,505

地 方 債 66,686 70,224 3,537 3,540 2 92,110 94,652 2,541 2,861 320

社 債 336,924 348,227 11,303 11,341 38 344,244 350,234 5,989 6,494 504

そ の 他 3,130,238 3,143,248 13,010 31,995 18,985 2,488,806 2,439,684 △49,122 8,108 57,230

合 計 6,270,332 6,331,460 61,128 197,383 136,255 4,884,705 4,791,019 △93,686 94,723 188,409
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有価証券の時価等、金銭の信託の時価等

� 満期保有目的の債券のうち売却したもの
平成12年度（平成12年 4 月 1 日から平成13年 3 月31日まで）
該当ありません。
平成13年度（平成13年 4 月 1 日から平成14年 3 月31日まで）
該当ありません。

� 保有目的を変更した有価証券
平成12年度（平成12年 4 月 1 日から平成13年 3 月31日まで）
該当ありません。
平成13年度（平成13年 4 月 1 日から平成14年 3 月31日まで）
該当ありません。

� その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額
（単位：百万円）

種 類 平成13年3月31日 平成14年3月31日
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

債 券 460,469 531,888 856,909 45,516 402,509 492,751 475,730 36,523
国 債 420,622 316,822 708,210 45,516 355,172 231,397 339,486 36,523
地 方 債 1,993 8,330 56,362 － 903 42,429 51,319 －
社 債 37,853 206,735 92,335 － 46,434 218,924 84,925 －

そ の 他 240,041 1,654,331 1,233,208 89,481 171,479 637,386 1,500,825 213,866
合 計 700,510 2,186,220 2,090,117 134,998 573,989 1,130,138 1,976,556 250,389

� 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額
（単位：百万円）

種 類 平成13年3月31日 平成14年3月31日
子会社株式及び関連会社株式
子会社株式 35,375 24,617
関連会社株式 26,215 26,359

その他有価証券
非上場外国証券 80,304 101,589
貸付信託受益証券 79,735 77,860
非上場株式（店頭売買株式を除く） 51,867 46,452

� 平成12年度、平成13年度中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

種 類
平成12年度

（平成12年4月1日から平成13年3月31日まで）
平成13年度

（平成13年4月1日から平成14年3月31日まで）

売 却 額 売却益の合計額売却損の合計額 売 却 額 売却益の合計額売却損の合計額

その 他 有 価 証 券 13,761,538 170,656 22,752 8,532,814 89,550 52,031
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� 満期保有目的の金銭の信託
平成13年 3 月31日
該当ありません。
平成14年 3 月31日
該当ありません。

� その他の金銭の信託
平成13年 3 月31日
該当ありません。
平成14年 3 月31日
該当ありません。

■その他有価証券評価差額金（相当額）
平成12年度において、その他有価証券について時価評価を行った場合におけるその他有価証券評価差額金相当額の内
訳、及び平成13年度の貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。
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■金銭の信託の時価等
� 運用目的の金銭の信託

（単位：百万円）

種 類
平成13年3月31日 平成14年3月31日

貸借対照表計上額 平成12年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 平成13年度の損益に

含まれた評価差額
運用目的の金銭の信託 75,614 △544 59,665 △60

（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
評価差額（差額［時価－貸借対照表計上額］） 61,128 △93,426

その他有価証券 61,128 △93,426
（＋）繰延税金資産（相当額） △23,754 36,277
その他有価証券評価差額金（相当額） 37,373 △57,149
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デリバティブ取引等

■デリバティブ取引等

平成１３年度

１．デリバティブ取引の状況に関する事項
銀行法第１７条の２の規定に基づき、特定取引勘定（以下「ト

レーディング勘定」という。）を設置して、それ以外の勘定（以

下「バンキング勘定」という。）で行う取引と区分しております。

（１）取引の内容

�トレーディング勘定
金利、通貨及び債券の店頭または上場のデリバティブ取

引を行っております。具体的には、金利先物取引、金利先

物オプション取引、金利スワップ取引、金利先渡契約取

引、キャップ・フロア取引、スワップション取引、通貨スワップ

取引、通貨先物取引、為替予約取引、通貨オプション取

引、債券先物取引及び債券先物オプション取引等です。

�バンキング勘定
金利、通貨、株式及び債券の店頭または上場のデリバティ

ブ取引を行っております。具体的には、トレーディング勘定

で行う取引に加え、株式指数先物取引及び株式指数オプ

ション取引等です。

（２）取引の利用目的及び取引に対する取組方針

�トレーディング勘定
短期的な売買や市場間の価格差等を利用しての収益の

獲得、また、お客様からの金利変動に対するヘッジニーズ

等へ対応する目的でデリバティブ取引を利用しておりま

す。取組に関しては、バンキング勘定との区分経理を担保

するため、組織を分離しております。

�バンキング勘定
当社の市場リスクを回避する目的でデリバティブ取引を利

用しております。なお、主要なリスクである金利リスクについ

ては、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っており

ます。貸出金、預金等の多数の金融資産・負債から生じる

金利リスクを総体として管理する、マクロヘッジを実施して

おり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、一

部の資産・負債については、個別取引毎の繰延ヘッジを行

っております。マクロヘッジについては、リスク管理方針に定

められた許容リスク量の範囲内にリスク調節手段となるデ

リバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リス

クが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの

有効性を評価しております。

（３）取引に係るリスクの内容

デリバティブ取引に係るリスクとしては、主に取引対象物の

市場価格変動による市場リスク及び取引先の契約不履行

による信用リスクがあります。

市場リスクの主な要因は、金利の変動、為替の変動、株価

の変動及び債券相場の変動等が考えられます。単体ベー

スにおけるトレーディング勘定のバリュー・アット・リスク（信

頼区間９９％、保有期間１日）は最小１億８３百万円、最大

７億５８百万円、平均４億８百万円で推移し、平成１４年

３月末基準では４億７８百万円でありました。なお、価格変

動に対する時価の変動等が大きな取引（レバレッジの大き

な取引）は行っておりません。

信用リスクの主な要因は、取引相手先の信用の悪化が考

えられますが、店頭取引に関しては信用度に応じて相手

先毎に適切に管理しております。

なお、自己資本比率規制（国際統一基準）に基づき、カレン

トエクスポージャー方式を採用して算出した平成１４年３月

末基準における連結ベースの与信相当額は、以下の通りと

なっております。

・金利スワップ ４，２８３億１６百万円

・通貨スワップ ２４０億８９百万円

・先物外国為替 １，４１０億９５百万円

・金利オプション（買） ６３億１４百万円

・通貨オプション（買） ２０億６９百万円

・一括清算ネッティングに

よる信用リスク削減効果 △３，３５３億３５百万円

合計 ２，６６５億４９百万円

（４）取引に係るリスク管理体制

当社では、グローバルに業務を展開する金融機関として、

「国際標準」に適ったリスク管理体制の構築に取組んでい

ます。

市場リスクの運営・管理に関する意思決定については、機

動的かつ迅速な意思決定を行うために取締役をメンバー

としたＡＬＭ審議会を設置しております。ＡＬＭ審議会で

決定された基本方針のもと、独立したミドルオフィスである

リスク管理部が市場リスク・流動性リスクおよび損益の計

測・集計を行い、合わせてリスクリミットおよびロスリミットの

遵守状況を経営陣に直接報告しています。このようなリスク

管理を実効性あるものとするため、ミドルオフィス、後方事務

部門（バックオフィス）および市場性取引部門（フロントオフ

ィス）間において相互牽制体制を確立しています。また、業

務監査部による監査に加えて、外部監査人による定期的

監査を受けております。

信用リスクについては、取締役をメンバーとした投融資審

議会が、与信業務における基本方針を決定するとともに、

取引先の格付け、重要案件の審議等を行っております。与

信業務に関わる極度額や内部ルールを明確に定めており、

取引部署と審査部やリスク管理部、業務監査部との間の

相互牽制が有効に機能される体制を整えております。ま

た、当社のＡＬＭ審議会、投融資審議会では、連結ベー

スのリスク管理を行う体制を取っております。

（５）契約額・時価等に関する補足説明

「２．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益に

関する事項」における契約額等は、その金額自体がデリバ

ティブ取引に係る市場リスク量又は信用リスク量を示すも

のではありません。
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２．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益に関する事項

「契約額等」の欄には、スワップ取引については想定元本額を、先物取引、オプション取引などその他の取引については契約
額を記載しております。なお、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量又は信用リスク量を示すものではありません。

（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
2. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

◇金利関連取引
（単位：百万円）

区分 平成13年3月31日 平成14年3月31日

種類 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益うち1年超 うち1年超
取引所取引
金利先物
売建 668,445 106,091 △2,868 △2,868 4,809,187 381,051 △897 △897
買建 709,963 93,324 2,609 2,609 4,423,293 348,049 △536 △536

金利オプション
売建 267,201 － △45 △7 951,023 － △112 121
買建 231,916 － 69 19 959,958 － 115 △133

店頭取引
金利先渡契約
売建 － － － － － － － －
買建 － － － － － － － －

金利スワップ
受取固定・支払変動 9,017,441 7,789,876 230,740 230,740 10,232,630 8,190,257 240,017 240,017
受取変動・支払固定 8,516,931 7,257,086 △224,241 △224,241 9,674,634 7,822,058 △250,694 △250,694
受取変動・支払変動 1,387,362 1,284,622 5,030 5,030 2,136,174 2,065,600 6,646 6,646

金利オプション
売建 627,342 462,920 △3,623 1,909 486,026 416,071 △1,843 1,522
買建 366,752 283,312 4,294 △25 307,971 284,646 3,566 189

その他
売建 － － － －
買建 － － － －

合計 11,966 13,166 △3,738 △3,763
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デリバティブ取引等

◇通貨関連取引

平成12年度
時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上した取引はありません。
（注）「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協会平成１２年４月１０日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、記

載対象から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、年度末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等
の貸借対照表表示に反映されているものについては、記載対象から除いております。

また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、年度末日に引直しを行い、その損益を損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債
務等の貸借対照表表示に反映されているものについては、記載対象から除いております。

引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成13年3月31日
種類 契約額等 時 価 評価損益
通貨スワップ 202,436 2,284 2,284

（単位：百万円）

区分 平成13年3月31日 平成14年3月31日
種類 契約額等 契約額等
取引所取引
通貨先物
売建 － －
買建 － －

通貨オプション
売建 － －
買建 － －

店頭取引
為替予約
売建 2,498,994 3,463,117
買建 2,566,094 3,429,165

通貨オプション
売建 64,230 151,605
買建 43,556 98,078

その他
売建 － －
買建 － －

平成13年度 （単位：百万円）

平成14年3月31日
種類 契約額等

時 価 評価損益うち1年超
店頭
通貨スワップ 51,184 48,862 3,480 3,480
為替予約 － － － －
売建 － － － －
買建 － － － －
通貨オプション － － － －
売建 － － － －
買建 － － － －

その他 － － － －
売建 － － － －
買建 － － － －
合計 3,480 3,480
（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。

なお、下記（注）３．の取引は、上記記載から除いております。
2. 時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

３.「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ
取引については、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成14年3月31日
種類 契約額等 時 価 評価損益
通貨スワップ 538,119 △1,195 △1,195
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◇商品関連取引

該当ありません。（平成１３年３月３１日及び平成１４年３月３１日現在）

◇クレジットデリバティブ取引

該当ありません。（平成１３年３月３１日及び平成１４年３月３１日現在）
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◇株式関連取引
（単位：百万円）

区分 平成13年3月31日 平成14年3月31日

種類 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益うち1年超 うち1年超
取引所取引
株式指数先物
売建 5,646 － △89 △89 31,080 － － －
買建 344 － 42 42 － － － －

株式指数オプション
売建 280 － △3 △2 2,450 － △21 19
買建 280 － 3 △3 － － － －

店頭取引
有価証券店頭オプション
売建 － － － － － － － －
買建 － － － － － － － －
有価証券店頭
指数等スワップ
株価指数変化率受取・
短期変動金利支払 － － － － － － － －

短期変動金利受取・
株価指数変化率支払 － － － － － － － －

その他
売建 － － － － － － － －
買建 － － － － － － － －
合計 △47 △52 △21 19
（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
2. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

◇債券関連取引
（単位：百万円）

区分 平成13年3月31日 平成14年3月31日

種類 契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益うち1年超 うち1年超
取引所取引
債券先物
売建 49,061 － 72 72 199,253 － △47 △47
買建 58,313 － △22 △22 184,182 － △270 △270

債券先物オプション
売建 － － － － － － － －
買建 － － － － － － － －
店頭取引
債券店頭オプション
売建 － － － － － － － －
買建 － － － － － － － －

その他
売建 － － － － － － － －
買建 － － － － － － － －
合計 49 49 △317 △317
（注）1. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
2. 時価の算定
取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。
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信託業務

（付表）元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む）の内訳は次のとおりです。

１．信託財産残高表
（単位：百万円）

資 産 平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在
貸出金 2,607,797 1,972,582

証書貸付 2,192,947 1,696,613
手形貸付 414,850 275,969
割引手形 － －

有価証券 2,927,611 3,433,949
国債 837,670 982,460
地方債 249,443 206,987
社債 423,767 387,772
株式 738,917 956,428
外国証券 583,680 827,903
その他の証券 94,132 72,397

信託受益権 37,926,250 38,002,542
受託有価証券 2,847 1,868
貸付有価証券 6,000 6,000
金銭債権 1,949,092 2,424,250

生命保険債権 0 0
その他の金銭債権 1,949,092 2,424,250

動産不動産 1,385,532 1,691,527
動産 8,261 7,164
不動産 1,377,271 1,684,362

その他債権 234,034 127,316
銀行勘定貸 2,983,852 2,074,447
現金預け金 162,251 157,091

預け金 162,251 157,091
合 計 50,185,272 49,891,577

■合同運用指定金銭信託
（単位：百万円）

資 産 平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在
貸出金 249,394 243,028
有価証券 27,041 15,289
その他 722,076 656,626
計 998,512 914,944

負 債 平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在
元本 997,641 913,544
債権償却準備金 751 731
その他 119 667
計 998,512 914,944
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（単位：百万円）

負 債 平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在
金銭信託 16,704,918 17,939,003
年金信託 5,398,553 5,551,957
財産形成給付信託 12,580 11,694
貸付信託 4,274,930 2,986,125
投資信託 11,299,562 6,891,416
金銭信託以外の金銭の信託 3,008,380 2,894,559
有価証券の信託 5,284,334 8,267,249
金銭債権の信託 1,522,247 1,992,498
動産の信託 8,049 6,968
土地及びその定着物の信託 234,562 204,569
包括信託 2,437,153 3,145,533
合 計 50,185,272 49,891,577

（注）１．「信託受益権」には、資産管理を目的として再信託を行っている金額 平成１３年３月３１日現在 ３７，８４１，８１６百万円、平成１４年３月３１日現在 ３７，９０５，４８６百万円が含まれております。
２．共同信託他社管理財産 平成１３年３月３１日現在 ９，６６４，７６４百万円 平成１４年３月３１日現在 ９，１９４，３４９百万円
３．元本補てん契約のある信託の貸出金 平成１３年３月３１日現在 ２，３１８，７４９百万円のうち、破綻先債権額は６，９２４百万円、延滞債権額は５４，２４４百万円、３ヵ月以上延滞債権額は１，３２８百万円、貸
出条件緩和債権額は１，２６５百万円であります。また、これらの債権額の合計額は６３，７６２百万円であります。

４．元本補てん契約のある信託の貸出金 平成１４年３月３１日現在 １，８７９，０７１百万円のうち、破綻先債権額は６，４４１百万円、延滞債権額は５４，５８０百万円、３ヵ月以上延滞債権額は５３８百万円、貸出
条件緩和債権額は６８，４０３百万円であります。また、これらの債権額の合計額は１２９，９６４百万円であります。なお、上記債権額のうち、最終処理につながる措置である株式会社整理回収機構への管理信
託方式による処理分は７５１百万円であります。

■貸付信託
（単位：百万円）

資 産 平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在
貸出金 2,069,355 1,636,042
有価証券 312,668 266,478
その他 2,107,627 1,285,403
計 4,489,652 3,187,925

負 債 平成13年3月31日現在 平成14年3月31日現在
元本 4,427,727 3,154,240
特別留保金 23,977 18,621
その他 37,947 15,063
計 4,489,652 3,187,925

（注）上記には貸付信託の運用専用ファンドである貸付信託投資基金口の計数を含んでいます。
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信託業務

２．金銭信託等の受入状況

■信託期間別元本残高

■受入状況
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
金銭信託 16,704,918 17,939,003
年金信託 5,398,553 5,551,957
財産形成給付信託 12,580 11,694
貸付信託 4,274,930 2,986,125
合 計 26,390,982 26,488,781

（注） 合計金額を信託資金量としています。

金銭信託 （単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
1年未満 627,299 8,118,382
1年以上2年未満 1,193,279 4,558,061
2年以上5年未満 2,227,385 463,935
5年以上 12,330,782 4,630,821
その他のもの 279,805 181,433
合 計 16,658,552 17,952,634

（注）その他のものは金銭信託（１ヵ月据置型）、金銭信託（新１年据置型）、その他です。

貸付信託 （単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
2年のもの 665,150 439,324
5年のもの 3,544,145 2,502,888
合 計 4,209,295 2,942,212

■１店舗当たり及び従業員１人当たりの信託資金量
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
1店舗当たり 488,721 499,788
従業員1人当たり 6,022 6,460

（注）１．信託業務は国内で取扱っていますので、店舗数は出張所を除く国内店舗数を使用しています。
２．従業員数は国内店の期中平均人員を使用しています。なお、従業員数には本部人員を含んでいます。
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３．金銭信託等の運用状況

■運用状況
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
金銭信託 貸出金 536,712 334,774

有価証券 2,459,482 2,983,510
計 2,996,195 3,318,285

年金信託 貸出金 － －
有価証券 － －
計 － －

財産形成 貸出金 1,389 1,083
給付信託 有価証券 － －

計 1,389 1,083
貸付信託 貸出金 2,069,355 1,636,042

有価証券 312,668 266,478
計 2,382,024 1,902,521

合 計 貸出金 2,607,457 1,971,900
有価証券 2,772,151 3,249,988
計 5,379,608 5,221,889

（注）本表の貸出金合計には包括信託貸出金（平成13年3月31日340百万円、平成14年3月31日681百万円）が含まれておりません。本表の貸出金合計に包括信託貸出金を加えた貸出金合計額と有価証券
合計額を「3.金銭信託等の運用状況」における以下の各表の貸出金合計または有価証券合計としています。

■貸出金の科目別残高
（単位：百万円、%）

平成13年3月31日 平成14年3月31日

証書貸付 2,192,947
（84.1）

1,696,613
（86.0）

手形貸付 414,850
（15.9）

275,969
（14.0）

割引手形 －
（－）

－
（－）

合 計 2,607,797
（100.0）

1,972,582
（100.0）

（注）（ ）内は構成比です。

■中小企業等に対する貸出金
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
中小企業等に対する貸出金残高 953,709 713,333
貸出金残高に占める割合 36.6% 36.2%

（注）中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業・サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人）以下の
会社及び個人であります。
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信託業務

■貸出金の契約期間別残高
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
1年以下 520,942 363,060
1年超3年以下 257,106 99,080
3年超5年以下 668,643 538,461
5年超7年以下 202,820 154,543
7年超 958,284 817,437
合 計 2,607,797 1,972,582

■業種別貸出状況
（単位：百万円）

業 種 別
平成13年3月31日 平成14年3月31日

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比
製造業 266,697 10.22% 146,398 7.42%
漁業 500 0.02 500 0.03
鉱業 670 0.03 540 0.03
建設業 91,909 3.52 53,126 2.69
電気・ガス・熱供給・水道業 222,896 8.55 187,645 9.51
運輸・通信業 268,143 10.28 262,248 13.30
卸売・小売業、飲食店 172,095 6.60 92,565 4.69
金融・保険業 543,506 20.84 348,876 17.69
不動産業 419,819 16.10 304,066 15.41
サービス業 244,298 9.37 237,780 12.05
地方公共団体 46,435 1.78 44,026 2.23
その他 330,829 12.69 294,812 14.94
合 計 2,607,797 100.00 1,972,582 100.00

■貸出金使途別残高
（単位：百万円、%）

平成13年3月31日 平成14年3月31日

設備資金 1,134,812
（43.5）

946,133
（52.0）

運転資金 1,472,985
（56.5）

1,026,448
（48.0）

合 計 2,607,797
（100.0）

1,972,582
（100.0）

（注）（ ）内は構成比です。

■貸出金の担保別内訳
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
有価証券 16,677 9,589
債権 19,289 9,698
土地建物 351,662 252,491
工場 38 22
財団 108,175 76,032
船舶 6,800 4,658
小計 502,644 352,493
保証 369,210 323,427
信用 1,735,942 1,296,662
合 計
（うち劣後特約付貸出金）

2,607,797
（36,000）

1,972,582
（－）
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■有価証券運用の状況
（単位：百万円、%）

平成13年3月31日 平成14年3月31日

国債 836,670
（30.2）

981,457
（30.2）

地方債 249,443
（9.0）

206,987
（6.4）

社債 423,767
（15.3）

387,772
（11.9）

株式 676,099
（24.4）

905,534
（27.9）

その他の証券 586,171
（21.1）

768,237
（23.6）

合 計 2,772,151
（100.0）

3,249,988
（100.0）

（注）（ ）内は構成比です。
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信託業務

（注） 財産形成信託の残高は、信託財産残高表の「金銭信託」および「貸付信託」に計上されています。

（注） １．「金外信託」は「金銭信託以外の金銭の信託」の略称です。
２．「指定金外信託」の当社商品名はファンド・トラストです。

４．個別信託の受託状況

■年金信託業務の状況
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
年金信託残高 5,398,553 5,551,957
受託件数 3,138件 3,028件

■財産形成信託の受託残高及び加入者数
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
財産形成信託（一般）

受託金額 299,562 289,663
加入者数 160,331人 166,399人

財産形成信託（年金）
受託金額 108,654 107,180
加入者数 61,672人 59,745人

財産形成信託（住宅）
受託金額 224,708 211,426
加入者数 76,794人 69,687人

■証券信託の受託残高
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
特定金銭信託・特定金外信託 3,601,983 3,022,038
指定金外信託 250,281 257,013
合 計 3,852,264 3,279,052

■土地信託の受託件数

平成12年度 平成13年度
土地信託
成約件数

基本協定ベース 0件 0件
契約締結ベース 0件 1件
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銀行業務

（注）上記2表のいずれにおいても、
1.（ ）内は構成比です。
2. 流動性預金とは、当座預金、普通預金および通知預金の合計をいいます。
3. 固定自由金利定期預金とは、預入時に満期日迄の利率が確定する自由金利定期預金をいいます。
変動自由金利定期預金とは、預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金をいいます。

業
績
ハ
イ
ラ
イ
ト

社
長
メ
ッ
セ
ー
ジ

当
社
経
営
戦
略

ト
ピ
ッ
ク
ス

事
業
部
門

デ
ィ
レ
ク
ト
リ
ー

資
料
編

１．預金

■預金の残高
（単位：百万円、％）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

流動性預金 1,035,103
（15.4）

478
（0.0）

1,035,581
（13.5）

1,740,527
（25.0）

573
（0.0）

1,741,100
（21.4）

うち有利息預金 768,240
（11.5）

768,240
（10.0）

1,537,363
（22.1）

1,537,363
（18.9）

定期性預金 5,643,480
（84.3）

712,315
（70.9）

6,355,796
（82.5）

5,189,496
（74.5）

748,533
（63.6）

5,938,029
（72.9）

うち固定自由金利
定期預金

3,873,509
（57.8）

3,873,509
（50.3）

3,423,837
（46.6）

3,423,837
（39.8）

うち変動自由金利
定期預金

1,769,923
（26.4）

1,769,923
（23.0）

1,945,616
（27.9）

1,945,616
（23.9）

その他の預金 18,123
（0.3）

292,696
（29.1）

310,819
（4.0）

34,803
（0.5）

427,519
（36.4）

462,322
（5.7）

小計 6,696,707
（100.0）

1,005,490
（100.0）

7,702,197
（100.0）

6,964,827
（100.0）

1,176,625
（100.0）

8,141,452
（100.0）

譲渡性預金 962,990 14,868 977,858 1,538,222 69,290 1,607,512
合 計 7,659,698 1,020,358 8,680,056 8,503,049 1,245,915 9,748,964

■定期預金の残存期間別残高
（単位：百万円）

種 類 期間 3ヵ月未満 3ヵ月以上
6ヵ月未満

6ヵ月以上
1年未満

1年以上
2年未満

2年以上
3年未満 3年以上 合計期別

定期預金 平成13年3月31日 1,781,660 697,227 779,233 850,414 354,828 1,892,431 6,355,796
平成14年3月31日 1,015,343 442,308 577,044 1,123,718 966,908 1,812,705 5,938,029

うち固定自由
金利定期預金

平成13年3月31日 1,559,939 520,318 575,762 695,442 147,744 374,302 3,873,509
平成14年3月31日 714,778 278,044 461,503 823,517 647,996 317,996 3,243,837

うち変動自由
金利定期預金

平成13年3月31日 38,896 36,351 53,406 97,559 31,954 1,511,754 1,769,923
平成14年3月31日 1,312 215 1,392 130,694 317,815 1,494,184 1,945,616

■預金の平均残高
（単位：百万円、％）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

流動性預金 856,097
（13.7）

1,233
（0.1）

857,330
（11.7）

948,271
（15.3）

798
（0.0）

949,069
（12.4）

うち有利息預金 761,248
（12.2）

761,248
（10.4）

851,802
（13.8）

851,802
（11.1）

定期性預金 5,341,354
（85.8）

766,014
（70.9）

6,107,368
（83.6）

5,194,506
（84.1）

812,279
（55.8）

6,006,785
（78.7）

うち固定自由金利
定期預金

2,591,600
（41.6）

2,591,600
（35.5）

3,271,091
（52.9）

3,271,091
（42.8）

うち変動自由金利
定期預金

1,374,852
（22.1）

1,374,852
（18.8）

1,923,369
（31.1）

1,923,369
（25.2）

その他の預金 31,159
（0.5）

313,199
（29.0）

344,359
（4.7）

37,266
（0.6）

643,645
（44.2）

680,911
（8.9）

小計 6,228,611
（100.0）

1,080,446
（100.0）

7,309,058
（100.0）

6,180,043
（100.0）

1,456,722
（100.0）

7,636,766
（100.0）

譲渡性預金 500,255 23,574 523,830 1,527,538 44,395 1,571,934
合 計 6,728,867 1,104,021 7,832,889 7,707,582 1,501,118 9,208,701
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銀行業務

（注）1．（ ）内は構成比です。
2．本表の預金には、海外支店分、特別国際金融取引勘定分および譲渡性預金を含んでいません。

（注）本表の預金には、譲渡性預金を含んでいません。

（注）1．預金には譲渡性預金を含んでいます。
2．店舗数には出張所を含んでいません。
3．従業員数は期中平均人員を使用しています。なお、国内店の従業員数には本部人員を含んでいます。

2.貸出金

（注）（ ）内は構成比です。

■預金者別残高
（単位：百万円、%）

平成13年3月31日 平成14年3月31日

個 人 3,716,684
（54.5）

4,587,531
（64.7）

法 人 そ の 他 3,103,188
（45.5）

2,503,099
（35.3）

合 計 6,819,872
（100.0）

7,090,630
（100.0）

■預金利回り
（単位：%）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 0.47 0.33
国際業務部門 5.20 3.58
合 計 1.17 0.95

■1店舗当たり及び従業員1人当たりの預金残高
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
1店舗当たり預金 149,656 171,034

国内店 147,257 169,714
海外店 182,041 188,519

従業員1人当たり預金 1,861 2,223
国内店 1,814 2,193
海外店 2,591 2,655

■貸出金の残高
（単位：百万円、%）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

割引手形 39,816
（0.5）

－
（ －）

39,816
（0.5）

32,151
（0.4）

－
（ －）

32,151
（0.4）

手形貸付 1,492,100
（19.7）

64,701
（9.1）

1,556,802
（18.8）

1,255,299
（15.4）

72,989
（9.5）

1,328,289
（14.9）

証書貸付 4,861,834
（64.1）

645,508
（90.8）

5,507,342
（66.4）

5,665,732
（69.5）

692,782
（90.5）

6,358,514
（71.3）

当座貸越 1,188,173
（15.7）

480
（0.1）

1,188,653
（14.3）

1,199,660
（14.7）

141
（0.0）

1,199,801
（13.4）

合 計 7,581,924
（100.0）

710,690
（100.0）

8,292,615
（100.0）

8,152,844
（100.0）

765,913
（100.0）

8,918,757
（100.0）
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（注）（ ）内は構成比です。

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。

（注）1．中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業・サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人）
以下の会社及び個人であります。

2．本表の貸出金には、海外支店および特別国際金融取引勘定貸出分を含んでいません。
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■貸出金の平均残高
（単位：百万円、%）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

割引手形 33,481
（0.5）

－
（ －）

33,481
（0.4）

28,381
（0.4）

－
（ －）

28,381
（0.3）

手形貸付 1,733,548
（24.4）

54,090
（7.2）

1,787,639
（22.8）

1,388,277
（17.9）

63,522
（8.6）

1,451,799
（17.1）

証書貸付 4,069,450
（57.4）

699,906
（92.8）

4,769,357
（60.8）

5,142,269
（66.4）

678,638
（91.3）

5,820,907
（68.6）

当座貸越 1,254,137
（17.7）

384
（0.0）

1,254,521
（16.0）

1,188,599
（15.3）

809
（0.1）

1,189,409
（14.0）

合 計 7,090,618
（100.0）

754,381
（100.0）

7,844,999
（100.0）

7,747,527
（100.0）

742,969
（100.0）

8,490,497
（100.0）

■貸出金の残存期間別残高
（単位：百万円）

種 類 期間 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下 7年超 期間の定め

のないもの 合 計期別

貸出金
平成13年3月31日 3,268,468 1,491,351 1,146,141 296,736 900,847 1,189,069 8,292,615
平成14年3月31日 3,157,468 1,973,372 1,422,695 333,468 832,094 1,199,658 8,918,757

うち変動金利
平成13年3月31日 687,482 416,477 149,424 790,266 1,180,642
平成14年3月31日 957,582 569,970 188,926 721,482 1,196,237

うち固定金利
平成13年3月31日 803,868 729,664 147,311 110,581 8,427
平成14年3月31日 1,015,790 852,724 144,541 110,612 3,421

■中小企業等に対する貸出金
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
中小企業等に対する貸出金残高 3,733,795 3,983,627
貸出金残高に占める割合 47.7% 47.0%
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銀行業務

■業種別貸出状況
（単位：百万円）

業 種 別 平成13年3月31日 平成14年3月31日
金 額 構成比 金 額 構成比

国内店分
（除く特別国際金融取引勘定分） 7,826,096 100.0% 8,467,213 100.0%

製造業 1,041,489 13.3 1,286,448 15.2
農業 692 0.0 717 0.0
林業 921 0.0 921 0.0
漁業 － － 440 0.0
鉱業 5,927 0.1 5,123 0.1
建設業 233,972 3.0 223,678 2.6
電気・ガス・熱供給・水道業 70,608 0.9 66,608 0.8
運輸・通信業 382,058 4.9 539,150 6.4
卸売・小売業、飲食店 752,342 9.6 796,094 9.4
金融・保険業 1,941,284 24.8 1,989,446 23.5
不動産業 1,116,049 14.2 1,127,213 13.3
サービス業 1,242,505 15.9 1,243,620 14.7
地方公共団体 22,134 0.3 1,122 0.0
その他 1,016,114 13.0 1,186,628 14.0

海外店分および
特別国際金融取引勘定分 466,518 100.0% 451,544 100.0%

政府等 10,509 2.3 9,085 2.0
金融機関 5,215 1.1 3,913 0.9
商工業 323,292 69.3 359,948 79.7
その他 127,500 27.3 78,596 17.4

合 計 8,292,615 8,918,757

■貸出金使途別残高
（単位：百万円、%）

平成13年3月31日 平成14年3月31日

設備資金 2,010,697
（24.2）

2,272,289
（25.5）

運転資金 6,281,917
（75.8）

6,646,467
（74.5）

合 計 8,292,615
（100.0）

8,918,757
（100.0）

（注）（ ）内は構成比です。

■貸出金の担保別内訳
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
有価証券 217,125 166,987
債権 84,791 99,271
土地建物 788,572 847,463
工場 35,056 47,160
財団 222,623 248,226
船舶 170,202 204,965
その他 25,533 29,545
小計 1,543,905 1,643,621
保証 1,380,227 1,565,559
信用 5,368,482 5,709,576
合 計
（うち劣後特約付貸出金）

8,292,615
（157,000）

8,918,757
（190,000）
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■支払承諾見返の担保別内訳
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
有価証券 8,165 8,348
債権 328 260
動産不動産 28,156 20,873
保証 16,120 15,500
信用 458,664 456,271
合 計 511,434 501,254

■預貸率
（単位：%）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

預貸率（末残） 98.98 69.65 95.53 95.88 61.47 91.48
預貸率（平残） 105.37 68.33 100.15 100.51 49.49 92.20

（注）預貸率＝
貸出金

預金＋譲渡性預金

■１店舗当たりおよび従業員１人当たりの貸出金残高
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
1店舗当たり貸出金 142,976 156,469

国内店 144,927 159,758
海外店 116,629 112,886

従業員1人当たり貸出金 1,778 2,034
国内店 1,785 2,065
海外店 1,660 1,589

（注）1. 店舗数には出張所を含んでいません。
2. 従業員数は期中平均人員を使用しています。なお、国内店の従業員数には本部人員を含んでいます。

■貸出金利回り
（単位：%）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 1.50 1.39
国際業務部門 5.62 4.16
合 計 1.90 1.63

■特定海外債権残高
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
国 別 特定海外債権残高 国 別 特定海外債権残高

イ ン ド ネ シ ア 14,009 イ ン ド ネ シ ア 12,318
ア ル ジ ェ リ ア 413
合 計 14,422 合 計 12,318
（資産の総額に対する割合） （0.08%） （資産の総額に対する割合） （0.07%）

（注） 特定海外債権は、全国銀行協会の定める銀行業における決算経理基準により貸倒引当金（特定海外債権引当勘定）の引当対象とされる貸出金です。
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銀行業務

３．有価証券

■保有有価証券残高
（単位：百万円、%）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

国債 1,491,172
（44.5）

1,491,172
（22.7）

962,579
（37.5）

962,579
（19.0）

地方債 66,686
（2.0）

66,686
（1.0）

94,652
（3.7）

94,652
（1.9）

社債 337,033
（10.1）

337,033
（5.2）

350,308
（13.6）

350,308
（6.9）

株式 1,333,268
（39.8）

1,333,268
（20.3）

1,018,687
（39.7）

1,018,687
（20.1）

その他の証券 122,622
（3.6）

3,212,758
（100.0）

3,335,380
（50.8）

141,888
（5.5）

2,501,664
（100.0）

2,643,553
（52.1）

うち外国債券 3,133,519
（97.5）

3,133,519
（47.7）

2,424,656
（96.9）

2,424,656
（47.8）

うち外国株式 39,996
（1.2）

39,996
（0.6）

33,803
（1.4）

33,803
（0.7）

貸付有価証券

合 計 3,350,784
（100.0）

3,212,758
（100.0）

6,563,542
（100.0）

2,568,116
（100.0）

2,501,664
（100.0）

5,069,781
（100.0）

（注）1.（ ）内は構成比です。
2. 平成14年 3 月31日における株式残高に、自己株式は含まれておりません。

■保有有価証券平均残高
（単位：百万円、%）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

国債 1,915,894
（50.6）

1,915,894
（34.4）

1,085,351
（37.9）

1,085,351
（18.7）

地方債 57,590
（1.5）

57,590
（1.0）

79,015
（2.7）

79,015
（1.4）

社債 280,660
（7.4）

280,660
（5.0）

346,404
（12.1）

346,404
（5.9）

株式 1,438,975
（38.0）

1,438,975
（25.8）

1,266,877
（44.2）

1,266,877
（21.8）

その他の証券 93,090
（2.5）

1,789,100
（100.0）

1,882,191
（33.8）

88,703
（3.1）

2,950,681
（100.0）

3,039,384
（52.2）

うち外国債券 1,726,962
（96.5）

1,726,962
（31.0）

2,872,916
（97.4）

2,872,916
（49.4）

うち外国株式 36,540
（2.0）

36,540
（0.6）

38,935
（1.3）

38,935
（0.7）

合 計 3,786,212
（100.0）

1,789,100
（100.0）

5,575,312
（100.0）

2,866,352
（100.0）

2,950,681
（100.0）

5,817,033
（100.0）

（注）1.（ ）内は構成比です。
2. 平成13年度における株式平均残高に、自己株式は含まれておりません。

■預証率
（単位：%）

平成12年度 平成13年度
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

預証率（末残） 43.74 314.86 75.61 30.20 200.78 52.00
預証率（平残） 56.26 162.05 71.17 37.18 196.56 63.16

（注）預証率＝
有価証券

預金＋譲渡性預金
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■有価証券残存期間別残高
（単位：百万円）

種 類 期間
期別 1年以下 1年超

3年以下
3年超

5年以下
5年超

7年以下
7年超

10年以下 10年超 期間の定め
のないもの 合 計

国 債 平成13年3月31日 420,622 243,496 73,325 21,440 686,770 45,516 － 1,491,172
平成14年3月31日 355,172 92,137 139,260 149,532 189,953 36,523 － 962,579

地 方 債 平成13年3月31日 1,993 2,374 5,956 12,900 43,462 － － 66,686
平成14年3月31日 903 4,864 37,565 11,819 39,500 － － 94,652

社 債 平成13年3月31日 37,853 81,195 125,539 38,008 54,326 － 109 337,033
平成14年3月31日 46,434 87,780 131,143 58,106 26,818 － 24 350,308

株 式 平成13年3月31日 1,333,268 1,333,268
平成14年3月31日 1,018,687 1,018,687

その他の証券 平成13年3月31日 240,041 704,808 949,523 129,403 1,103,804 89,481 118,317 3,335,380
平成14年3月31日 171,479 354,025 283,360 509,011 991,813 228,826 105,036 2,643,553

うち外国債券 平成13年3月31日 159,305 702,886 948,932 129,403 1,103,509 89,481 － 3,133,519
平成14年3月31日 68,075 353,177 283,360 509,011 989,251 213,566 8,213 2,424,656

うち外国株式 平成13年3月31日 39,997 39,997
平成14年3月31日 33,803 33,803

貸付有価証券 平成13年3月31日 － － － － － － － －
平成14年3月31日

（注） 平成14年 3 月31日における株式残高に、自己株式は含まれておりません。
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銀行業務

■代理貸付残高
（単位：百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日
住宅金融公庫 71,202 64,467
年金資金運用基金 12,275 10,764
その他 4,839 256
合 計 88,317 75,489

４．その他の業務

■内国為替取扱高
（単位：千口、百万円）

平成12年度 平成13年度
口 数 金 額 口 数 金 額

送金・振込 各地へ向けた分 3,279 43,706,327 3,454 26,788,664
各地より受けた分 2,334 50,121,064 2,352 32,201,318

代金取立 各地へ向けた分 75 4,114,486 69 2,521,642
各地より受けた分 76 3,936,215 69 2,312,067

合 計 5,766 101,878,093 5,946 63,823,693

■外国為替取扱高
（単位：口、百万米ドル）

平成12年度 平成13年度
口 数 金 額 口 数 金 額

仕向為替 売渡外為 178,243 82,224 164,301 55,465
買入外為 177,786 29,613 180,712 25,535

被仕向為替 支払外為 42,099 58,935 17,869 34,436
取立外為 － － － －

合 計 398,128 170,772 362,882 115,437

■公共債引受実績
（単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
国債 64,964 76,076
地方債・政府保証債 30,322 24,572
合 計 95,286 100,648
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■公共債窓口販売実績
（単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
国債 22,951 5,856
地方債・政府保証債 0 －
合 計 22,951 5,856

■公共債ディーリング実績
（単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
売買高 868,061 1,464,031

商品国債 847,555 1,437,379
商品地方債 11,260 15,641
商品政府保証債 9,246 11,011

平均残高 6,517 53,409
商品国債 5,899 53,005
商品地方債 306 176
商品政府保証債 311 227

■先物取引等の受託状況
（単位：百万円）

平成12年度 平成13年度
金融先物取引等 － －
証券先物取引等 － －
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併営業務等

■支払承諾（債務の保証）の残高内訳
（単位：口、百万円）

平成13年3月31日 平成14年3月31日

手形引受 口 数 － －
金 額 － －

信用状 口 数 － －
金 額 － －

保 証 口 数 817 703
金 額 511,434 501,254

合 計 口 数 817 703
金 額 511,434 501,254

■不動産業務の状況

平成12年度 平成13年度

売買の媒介 件 数 1,143件 591件
取扱高 270,239百万円 378,618百万円

貸借の媒介件数 12件 4件

■証券代行業務の状況

平成12年度 平成13年度
受託会社数（期末現在） 792社 823社
管理株主数（期末現在） 5,470千名 5,741千名
名義書換件数 305千件 289千件

■担保附社債信託業務の状況

平成13年3月31日 平成14年3月31日
委託会社数 44社 39社
担保附社債信託受託金額 87,176百万円 78,422百万円

■その他の業務

平成13年3月31日 平成14年3月31日
保護預り口数 2,111,505口 1,982,883口
公社債の登録事務登録高 1,042,288百万円 1,007,812百万円
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■資本金の推移
（単位：百万円）

区 分 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度

増加の内訳
増 資

転換社債の転換
－ 50,000 － － －
24 44,952 5,062 1,917 67

合 計 24 94,952 5,062 1,917 67
資 本 金 182,053 277,005 282,068 283,985 284,053

■転換社債残高

銘 柄 発行年月日 発行額 利率
平成14年3月31日

残 高 転換価格 転換率
2007年10月1日満期
円建劣後転換社債 平成9年6月25日 110,000,000千円 年0.50% 6,000,000千円 500.00円 94.54%

（注）1. 転換率には公開買付を行い消却したものが含まれています。
2. 転換価格の下方修正条項に基づき、平成10年10月１日より当該転換社債の転換価格は500円に修正されました。
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資本・株式

■発行済株式の内容
（平成14年3月31日現在）

種類 発行数 上場証券取引所名 摘要

普通株式 1,452,247,764株
大阪証券取引所
東京証券取引所
ロンドン証券取引所

権利内容に何ら限定
のない当社における
標 準 となる 株 式

第一回
優先株式 125,000,000株 （注）

計 1,577,247,764株
（注） 第一回優先株式の内容は次のとおりであります。

� 優先配当金
�優先配当金
毎年3月31日現在の優先株主に対し、普通株主への利益配当金に先立ち、優先株式1株につき年6円8銭の優先配当金を支払う。ただし、当該事業年度において優先中間配当金を支払ったときは、
当該優先中間配当金を控除した額とする。

�非累積条項
ある事業年度において、優先株主に対して支払う利益配当金の額が�の優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。
�非参加条項
優先株主に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。

�優先中間配当金
中間配当を行うときは、毎年9月30日現在の優先株主に対し、普通株主への中間配当金に先立ち、優先株式1株につき3円4銭の優先中間配当金を支払う。

� 残余財産の分配
残余財産を分配するときは、優先株主に対し、普通株主に先立ち、優先株式1株につき800円を支払う。優先株主に対しては、上記800円のほか、残余財産の分配は行わない。

� 消却
いつでも優先株式を買い入れ、これを株主に配当すべき利益をもって当該買入価額により消却することができる。また、平成21年3月30日に、優先株式1株につき800円に、その時点の普通株式の時価
を乗じ、その時点において有効な転換価額で除した価額を償還価額として、優先株式の全部または一部の償還をすることができる。一部償還の場合は、抽選その他の方法により行う。ここで普通株式
の時価とは、償還に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値をいう。

� 議決権
優先株主は、株主総会において議決権を有しない。ただし、法令の定める場合はこの限りではない。

	 株式の併合または分割、新株引受権等
法令に定める場合を除き、優先株式につき株式の併合または分割は行わない。優先株主には、新株の引受権または新株予約権の引受権を与えない。


 普通株式への転換
�転換を請求し得べき期間
平成13年4月1日から平成21年3月30日までとする。ただし、株主総会において権利を行使すべき株主を確定するため一定の日を定めたときは、その翌日から当該株主総会終結の日までの期間を除
く。
�当初転換価額
当初転換価額は350円とする。

�転換価額の修正
転換価額は、平成12年10月1日以降平成20年10月1日までの毎年10月1日（以下「修正日」という。）において、当該修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の
普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値を時価とし、当該時価に1.025を乗じた価額に修正されるものとする。ただし、当該価額が245円（以下「下限転換価額」といい、下記�の調整を受ける。）
を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。なお、上記45取引日の間に、下記�に定める転換価額の調整事由が生じた場合には、上記の平均値は�に準じて調整される。
なお、本条項に基づき、平成12年10月1日から平成13年9月30日までの転換価額は765円、平成13年10月1日以降の新転換価額は811円となっております。
�転換価額の調整
転換価額（下限転換価額を含む。）は当社が優先株式を発行後、1株当り時価を下回る払込金額での新たな普通株式の発行、株式分割その他一定の場合には、次の算式によって調整される。

調整後
転換価額

＝ 調整前
転換価額

×

既発行
普通株式数

＋ 新規発行普通株式数 × 1株当たり払込金額
1株当たり時価

既発行普通株式数 ＋ 新規発行普通株式数

ただし、上記の算式により計算される調整後転換価額が100円を下回る場合には、100円をもって調整後転換価額とする。
�転換により発行すべき普通株式数
優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、優先株主が転換請求のために提出した優先株式の発行価額総額を転換価額で除した数とし、転換により発行すべき普通株式数の算出に当って1
株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

� 普通株式への一斉転換
優先株式のうち、平成21年3月30日までに転換請求のなかった優先株式は、平成21年3月31日（以下「一斉転換日」という。）をもって、優先株式1株の払込金相当額を一斉転換日に先立つ45取引日
目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式となる。この場合当該平均値が245円を下回るときは、優先株式
1株の払込金相当額を当該金額で除して得られる数の普通株式となる。上記の普通株式数の算出に当って1株に満たない端数が生じたときは、商法に定める株式併合の場合に準じてこれを取り扱う。

� 期中転換または一斉転換があった場合の取扱い
優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中間配当金は、転換の請求または一斉転換が4月1日から9月30日までになされたときは4月1日に、10月1日から翌年3月
31日までになされたときは10月1日に、それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。
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■株式の所有者別状況

普通株式 （平成14年3月31日現在）

区 分 株 主 数 所有株式数 割 合

政府および地方公共団体
金 融 機 関
証 券 会 社
そ の 他 の 法 人
外 国 法 人 等
（ う ち 個 人 ）
個 人 そ の 他

－ 人
246
54

1,614
437
（3）

19,607

－ 単元
532,728
18,655

587,408
240,900
（103）

69,838

－ ％
36.75
1.29

40.52
16.62
（0.01）

4.82

合 計 21,958 1,449,529 100.00

単元未満株式の状況 2,718,764 株
（注）１．1単元の株式数は1,000株です。

２．自己株式５，６３０，７５３株は、「個人その他」に５，６３０単元、「単元未満株式の状況」に７５３株含まれています。
３．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,808単元含まれています。

■大株主（上位30社）

普通株式 （平成14年3月31日現在）

株 主 名 所有株式数（千株） 割合（%） 株 主 名 所有株式数（千株） 割合（%）

1．三菱信託銀行株式会社（信託口）
2．日 本 ト ラ ス テ ィ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ）

3．UFJ信託銀行株式会社（信託勘定A口）
4．住友生命保険相互会社
5．株式会社三井住友銀行
6．ユーロクリア バンク エスエー／エヌブイ
（常任代理人 株式会社日本興業銀行）

7．日 本 電 気 株 式 会 社
8．株 式 会 社 ク ボ タ
9．株 式 会 社 住 友 倉 庫

10．ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー（常任代理人 株式会社富士銀行）

11．三井住友海上火災保険株式会社
12．年金特金 受託者三井アセット

信 託 銀 行 株 式 会 社 ３ 口

13．年金信託 受託者三井アセット
信 託 銀 行 株 式 会 社 ２ 口

14．資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託
銀 行 株 式 会 社（ 信 託 A 口 ）

15．ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ
ロンドン エス エル オムニバス アカウント

74,769
53,008
40,579
33,389
32,304
28,094
25,065
23,984
18,200
17,236
16,022
14,993
14,345
14,141
14,076

5.14
3.65
2.79
2.29
2.22
1.93
1.72
1.65
1.25
1.18
1.10
1.03
0.98
0.97
0.96

16．住友化学工業株式会社
17．資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託

銀 行 株 式 会 社（ 年 金 信 託 口 ）

18．日 本 板 硝 子 株 式 会 社
19．ザ チェース マンハッタン バ

ンク エヌ エイ ロンドン

20．京 王 電 鉄 株 式 会 社
21．ドイチェ信託銀行株式会社
22．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・住友電気工業

株 式 会 社 退 職 給 付 信 託 口 ）

23．野村信託銀行株式会社（投信口）
24．三 洋 電 機 株 式 会 社
25．住友金属鉱山株式会社
26．王 子 製 紙 株 式 会 社
27．資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託

銀 行 株 式 会 社（ 年 金 特 金 口 ）

28．プ ロ ミ ス 株 式 会 社
29．中 国 電 力 株 式 会 社
30．日本生命保険相互会社（特別勘定年金口）

13,800
12,443
12,184
12,124
11,597
10,972
10,800
10,595
10,175
10,008
9,402
9,373
9,337
8,886
8,711

0.95
0.85
0.83
0.83
0.79
0.75
0.74
0.72
0.70
0.68
0.64
0.64
0.64
0.61
0.59

計 580,618 39.98
（注）１．株式会社日本興業銀行は、平成14年4月1日をもって株式会社第一勧業銀行および株式会社富士銀行と分割・合併し、株式会社みずほコーポレート銀行となっております。

２．株式会社富士銀行は、平成14年4月1日をもって株式会社第一勧業銀行および株式会社日本興業銀行と分割・合併し、株式会社みずほコーポレート銀行となっております。

第一回優先株式 （平成14年3月31日現在）

区 分 株 主 数 所有株式数 割 合

金 融 機 関 1 人 125,000 単元 100.00 ％

合 計 1 125,000 100.00

第一回優先株式 （平成14年3月31日現在）

株 主 名 所有株式数（千株） 割合（%）

1．株式会社整理回収機構 125,000 100.00

計 125,000 100.00
113SUMITOMO TRUST and BANKING
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決算公告（写）
銀行法第20条に基づいて、下記の決算公告を新聞紙に掲載しました。
なお、同法第21条第1項及び第2項の規定により、本決算公告を本紙に掲載しています。



115SUMITOMO TRUST and BANKING

業
績
ハ
イ
ラ
イ
ト

社
長
メ
ッ
セ
ー
ジ

当
社
経
営
戦
略

ト
ピ
ッ
ク
ス

事
業
部
門

デ
ィ
レ
ク
ト
リ
ー

資
料
編



116 SUMITOMO TRUST and BANKING

（注）複数ページにわたって記載されている場合は、最初のページを表示しています。

この資料は、銀行法第21条および金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行規則第11条の2に基づいた
ディスクロージャー資料です。
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